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道営住宅指定管理者候補者選定委員会

第３回（書面開催）

日時：令和３年９月３日（金）

次 第

１．開会

２．議事

（１）公募要項等の改正内容について

添付しています資料をご確認の上、ご意見等がある場合には、お忙しいところ恐縮です

が、令和３年９月14日（火）までに「【資料２】意見書」の提出をお願いします。

また、意見等がない場合であっても公募要項等の決定の可否について意見書を期限まで

に提出願います。

なお、意見等への回答や公募要項等の決定の可否については、９月17日（金）までにお

知らせする予定です。

（２）その他（次回開催予定など）

次回の第４回の申請者ヒアリングは、令和３年12月18日（土）及び19日（日）を予定し

ていますが、申請者数によっては、18日（土）の一日で終了する可能性もありますので、

ご了承願います。

３．閉会

《添付資料》

・【資料１】主な改正内容

・【資料２】意見書

・【資料３】新旧対照表【道営住宅等の指定管理者候補者選定基準】

・【資料４】新旧対照表【道営住宅等の指定管理者公募要項】

・【資料５】新旧対照表【道営住宅等（●●●）の管理に関する協定書（案）】

・【資料６】新旧対照表【道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書】



- 1/2 -

【資料１】

【主な改正内容】

１．道営住宅等の指定管理者候補者選定基準

改正項目 改正 改正内容
箇所

第４審査項目と配点 P３ ○審査項目のうち、定性的事項「①関係法令の習得に
関する評価」（配点：６点）と「②個人情報の保護
に関する評価」（配点：６点）の２項目を１項目に
統合し、「①関係法令等 の習得及び個人情報の保
護に関する評価」（配点：６点） とした。

○審査項目のうち、定性的事項「⑩入居者支援に関す
る評価」（配点：２点）を配点８点に変更した。

第５－１審査と評価方法 Ｐ４ ○これまで道内の中小企業等と集合住宅の管理実績が
１（２）道内中小企業等 ある場合の２要件を満たす申請者に加点をすること
の支援に関する事項 としていたが、２要件を１要件とする整理を行った。

第５－１審査と評価方法 Ｐ７ ○指定管理者が導入された地区の地元中小企業の育成
３審査項目⑨施設管理業 ・地元経済の活性化を図るため、公平性を確保し、
務に関する評価 中小企業者の受注機会の増大に努めるため、「地元

企業等への受注機会の確保に関する評価」を追加し
た。

別紙１ Ｐ11 ○一級建築士の配置については、これまで専任・兼任
（申請資格等確認表） の要件を定めていなかったため、改めて明記した。

○道総務部改革推進課作成の指定管理者に係る公募要
項等（準則）の改正に伴う文言整理を行った。

その他 ○「審査の視点」など文言整理を行った。
○道総務部改革推進課作成の指定管理者に係る公募要
項等（準則）の改正に伴う文言整理等を行った。

２．道営住宅等の指定管理者公募要項

改正項目 改正 改正内容
箇所

第４指定管理者の申請の Ｐ９ ○負担金の費目間の繰り入れ及び残余金の翌年度負担
手続１申請の要件 金への繰り入れについて規定した。

○報奨金等制度の改正に伴う修正を行った。

Ｐ12 ○１級建築士の配置については、これまで専任・兼任
の要件を定めていなかったため、改めて明記した。

第４指定管理者の申請の Ｐ13 ○定量的事項の加点項目に該当するかどうかの確認書
手続２申請手続等 類を追加

○業務実績評価項目の確認書類を追加

その他 ○管理戸数等の時点修正や文言整理を行った。
○道総務部改革推進課作成の指定管理者に係る公募要
項等（準則）の改正に伴う文言整理等を行った。
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３．道営住宅等（●●●）の管理に関する協定書（案）

改正項目 改正 改正内容
箇所

第１章総則 Ｐ１ ○これまで保守点検に含まれていた建築基準法に係る
（目的及び解釈） 点検や敷地内等の遊具点検を「法定点検等」とする
第１条第２項 定義付けを行った。

第４章甲による確認等 Ｐ５ ○「業務日報」及び「月例業務報告書」の様式を廃止
（甲による確認） し、指定管理者のノウハウによる業務把握を行うこ
第20条第１項 ととした。

第５章負担金等 Ｐ６ ○管理戸数の増減による負担金の変更については、「公
（負担金） 募要項」により明記しているため、協議不要とした。
第22条 ○費目間の繰り入れ及び残余金の翌年度への繰り入れ

について明記した。

第５章負担金等 Ｐ７ ○報奨金等制度の改正に伴う文言整理を行った。
（家賃収納業務に伴う報
奨金等）

第23条

その他 ○年号等の文言修正を行った。

４．道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書

改正項目 改正 改正内容
箇所

２基礎的な業務に関する Ｐ１ ○選定基準の改正に伴い、「関係法令等の習得」と「個
事項 人情報の保護」を統合したことによる修正した。

○負担金に利息が発生した場合、道に利息分を返還す
る義務が生じる恐れがあるため、決済用預金とする
ことを義務化した。

○報奨金等制度改正による収納率の修正を行った。

３利用者へのサービスに Ｐ２ ○ISO14001の取得など選定基準の審査項目となっ
関する事項 ている事項を追加した。

○災害発生時においては、住宅課作成の「道営住宅危
機対応マニュアル」に沿った対応とすることを明記
した。

○空家期間の具体的な取扱いについて明記した。

Ｐ３ ○選考基準の審査項目である「入居者に対する制度の
周知」について追加した。

○施設の点検を行うだけでなく、長寿命化を図るよう
修繕等を実施するよう明記した。

Ｐ４ ○協定書（案）の改正による「法定点検等」について
管理の目標及び水準を追加した。

○身寄りのない単身高齢者の孤立死のよる残置物の処
理について指定管理者に協力させることとした。

○修繕業務等の外注の際には、地元企業への受注機会
の確保に関して努力義務とした。

○１級建築士の配置については、これまで専任・兼任
の要件を定めていなかったため、改めて明記した。

６入居者への支援 Ｐ５ ○選定基準による審査項目であるため、今回新設した。



【資料２】 

道営住宅等の指定管理者候補者選定委員会 第３回 

意  見  書 

 

委員氏名            

１．御意見・御質問の記入欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．道営住宅等の指定管理者候補者公募要項等の決定の可否 

  ※該当するものに「○」を記載願います。 

 

可 

 

 

否 
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【資料３】
新旧対照表【選定基準】

新 旧 摘 要

・分かりやすい記載に変更

第１ 総則

道営住宅等の指定管理者候補者選定基準は、北海道（以下「道」という ）が管理している北海道営住宅。

条例（平成９年北海道条例第１１号）第２条第６号による道営住宅等を、道営住宅の設置目的に沿った適切

で効率的な維持・管理に関する業務（以下「本業務」という ）を行うため、地方自治法（昭和２２年法律。

第６７号）第２４４条の２第３項、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１

６年北海道条例第８９号 （以下「指定手続条例」という）第２条の規定に基づき指定管理者を選定する場）

合の選定基準を示すものである。

なお、この選定基準は 「道営住宅等の指定管理者公募要項 （以下「公募要項」という ）及び「道営住、 」 。

宅等の管理に関する目標及び要求水準書 （以下「管理の要求水準書」という ）並びに「道営住宅等の管理」 。

に関する協定書（案 」その他道が本業務に関連して公表する資料及び質問に対する回答と一体のものとし）

て取り扱う。

第２ 申請の審査方法及び事務処理

１ 申請の審査方法

申請団体から提出された申請書類について、公募要項に示す申請資格、欠格事項、必須項目及び管理経

費（以下「申請資格等」という ）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について。

提案内容の審査を行う。

なお、提案内容の審査に当たっては、内容の確認を行うため申請団体に対してヒアリングを実施する。

実施の日時、場所、内容等については申請団体(代表団体)に別途通知する。

申請者による申請書類の提出

【事務局】

○ 申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の内容確認
（申請資格等確認表を作成し委員会へ報告）

【委員会】

○ 申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の審査

記載事項又は添付書類の不備がある場合
失申請資格を備えていない場合

欠格事項に該当する場合
必須項目に適していない場合

格管理経費が超過している場合

○ 定量的事項の審査
○ 定性的事項の審査

＋
○ 業務実績評価（現指定管理者）の審査

○ 適格な候補者を選定しがたいと認めた
場合には採決

不
適
格

○ 最優秀候補者と優秀候補者(次点)の２団体を選定

議会の議決を経て指定管理者を指定

協定の締結

第１ 総則

道営住宅等の指定管理者候補者選定基準は、北海道（以下「道」という ）が管理している北海道営住宅。

条例（平成９年北海道条例第１１号）第２条第６号による道営住宅等を、道営住宅の設置目的に沿った適切

で効率的な維持・管理に関する業務（以下「本業務」という ）を行うため、地方自治法（昭和２２年法律。

第６７号）第２４４条の２第３項、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１

６年北海道条例第８９号 （以下「指定手続条例」という）第２条の規定に基づき指定管理者を選定する場）

合の選定基準を示すものである。

なお、この選定基準は 「道営住宅等の指定管理者公募要項 （以下「公募要項」という ）及び「道営住、 」 。

宅等の管理に関する目標及び要求水準書 （以下「管理の要求水準書」という ）並びに「道営住宅等の管理」 。

に関する協定書（案 」その他道が本業務に関連して公表する資料及び質問に対する回答と一体のものとし）

て取り扱う。

第２ 申請の審査方法及び事務処理

１ 申請の審査方法

申請団体から提出された申請書類について、公募要項に示す申請資格、欠格事項、必須項目及び管理経

費（以下「申請資格等」という ）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について。

提案内容の審査を行う。

なお、提案内容の審査に当たっては、内容の確認を行うため申請団体に対してヒアリングを実施する。

実施の日時、場所、内容等については申請団体(代表団体)に別途通知する。

申請者による申請書類の提出

【事務局】

○ 申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の内容確認
（申請資格等確認表を作成し委員会へ報告）

【委員会】

○ 申請資格、欠格事項、必須項目、管理経費の審査

確認できない場合
失申請資格を備えていない場合

欠格事項に該当する場合
必須項目に適していない場合

格管理経費が超過している場合

○ 定量的事項の審査
○ 定性的事項の審査

＋
○ 業務実績評価（現指定管理者）の審査

○ 適格な候補者を選定しがたいと認めた
場合には採決

不
適
格

○ 最優秀候補者と優秀候補者(次点)の２団体を選定

議会の議決を経て指定管理者を指定

協定の締結
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新 旧 摘 要

・年数変更

２ 審査等の事務処理

（１）事務局は、申請書類が提出された後、速やかに申請資格等の確認を行い、別紙１の「道営住宅の指定管理者候補

」（ 「 」 。） 。者選定申請資格等確認表 以下 申請資格等確認表 という を作成し申請書類等と併せて選定委員に配付する

（２）事務局は、申請団体からのヒアリングの日程を決定し各委員へ通知する。

（３）事務局は、選定委員による審査のためのヒアリングを実施する。

（４）選定委員は、ヒアリング実施後速やかに別紙２の「道営住宅の指定管理者候補者選定評価表 （以下「評価表」」

という ）を作成し、事務局に提出する。。

（５）事務局は、各委員から提出された評価表を取りまとめ、選定委員会に報告する。

（６）選定委員会は、評価結果に基づき最優秀候補者と優秀候補者（次点）の２団体を候補者として選定する。

第３ 申請資格等の審査

事務局は次の項目について、適否を確認し別紙１の申請資格等確認表を作成し、選定委員会に報告する。選定委員会

は報告の内容に沿って適格審査を行い不適格となった団体は失格とする。

、 、 、なお 失格となった申請団体へは理由を付して通知することとし 提案内容の審査を行うこととなった申請団体へは

ヒアリングの日程等について通知する。

（また、議会へ提案するまでに候補者が申請資格等を満たさなくなった場合も失格とする ）。

申請資格、欠格事項及び必須項目の適格審査１

申請団体が、公募要項に示す申請資格、欠格事項及び必須項目の要件を満たしていることの審査を行う。

なお、要件を満たしていない場合は、失格とする。

２ 管理経費の適格審査

申請団体の管理経費の提案額は、公募要項に示す までの負担金令和４年度（2022年度）から８年度（2026年度）

限度額以内とし、超えた場合は失格とする。

第４ 審査項目と配点

審査は、以下に示す指定手続条例第４条の選定の基準に基づき、審査項目及び配点を定めて行う。

（選定基準）

（１）正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が施設を利用することにつ

いて不当な差別的取扱いをしないものであること。

（２）業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。

（３）業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。

（４）収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。

（５）上記（１）～（４）に掲げるもののほか、知事が施設の性質又は目的に応じて定める基準

２ 審査等の事務処理

（１）事務局は、申請書類が提出された後、速やかに申請資格等の確認を行い、別紙１の「道営住宅の指定管理者候補

」（ 「 」 。） 。者選定申請資格等確認表 以下 申請資格等確認表 という を作成し申請書類等と併せて選定委員に配付する

（２）事務局は、申請団体からのヒアリングの日程を決定し各委員へ通知する。

（３）事務局は、選定委員による審査のためのヒアリングを実施する。

（４）選定委員は、ヒアリング実施後速やかに別紙２の「道営住宅の指定管理者候補者選定評価表 （以下「評価表」」

という ）を作成し、事務局に提出する。。

（５）事務局は、各委員から提出された評価表を取りまとめ、選定委員会に報告する。

（６）選定委員会は、評価結果に基づき最優秀候補者と優秀候補者（次点）の２団体を候補者として選定する。

第３ 申請資格等の審査

事務局は次の項目について、適否を確認し別紙１の申請資格等確認表を作成し、選定委員会に報告する。選定委員会

は報告の内容に沿って適格審査を行い不適格となった団体は失格とする。

、 、 、なお 失格となった申請団体へは理由を付して通知することとし 提案内容の審査を行うこととなった申請団体へは

ヒアリングの日程等について通知する。

（また、議会へ提案するまでに候補者が申請資格等を満たさなくなった場合も失格とする ）。

申請資格、欠格事項及び必須項目の適格審査１

申請団体が、公募要項に示す申請資格、欠格事項及び必須項目の要件を満たしていることの審査を行う。

なお、要件を満たしていない場合は、失格とする。

２ 管理経費の適格審査

申請団体の管理経費の提案額は、公募要項に示す平成３０年度から３３年度までの負担金限度額以内とし、超え

た場合は失格とする。

第４ 審査項目と配点

審査は、以下に示す指定手続条例第４条の選定の基準に基づき、審査項目及び配点を定めて行う。

（選定基準）

（１）正当な理由がない限り住民が施設を利用することを拒まないものであること及び住民が施設を利用することにつ

いて不当な差別的取扱いをしないものであること。

（２）業務計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。

（３）業務計画書に沿った管理を安定して行う人員、資産その他の能力を有していること。

（４）収支計画書の内容が、施設の管理経費の縮減が図られるものであること。

（５）上記（１）～（４）に掲げるもののほか、知事が施設の性質又は目的に応じて定める基準
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新 旧 摘 要

・個人情報の保護に関しても関係
法令等に関わる項目のため、統
合する。

・入居者支援の配点を他項目配点
と平準化

・体裁を変更

○ 審査項目及び配点

（共通）

審 査 項 目 配 点 選定基準

審 査 合 計 点 １００点 該当項目

定量的事項

○ 管理経費に関する事項 １５点 (4)

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 ５点 (3)

定性的事項

○ 基礎的な業務に関する事項 ３０点

① 関係法令等の習得に関する評価 ６点 (2)

② 個人情報の保護に関する評価 ６点 (2)

③ 公金の収納管理に関する評価 ６点 (2)

④ 管理経費の執行に関する評価 ６点 (4)

⑤ 使用料の収納に関する評価 ６点 (2)

○ 利用者へのサービスに関する事項 ５０点

⑥ 業務実施の体制等に関する評価 ８点 (3)(4)

⑦ 緊急時の対応に関する評価 ８点 (2)

⑧ 公募業務に関する評価 ８点 (1)

⑨ 入居管理業務に関する評価 ８点 (2)

⑩ 施設管理業務に関する評価 ８点 (2)

⑪ 入居者支援に関する評価 ２点 (2)

⑫ ８点 (2)(3)(4)業務実施の確実性と安定した経営能力に関する評価

＋
（現指定管理者が継続申請する場合）

審 査 項 目 配 点 選定基準

審 査 合 計 点 該当項目Δ１０点
～１０点

業務実績評価事項

⑬ 使用料の収納状況に関する評価 (2)(3)Δ４点
～４点

⑭ 入居者満足度に関する評価 (1)(2)(3)Δ４点
～４点

⑮ 入居者支援に関する評価 (2)０点
～２点

⑯ 行政処分に関する評価 (3)Δ２点
～０点

○ 審査項目及び配点

（共通）

審 査 項 目 配 点 選定基準

審 査 合 計 点 １００点 該当項目

定量的事項

○ 管理経費に関する事項 １５点 (4)

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 ５点 (3)

定性的事項

○ 基礎的な業務に関する事項 点２４

① ６点 (2)関係法令等の習得及び個人情報の保護に関する評価

公金の収納管理に関する評価 ６点 (2)②

管理経費の執行に関する評価 ６点 (4)③

使用料の収納に関する評価 ６点 (2)④

○ 利用者へのサービスに関する事項 点５６

業務実施の体制等に関する評価 ８点 (3)(4)⑤

緊急時の対応に関する評価 ８点 (2)⑥

公募業務に関する評価 ８点 (1)⑦

入居管理業務に関する評価 ８点 (2)⑧

施設管理業務に関する評価 ８点 (2)⑨

入居者支援に関する評価 点 (2)⑩ ８

業務実施の確実性と安定した経営能力に関する評価 ８点 (2)(3)(4)⑪

＋
（現指定管理者が継続申請する場合）

審 査 項 目 配 点 選定基準

審 査 合 計 点 該当項目△１０点～１０点

業務実績評価事項

使用料の収納状況に関する評価 Δ４点～４点 (2)(3)⑫

入居者満足度に関する評価 Δ４点～４点 (1)(2)(3)⑬

入居者支援に関する評価 ０点～２点 (2)⑭

行政処分に関する評価 Δ２点～０点 (3)⑮
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・道内中小企業等と集合住宅の管
理実績がある場合の２要件を１
要件に整理

・文言整理

第５－１ 審査と評価方法

次の審査方法により、点数化を行う。

１ 定量的事項

（１）管理経費に関する事項（配点：１５点）

管理経費の定量的事項の点数化は、次に示す計算方法により事務局が行う （計算は円単位とする ）。 。

申請書中、業務収支計画書の「道からの管理経費」の総額が負担金限度額の範囲内で最低額の者を１

位とし、配点を満度に付与する。他の申請者の得点は、１位の価格（最低価格）との比率により算出

する。

得点＝Ａ×Ｂ÷Ｃ

Ａ：配点（１５点）

Ｂ：申請者の中で最も低い額

Ｃ：採点対象団体の額

〈算出例〉

Ｘ団体：提案額 ５０，０００千円（申請者の中で最も低い額）

１５点×（５０，０００千円/５０，０００千円）＝１５点（得点）

Ｙ団体：提案額 ５５，０００千円

１５点×（５０，０００千円／５５，０００千円）＝１３．３６点

（小数点以下第３位四捨五入）

（２）道内中小企業等の支援に関する事項（配点：５点）

道内の中小企業等の申請意欲を高めるほか受注機会の確保・拡大や地域に根ざしたきめ細かで迅速な

サービスの提供の観点から次のすべての要件を満たす申請者に対し、加点します。

① 道内の中小企業者等（連合体は全ての構成団体）

※ 官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年法律第97号）第２条

第１項に掲げる中小企業者で、道内に本店（個人にあっては当該個人及び事業所のの住所）

を有するもの及び北海道市民活動促進条例第６条に掲げる市民活動団体で、道内に主たる

事務所を有するもの

② 申請年度を含む直近３カ年において、申請地区が属する振興局管内にある営業所等で公共賃貸住

宅や民間賃貸住宅など集合住宅の管理実績があること（連合体は構成団体のいずれか）

※ 営業所等は営業実態が確認できれば可とし、必ずしも登記を要しない。

２ 定性的事項

（１）基礎的な業務と利用者へのサービスに関する事項（配点：８０点）

定性的事項の審査については、提案内容や実現の具体性、計画の整合性などについて評価を行う。

定性的事項の点数化は、第３の審査項目と配点に示す①から⑫の項目ごとに、次の「評価基準」によ

り評価を行い、各項目の配点に各区分の乗率を乗じたものを各項目の得点とする。

なお、各項目及び合計の得点は、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで求める。

〔評価基準〕

区分 評 価 乗 率 説 明

管理の目標及び水準と比較し特に優れた内容Ａ 特に優れている １．００

管理の目標及び水準と比較し優れている内容Ｂ 優れている ０．７５

管理の目標及び水準と同程度の実現が可能な提案内容Ｃ 普通 ０．５０

管理の目標及び水準と比較しやや劣っている内容Ｄ やや劣っている ０．２５

管理の目標及び水準と比較し劣った内容Ｅ 劣っている ０．００

第５－１ 審査と評価方法

次の審査方法により、点数化を行う。

１ 定量的事項

（１）管理経費に関する事項（配点：１５点）

管理経費の定量的事項の点数化は、次に示す計算方法により事務局が行う （計算は円単位とする ）。 。

申請書中、業務収支計画書の「道からの管理経費」の総額が負担金限度額の範囲内で最低額の者を１

位とし、配点を満度に付与する。他の申請者の得点は、１位の価格（最低価格）との比率により算出

する。

得点＝Ａ×（Ｂ÷Ｃ）

Ａ：配点（１５点）

Ｂ：申請者の中で最も低い額

Ｃ：採点対象団体の額

〈算出例〉

Ｘ団体：提案額 ５０，０００千円（申請者の中で最も低い額）

１５点×（５０，０００千円/５０，０００千円）＝１５点（得点）

Ｙ団体：提案額 ５５，０００千円

１５点×（５０，０００千円／５５，０００千円）＝１３．６３点

（小数点以下第３位四捨五入）

（２）道内中小企業等の支援に関する事項（配点：５点）

道内の中小企業等の申請意欲を高めるほか受注機会の確保・拡大や地域に根ざしたきめ細かで迅速な

サービスの提供の観点から を満たす申請者に対し、加点します。次の要件

（ ） 、 、道内の中小企業者等 連合体は全ての構成団体 であって 申請年度を含む直近３ヶ年において

申請地区が属する振興局管内にある営業所等で公共賃貸住宅や民間賃貸住宅などの集合住宅の管理実

績（連合体は構成員のいずれか）があること。

※道内の中小企業者等：官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和41年

法律第97号）第２条第１項に掲げる中小企業者又はこれと同規模の団体

で、道内に本店を有するもの及び北海道市民活動促進条例第６条に掲げ

る市民活動団体で、道内に主たる事務所を有するもの。

申請地区が属する振興局管内にある営業所等：営業実態が確認できれば可とし、必ずしも登

記を要しない。

２ 定性的事項

（１）基礎的な業務と利用者へのサービスに関する事項（配点：８０点）

定性的事項の審査については、提案内容や実現の具体性、計画の整合性などについて評価を行う。

定性的事項の点数化は、第 の審査項目と配点に示す①から の項目ごとに、次の「評価基準」によ４ ⑪

り評価を行い、各項目の配点に各区分の乗率を乗じたものを各項目の得点とする。

なお、各項目及び合計の得点は、小数点第３位を四捨五入し、小数点第２位まで求める。

〔評価基準〕

区分 評 価 乗 率 説 明

管理の目標及び水準と比較し特に優れた内容Ａ 特に優れている １．００

管理の目標及び水準と比較し優れている内容Ｂ 優れている ０．７５

管理の目標及び水準と同程度の実現が可能な提案内容Ｃ 普通 ０．５０

管理の目標及び水準と比較しやや劣っている内容Ｄ やや劣っている ０．２５

管理の目標及び水準と比較し劣った内容Ｅ 劣っている ０．００
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・要求水準書でマニュアルの整備
を求めているため追加

・利息を発生させないため、決済
用預金とすることを義務化

・徴収業務は別途委託契約するた
め、収納員に変更

・要求水準書で処理規程の整備を
求めていることから追加

・要求水準書の文言追加
・要求水準書で処理規程の整備を
求めていることから追加

・口座振替率や期限内納付率を目
標として定めていないため、削
除

３ 審査項目

○基礎的な業務に関する事項

審 査 の 基 準 申 請
事 項 配点

審 査 項 目 審 査 の 視 点 様 式

様式５①関係法令等 関係法令等の習得 ・職員への研修等の方法が明示されているか。
の習得に関 方法に関する評価

６ ①する評価
関係法令等の習得 ・職員の経歴等により関係法令の習得状況が明示されてい
状況に関する評価 るか。

様式５②個人情報の 関係法令の習得方 ・職員への研修等の方法が明示されているか。
保護に関す 法に関する評価

６ ②る評価
個人情報保護の実 ・具体的な方法が明示されているか。

。現方法の評価 ・個人情報の取扱いを適正に行う体制が整備されているか

様式５③公金の収納 口座の開設や収納 ・口座の開設に関して、予定の金融機関や口座の種類が明
管理に関す ・振り込み方法に 示されているか。

③る評価 関する評価 ・入居者からの収納や道への振込方法に関して明示されて
いるか。

６
・家賃など使用料を徴収するため、適正な数の徴収員が確公金の取扱いに関

保されているか。する方法の評価
・家賃など使用料を適正に収納、管理するための処理規程

や体制が確保されているか。

様式５④管理経費の 管理経費の執行に ・管理経費を適正に執行するための体制が確保されている

６
執行に関す 関する評価 か。

④る評価 ・管理経費を適正に経理する方法について明示されている
。か

様式５⑤使用料の収 家賃の収納に関す ・家賃収納を確実に実施させるための体制や方法が明示さ
れているか。納に関する る評価

⑤評価 ・収納率や口座振替率、期限内納付率の具体的数値目標が

６適当か。

・駐車場使用料の収納を確実に実施させるための体制や方駐車場使用料の収
法が明示されているか。納に関する評価

・収納率や口座振替率、期限内納付率の具体的数値目標が
適当か。

３ 審査項目

○基礎的な業務に関する事項

審 査 の 基 準 申 請
事 項 配点

審 査 項 目 審 査 の 視 点 様 式

様式５①関係法令等 関係法令等の習得 ・職員への研修等の方法が明示されており、業務運営に活
及び かすことが期待できるか。の習得 方法に関する評価

①個人情報の
６保護に関す 関係法令等の習得 ・職員の経歴等により関係法令の習得状況が明示されてお

る評価 業務運営に活かすことが期待できるか。状況に関する評価 り、

・個人情報の取扱いに係るマニュアル等の整備状況及び体個人情報保護の実
制（予定）が明示されており、その内容が有効かつ実効現方法の評価
性のあるものとなっているか。

様式５② 公金ごとに公金の収納 口座の開設や収納 ・口座の開設に関して、 予定金融機関や口座の
管理に関す に関する評価 種類、 が明示されているか。決済用預金とすること

②る評価 ・道への振込みに当たり、入居者から収納した家賃などの
使用料の保管方法などの取扱いが適切なものとなってい

６るか。

・家賃など使用料を徴収するため、 な数の が確公金の取扱いに関 適切 収納員
保されているか。する方法の評価

・家賃など使用料を適正に収納、管理するための処理規程
（ ） 、等の整備状況及び体制の確保 予定 が明示されており

。その内容が有効かつ実効性のあるものとなっているか

様式５③管理経費の 管理経費の執行に ・管理経費を適正に執行するための体制が確保されている

６
執行に関す 関する評価 か。

③る評価 ・管理経費を や他の会計から独立した預金口座とすること
その内容適正に経理する方法について明示されており、

。が適切なものとなっているか
・管理経費に係る処理規程等の整備状況（予定）が明示さ

れており、その内容が有効かつ実効性のあるものとなっ
ているか。

様式５④使用料の収 家賃の収納に関す ・家賃収納を確実に実施させるための体制や方法が明示さ
有効かつ実効性のあるものとなっているか。納に関する る評価 れており、

④評価 ・ 。収納率の具体的数値目標が適当か

６
・駐車場使用料の収納を確実に実施させるための体制や方駐車場使用料の収

有効かつ実効性のあるものとなっ納に関する評価 法が明示されており、
ているか。

・ 。収納率の具体的数値目標が適当か
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・⑧入居管理業務で「入居者対応
の窓口の設置などに関する評
価」項目があるため、削除

・定量的事項において集合住宅の
管理実績に対する評価を行って
いるため削除

・要求水準書の文言追加

・公募回数は年４回と定めている
ため、公募の計画について評価
する。

・募集戸数の確保を図るため、空
家期間の短縮について追加

○利用者へのサービスに関する事項

審 査 の 基 準 申 請
事 項 配点

審 査 項 目 審 査 の 視 点 様 式

様式５⑥業務実施の 業務を遂行するた が確保されているか。・業務を遂行する体制
。体制等に関 めの人員や体制に ・業務を遂行するために必要な職員数が確保されているか

⑥する評価 関する評価 ・必要な専任職員や有資格者の配置が適切か。

・組織における指揮命令系統が明示されているか。適正な執行に関す
・業務の処理過程におけるチェック機能が確保されているる組織体制や機能

か。に関する評価
・入居者からの問い合わせ等への対応窓口が確保されてい

るか。
８

・緊急時を含めた業務時間が適切に示されているか。業務の実施時間の
評価

・同程度の規模・構造（鉄筋コンクリート３階建以上）の共同住宅の維持・
共同住宅の維持・管理に関する実績があるか。管理業務に関する

実績の評価

・ＩＳＯ１４００１の取得、エコアクション２１の登録、業務実施における
または独自に策定した環境マネジメントシステムを導入環境配慮の取組に
しているか。関する評価

様式５⑦緊急時の対 初動対応の体制に ・夜間や休日など２４時間の対応が可能な体制が確保され
ているか。応に関する 関する評価

⑦評価 ・道への連絡が迅速に行われるよう伝達方法が確保されて
いるか。

夜間や休日など

に発生する緊急

８的な修繕のほか、 情報の伝達方法に ・道や入居者に対する連絡体制や連絡網に関して明示され
ているか。事故や火災・災 関する評価

害など緊急時の

報告や復旧、安

・緊急事態が発生した場合の措置方法が具体的に明示され全対策の迅速で 現地対応と改善措
ているか。的確な対応に関 置に関する評価

して評価する。

様式５⑧公募業務に 入居者の公募方法 ・年間の公募回数が明示されているか。
。関する評価 などに関する評価 ・周知や選考方法など事務処理に関して明示されているか

⑧

・申込受付に関する期間や抽選方法が明示されているか。入居機会の適切 入居の手続に関す
８な提供や空き家 る評価 ・申込者の窓口対応に関する時間短縮の方法が明示されて

いるか。期間の短縮によ

・申込者の当落情報の周知方法が明示されているか。る効率的な管理

・申し込みから入居までの事務処理の方法が明示されてい方法に関して評

るか。価する。

○利用者へのサービスに関する事項

審 査 の 基 準 申 請
事 項 配点

審 査 項 目 審 査 の 視 点 様 式

様式５⑤ が確保されて業務実施の 業務を遂行するた ・業務を遂行するための必要な職員数や体制
おり、業務運営に活かすことが期待できるか。体制等に関 めの人員や体制に

⑤する評価 関する評価 ・必要な専任職員や有資格者の配置が適切か。

有効かつ適正な執行に関す ・組織における指揮命令系統が明示されており、
８る組織体制や機能 実効性のあるものとなっているか。

・業務の処理過程におけるチェック機能が確保されているに関する評価
か。

・緊急時を含めた業務時間が適切に示されているか。業務の実施時間の
評価

・ＩＳＯ１４００１の取得、エコアクション２１の登録、業務実施における
または独自に策定した環境マネジメントシステムを導入環境配慮の取組に
しているか。関する評価

様式５⑥緊急時の対 初動対応の体制に ・夜間や休日など２４時間の対応が可能な体制及び道への
連絡を迅速に行うための伝達方法が確保されており、そ応に関する 関する評価

⑥評価 の内容が有効かつ実効性のあるものとなっているか。

夜間や休日など

に発生する緊急

８的な修繕のほか、 情報の伝達方法に ・道や入居者に対する連絡体制や連絡網に関して明示され
その内容が適切なものとなっているか。事故や火災・災 関する評価 ており、

害など緊急時の

報告や復旧、安

・緊急事態が発生した場合の措置方法が具体的に明示され全対策の迅速で 現地対応と改善措
ており、 なっているか。的確な対応に関 置に関する評価 有効かつ実効性のあるものと

・災害等の発生時における体制や対応が道が定めるマニュして評価する。

アルに沿った内容となっているか。

様式５⑦公募業務に 入居者の公募方法 ・年間の公募 が明示されており、計画 申込希望者への公募
機会の確保が図られているか。関する評価 などに関する評価

⑦・空家期間の短縮を図るための方法が明示されており、有
効かつ実効性のあるものとなっているか。
周知方法に関して明示されており、有効かつ実効性のあ・

８るものとなっているか。
入居機会の適切

そな提供や空き家 入居の手続に関す ・申込受付に関する期間や選考方法が明示されており、
の内容が申込者の利便が図られ、サービスの向上を期待期間の短縮によ る評価

。る効率的な管理 できるものとなっているか
・申込者の窓口対応に関する時間短縮の方法が明示されて方法に関して評

その内容が効率的なものとなっているか。価する。 おり、
その方・申込者の当落情報の周知方法が明示されており、

法が申込者の利便が図られ、サービスの向上を期待でき
るものとなっているか。

・申し込みから入居までの事務処理の方法が明示されてお
その方法が効率的なものとなっているか。り、
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新 旧 摘 要

・文言整理

・要求水準書で求めている項目で
あるため、追加

・修繕等の実施に当たり、地元企
業への支援について追加

・配点の変更

様式５⑨入居管理業 入居者対応の窓口 ・職員の配置が適切に確保されているか。
・機能に関して具体的に示されているか。務に関する の設置などに関す

⑨評価 る評価

・回収に関して具体的な方法を示しているか。収入申告書の回収
に関する評価入居者の各種申

請や修繕への適

８切な対応に関し 管理情報の処理に ・入居者等情報の処理方法について具体的に示されている
か。て評価する。 関する評価

・管理基準の定めのない処理に関して適切な時期に処理が
可能な計画として明示されているか。

・入居者に対する各種制度の周知方法について具体的に示入居者に対する制
されているか。度の周知に関する

評価

様式５⑩施設管理業 施設の修繕の方法 ・修繕の実施方針が具体的に明示されているか。
・修繕（法定更新、経常修繕、保守管理等）の実施時期や務に関する や時期の適切性に

⑩評価 関する評価 方法が具体的に明示されているか。

・業者の選定方法に関して具体的に明示されているか。施設の修繕方法 適正な発注に関す
８や時期、適正な る評価 ・業務の履行確認の方法が具体的に明示されているか。

発注、実施の確

・専門の資格者の配置がなされているか。実性、要求水準 修繕実施の確実性
に関する評価の確保に関して

評価する。

・施設の維持を行うための体制や方法について具体的に明要求水準の確保に
示されているか。関する評価

様式５⑪入居者支援 高齢者世帯、子育 ・取組内容が具体的に示されているか。
に関する評 て世帯及び自治会 ・実現可能な取組か。

⑪価 等に対する支援に

２関する評価
道が推進する施

策に貢献する提

案に関して評価

する。

様式６⑫業務実施の 収支計画等に関す ・収支計画の内容について、業務実施の確実性や安定性が
確保されているか。確実性と安 る評価

⑫定した経営 ・コストの縮減に配慮するとともに、修繕費等の必要と見
８能力に関す 込まれる経費が適切に計上されているか。

る評価
・当該団体の定款・寄付行為、規約等に基づき作成された財務状況に関する

事業報告書や収支計算書の内容について、健全な財務状評価
況が確保されているか。

様式５⑧入居管理業 入居者対応の窓口 ・適切な職員の配置が確保されているか。
各種申請書類等を常時、配布・受理が可能な窓口となっ務に関する の設置などに関す ・

⑧評価 る評価 ているか。

有効かつ実効収入申告書の回収 ・回収に関して具体的な方法を示しており、
性のあるものとなっているか。入居者の各種申 に関する評価

請や修繕への適

８切な対応に関し 管理情報の処理に ・入居者等情報の処理方法について具体的に示されており、
。て評価する。 関する評価 その内容が効率的なものとなっているか

書類等の進達及び ・入居者からの各種申請書等の処理方法について具体的に
交付に関する評価 示されており、その内容が効率的となっているか。

・入居者に対する各種制度の周知方法について具体的に示入居者に対する制
、 。度の周知に関する されており 有効かつ実効性のあるものとなっているか

評価

様式５⑨施設管理業 施設の修繕の方法 ・修繕の実施方針が具体的に明示されており、施設の適切
。務に関する や時期の適切性に な維持管理が図られているか

⑨評価 関する評価 ・修繕（法定更新、経常修繕、保守管理等）の実施時期や
その時期や方法が有効方法が具体的に明示されており、

かつ実効性のあるものとなっているか。
８

その施設の修繕方法 適正な発注や地元 ・業者の選定方法に関して具体的に明示されており、
方法が適切なものとなっているか。や時期、適正な 企業への受注機会

その発注、実施の確 の確保に関する評 ・業務の履行確認の方法が具体的に明示されており、
方法が適切なものとなっているか。実性、要求水準 価

・施設が所在する地元企業への受注機会の確保がなされての確保に関して

いるか。評価する。

・専門の資格者の配置がなされているか。修繕実施の確実性
に関する評価

・施設の維持を行うための体制や方法について具体的に明要求水準の確保に
その内容が有効かつ実効性のあるものと関する評価 示されており、

なっているか。

様式５⑩ 入居者へのサービス入居者支援 高齢者世帯、子育 ・取組内容が具体的に示されており、
向上が期待できるものとなっているか。に関する評 て世帯及び自治会

⑩価 等に対する支援に ・実現可能な取組か。

８
関する評価

道が推進する施

策に貢献する提

案に関して評価

する。

様式６⑪業務実施の 収支計画等に関す ・収支計画の内容について、業務実施の確実性や安定性が
確保されているか。確実性と安 る評価

⑪定した経営 ・コストの縮減に配慮するとともに、 と見込修繕費等必要
８能力に関す まれる経費が適切に計上されているか。

る評価
・当該団体の定款・寄付行為、規約等に基づき作成された財務状況に関する

事業報告書や収支計算書の内容について、健全な財務状評価
況が確保されているか。
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新 旧 摘 要

・文言整理

・次回の選定に関しての予告を追
加

・次回の選定に関しての予告を追
加

第５－２ 現指定管理者の業務実績評価の反映（配点：Δ１０～１０点）

指定管理者の取組意欲と緊張感を高め、適切な維持運営を促進するとともに、より優良な指定管理者を

選定するため、現在の指定管理者（連合体は構成団体に変更がない場合）が同一地区に継続して申請した

場合は、当該指定管理期間における業務の執行状況を評価し 「第５－１ 審査と評価方法」による採点、

に別途加点又は減点を行います。

（１）評価項目と評価点

評価対象年度を平成２６～２８年度とし、Δ１５～１５点の範囲で評価点を決定します。

ア 使用料の収納状況（評価点：Δ６～６点）

道営住宅の維持管理費は家賃や駐車場の使用料収入を主な財源としており、収入の確保は適切な

維持運営を行う上で必要不可欠であることから、使用料の収納状況について評価します。

〔評価基準〕

【家賃】

評 価 区 分 評価点（各年度）

９８．５％ ＜ 収納率 １点

９７．５％ ≦ 収納率 ≦ ９８．５％ ０点

９７．５％ ＞ 収納率 Δ１点

【駐車場使用料】

評 価 区 分 評価点（各年度）

９８．５％ ＜ 収納率 １点

９７．５％ ≦ 収納率 ≦ ９８．５％ ０点

９７．５％ ＞ 収納率 Δ１点

イ 入居者満足度（評価点：Δ６～６点）

指定管理期間の１年目と３年目に実施する利用者満足度調査の結果により、管理状況について評

価します。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各回）

７５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ３点

６５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ７５％ ２点

５５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ６５％ １点

４５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ５５％ ０点

３５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ４５％ Δ１点

２５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」＞ ３５％ Δ２点

２５％ ＞ ｢満足」＋「やや満足」 Δ３点

第５－２ 現指定管理者の業務実績評価の反映（配点：Δ１０～１０点）

指定管理者の取組意欲と緊張感を高め、適切な維持運営を促進するとともに、より優良な指定管理者を

選定するため、現在の指定管理者（連合体は構成団体に変更がない場合）が同一地区に継続して申請した

場合は、当該指定管理期間における業務の執行状況を評価し 「第５－１ 審査と評価方法」による採点、

に別途加点又は減点を行います。

（１）評価項目と評価点

評価対象年度を とし、Δ１５～１５点の範囲で評価点を決定平成３０～令和２年度（2020年度）

します。

なお、次回は、指定管理期間が５年間となったこと伴う評価年度及び評価点の合計得点が変更とな

る予定です。

ア 使用料の収納状況（評価点：Δ６～６点）

道営住宅の維持管理費は家賃や駐車場の使用料収入を主な財源としており、収入の確保は適切な

維持運営を行う上で必要不可欠であることから、使用料の収納状況について評価します。

なお、次回の選定においては、管理の要求水準書における目標収納率の変更に伴う評価区分の見

直しを行う予定です。

〔評価基準〕

【家賃】

評 価 区 分 評価点（各年度）

９８．５％ ＜ 収納率 １点

９７．５％ ≦ 収納率 ≦ ９８．５％ ０点

９７．５％ ＞ 収納率 Δ１点

【駐車場使用料】

評 価 区 分 評価点（各年度）

９８．５％ ＜ 収納率 １点

９７．５％ ≦ 収納率 ≦ ９８．５％ ０点

９７．５％ ＞ 収納率 Δ１点

イ 入居者満足度（評価点：Δ６～６点）

指定管理期間の１年目と３年目に実施する利用者満足度調査の結果により、管理状況について評

価します。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各回）

７５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ３点

６５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ７５％ ２点＜

５５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ６５％ １点＜

４５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ５５％ ０点＜

３５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ４５％ Δ１点＜

２５％ ≦ ｢満足」＋「やや満足」 ３５％ Δ２点＜

２５％ ＞ ｢満足」＋「やや満足」 Δ３点
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・次回の選定に関しての予告を追
加

ウ 入居者支援（評価点：０～３点）

前回の公募で孤立死対策など高齢者に対する支援についての提案を求めたことから、その取組状

況について評価します。戸別訪問や電話による安否確認など入居者に対し直接対応した取組みにつ

いて、施策効果が高いものとして加点します。ただし、書面等で取組み状況が確認できる場合に限

ります。

なお、次回の選定においては、子育て世帯や自治会等に対する支援を追加する予定です。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各年度）

実施（直接対応有り） １点

未実施 ０点

エ 行政処分（評価点：Δ３～０点）

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例第１２条に基づく処分歴につい

て評価します。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各年度）

処分なし ０点

指示 Δ１点

一部業務停止 Δ２点

全部業務停止 Δ３点

※ 合計が－３点を超える場合は、最大－３点

（２）加点又は減点の算出方法

別途加算する業務実績評価の配点は－１０～１０点とし、上記（１）ア～エの各評価点の合計点

に応じてこれを按分し、加点又は減点を算出します。

１０点 × 評価点／１５ ＝ －１０～１０点

（３）評価結果の公表

道のＨＰにおいて公表します。

（４）次回の選定への反映

今回の選定を経て指定された指定管理者が、当該施設の次回の選定に応募した場合、当該指定管理

期間における業務の執行状況を評価し 「第５－１ 審査と評価方法」による採点に別途加点又は減、

点を行う予定です。本措置は、反映すべき評価が、当該施設の次期の指定管理者選定時点と当該選定

を経て指定された指定管理者の指定期間において、以下の条件がすべて確保されている場合のみ実施

します。

ア 事業者について

対象となる事業者の事業内容や財務内容、組織等に大幅な変更がないと認められること。また、

対象となる事業者が連合体である場合は、その構成団体に変更がなく、かつ各々の構成団体が事業

内容や財務内容、組織等の大幅な変更がないと認められること。

イ 事業内容について

指定管理者が行う管理の基準、業務の範囲及び施設で行われる事業内容に、大幅な変更がなく､

現在の管理運営実績を次期選定に反映させることが適当であると判断される場合。

ウ 入居者支援（評価点：０～３点）

前回の公募で の提案を求めたこ高齢者世帯や子育て世帯、自治会等に対する入居者支援について

高齢者世帯にあっては、戸別訪問や電話による安否確とから、その取組状況について評価します。

認、子育て世帯にあっては、市町村等で実施されている子育て支援の情報提供、自治会等にあって

入居者に対し直接対応した取組みについて、施策効果が高いは、相談対応や防災情報の提供など、

ものとして加点します。ただし、書面等で取組み状況が確認できる場合に限ります。

同様に評価する予定となっています。なお、次回の選定においても、

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各年度）

実施（直接対応有り） １点

未実施 ０点

エ 行政処分（評価点：Δ３～０点）

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例第１２条に基づく処分歴につい

て評価します。

〔評価基準〕

評 価 区 分 評価点（各年度）

処分なし ０点

指示 Δ１点

一部業務停止 Δ２点

全部業務停止 Δ３点

※ 合計が ３点を超える場合は、最大 ３点△ △

（２）加点又は減点の算出方法

別途加算する業務実績評価の配点は １０～１０点とし、上記（１）ア～エの各評価点の合計点△

に応じてこれを按分し、加点又は減点を算出します。

△ （小数点以下第３位四捨五入）１０点 × 評価点／１５ ＝ １０～１０点

（３）評価結果の公表

道のＨＰにおいて公表します。

（４）次回の選定への反映

今回の選定を経て指定された指定管理者が、当該施設の次回の選定に応募した場合、当該指定管理

期間における業務の執行状況を評価し 「第５－１ 審査と評価方法」による採点に別途加点又は減、

点を行う予定です。本措置は、反映すべき評価が、当該施設の次期の指定管理者選定時点と当該選定

を経て指定された指定管理者の指定期間において、以下の条件がすべて確保されている場合のみ実施

します。

ア 事業者について

対象となる事業者の事業内容や財務内容、組織等に大幅な変更がないと認められること。また、

対象となる事業者が連合体である場合は、その構成団体に変更がなく、かつ各々の構成団体が事業

内容や財務内容、組織等の大幅な変更がないと認められること。

イ 事業内容について

指定管理者が行う管理の基準、業務の範囲及び施設で行われる事業内容に、大幅な変更がなく､

現在の管理運営実績を次期選定に反映させることが適当であると判断される場合。
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新 旧 摘 要

・運営要領の改正を反映

第６ 候補者の審査及び選定方法

候補者の審査及び選定方法は「道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領」第５条の規定による。

○道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領（抜粋）

（審査及び選定方法）

第５条 選定委員会は、公募要項に定める方法によって申請資格等に関する適格審査及び提案内容の審査を行

った上で、提案内容の審査において、最高得点を付した委員が最も多い団体を最優秀候補者とし、次に多い

団体を優秀候補者とする。

２ 第１項の委員数が同数の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補者を選定しがたいと認

めた場合は、全ての委員の審査点の総合計点数が最も多い団体を選定する。

３ 第２項の合計得点が同点の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補者を選定しがたいと

認めた場合は、委員長が決定する。

４ 選定委員会は、第１項から第３項までの規定により適格な候補者を選定しがたいと認めた場合、※北海道

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第17条第３項に規定する手続きにより候補者を選定

しないこととし、その理由を付して第２条第５号の審査の結果を報告するものとする。

５ 候補者選定後、最優秀候補者が議会へ提案する前に候補者選定要件を満たさなくなった場合は、優秀候補

者を最優秀候補者とする。

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第17条第３項に規定する手続き※

、 、 、 。選定委員会の議事は 出席委員の過半数をもって決し 可否同数のときは 委員長の決するところによる

第７ 候補者の選定結果の報告

選定委員会は、第６で選定した最優秀候補者及び優秀候補者並びにその他の団体について、選定委員の

意見を付して結果を知事に報告する。

第６ 候補者の審査及び選定方法

候補者の審査及び選定方法は「道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領」第５条の規定による。

○道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領（抜粋）

（審査及び選定方法）

定量的事項及び定性第５条 選定委員会は、公募要項に定める方法によって申請資格等に関する適格審査及び

最高得点を付した委員が最も多い団体を最優的事項に係る審査を行い、業務実績評価事項の得点を加えて、

秀候補者とし、次に多い団体を優秀候補者として決定する。

２ 第１項の委員数が同数の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補者を選定しがたいと認

めた場合は、全ての委員の審査点の総合計点数が最も多い団体を最優秀候補者として決定する。

３ 第２項の合計得点が同点の場合等、選定委員会が同項に規定する手続きによって候補者を選定しがたいと

同項の合計得点が最も高い団体のうち、定性的事項及び業務実績評価事項における全ての委認めた場合は、

員の審査点の総合計点数が最も高い団体を最優秀候補者として決定する。

前項に規定する手続き等によっても候補者を選定しがたいと認めた場合の選定方法については、選定委員４

会において別途決定する。

５ 候補者選定後、最優秀候補者が議会へ提案する前に候補者選定要件を満たさなくなった場合は、優秀候補

者を最優秀候補者とする。

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第17条第３項に規定する手続き※

、 、 、 。選定委員会の議事は 出席委員の過半数をもって決し 可否同数のときは 委員長の決するところによる

第７ 候補者の選定結果の報告

選定委員会は、第６で選定した最優秀候補者及び優秀候補者並びにその他の団体について、選定委員の

意見を付して結果を知事に報告する。
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新 旧 摘 要

・１級建築士の配置について改め
て明記

・道総務部作成準則に基づく追加

別紙１（申請資格等確認表）

道営住宅の指定管理者候補者選定申請資格等確認表（事務局用）

確 認 項 目 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体

個人ではなく法人やその他の団体であること。 適・否 適・否 適・否

申請しようとする地区（圏域又は市町）に事業所又は
事務所を有していること。
※ただし、圏域で募集する地区について、振興局所在地が含まれて

適・否 適・否 適・否いる場合、当該市町に事業所又は事務所を有することも要件とし

ます。

道立施設の管理を目的として道から基本財産又は資本 適・否 適・否 適・否
捐を受けていないこと。金等に出資又は出

団体の責めに帰すべき理由により指定管理者の指定の
取消しを受けた場合、その取消しの日から４年を経過 適・否 適・否 適・否
していること。

団体の役員が業務を行うために必要な契約等を締結す
る行為能力を有する者であること。 適・否 適・否 適・否

団体の役員が破産者で復権を得ていない者でないこと 適・否 適・否 適・否。

団体の役員が道における指定管理者の指定の手続にお
いて、公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るた 適・否 適・否 適・否
めに連合した者でないこと。

破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人でない 適・否 適・否 適・否
こと。

道の知事及び道議会議員が、団体の取締役、監査役、
適・否 適・否 適・否

、 。支配人 理事又はこれらに準ずる者の地位にないこと

業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等
に違反したことにより、当該法令等の規定による罰則 適・否 適・否 適・否
処分を現に受けていない団体であること。

暴対法第２条第２号の規定に該当しない団体であるこ 適・否 適・否 適・否
と。

団体の役員が暴対法第２条第６号の規定に該当しない
適・否 適・否 適・否

者であること。

１級建築士及び防火管理者の有資格者を有しているこ 適・否 適・否 適・否
と。

公租公課に滞納がない団体であること。 適・否 適・否 適・否

管理経費が道の提示する負担金限度額の総額を超えて 適・否 適・否 適・否
いないこと。

別紙１（申請資格等確認表）

道営住宅の指定管理者候補者選定申請資格等確認表（事務局用）

確 認 項 目 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体

個人ではなく法人やその他の団体であること。 適・否 適・否 適・否

申請しようとする地区（圏域又は市町）に事業所又は
事務所を有していること。
※ただし、圏域で募集する地区について、振興局所在地が含まれて

適・否 適・否 適・否いる場合、当該市町に事業所又は事務所を有することも要件とし

ます。

道立施設の管理を目的として道から基本財産又は資本 適・否 適・否 適・否
出捐を受けていないこと。金等に出資又は

団体の責めに帰すべき理由により指定管理者の指定の
取消しを受けた場合、その取消しの日から４年を経過 適・否 適・否 適・否
していること。

団体の役員が業務を行うために必要な契約等を締結す
る行為能力を有する者であること。 適・否 適・否 適・否

団体の役員が 適・否 適・否 適・否破産手続開始の決定を受けて復権を得て
ない者でないこと。い

団体の役員が道における指定管理者の指定の手続にお
いて、公正な手続を妨げた者又は不正の利益を得るた 適・否 適・否 適・否
めに連合した者でないこと。

破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人でない 適・否 適・否 適・否
こと。

道の知事及び道議会議員が、団体の取締役、監査役、
適・否 適・否 適・否

、 。支配人 理事又はこれらに準ずる者の地位にないこと

業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等
に違反したことにより、当該法令等の規定による罰則 適・否 適・否 適・否
処分を現に受けていない団体であること。

暴対法第２条第２号の規定に該当しない団体であるこ 適・否 適・否 適・否
と。

団体の役員が暴対法第２条第６号の規定に該当しない
適・否 適・否 適・否

者であること。

１級建築士（ ） 適・否 適・否 適・否ただし、専任又は兼任の別を問わない。
及び防火管理者の有資格者を有していること。

公租公課に滞納がない団体であること。 適・否 適・否 適・否

適・否 適・否 適・否
健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行
していること （加入義務がない場合を除く ）。 。

管理経費が道の提示する負担金限度額の総額を超えて 適・否 適・否 適・否
いないこと。
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新 旧 摘 要

・配点等改正部分を反映

別紙２（評価表）

道営住宅の指定管理者候補者選定評価表（審査員用）

審査委員名

審 査 項 目 配点等 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体

定量的事項

○ 管理経費に関する事項 １５点A

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 ５点B

定性的事項

○ 基礎的な業務に関する事項 ３０点C

① 関係法令等の習得に関する評価 ６点

② 個人情報の保護に関する評価 ６点

③ 公金の収納管理に関する評価 ６点

④ 管理経費の執行に関する評価 ６点

⑤ 使用料の収納に関する評価 ６点

○ 利用者へのサービスに関する事項 ５０点D

⑥ 業務実施の体制等に関する評価 ８点

⑦ 緊急時の対応に関する評価 ８点

⑧ 公募業務に関する評価 ８点

⑨ 入居管理業務に関する評価 ８点

⑩ 施設管理業務に関する評価 ８点

⑪ 入居者支援に関する評価 ２点

⑫ ８点業務実施の確実性と安定した経営能力に関する評価

業務実績評価事項

Δ 点○ 業務実績評価に関する事項 E 10
～ 点10

⑬ 使用料の収納状況に関する評価 Δ ～ 点4 4

⑭ 入居者満足度に関する評価 Δ ～ 点4 4

⑮ 入居者支援に関する評価 ～ 点0 2

⑯ 行政処分に関する評価 Δ ～ 点2 0

(A+B)定量的事項の得点

(C+D)定性的事項の得点

(E)業務実績評価事項の得点

(A+B+C+D+E)合計得点

順 位

別紙２（評価表）

道営住宅の指定管理者候補者選定評価表（審査員用）

審査委員名

審 査 項 目 配点等 Ａ団体 Ｂ団体 Ｃ団体

定量的事項

○ 管理経費に関する事項 A１５点

○ 道内中小企業等の支援に関する事項 B ５点

定性的事項

○ 基礎的な業務に関する事項 Ｃ 点２４

６点
① 関係法令等の習得及び個人情報の保護に関す

る評価

公金の収納管理に関する評価 ６点②

管理経費の執行に関する評価 ６点③

使用料の収納に関する評価 ６点④

○ 利用者へのサービスに関する事項 Ｄ 点５６

業務実施の体制等に関する評価 ８点⑤

緊急時の対応に関する評価 ８点⑥

公募業務に関する評価 ８点⑦

入居管理業務に関する評価 ８点⑧

施設管理業務に関する評価 ８点⑨

入居者支援に関する評価 点⑩ ８

８点⑪ 業務実施の確実性と安定した経営能力に関す
る評価

業務実績評価事項

○ 業務実績評価に関する事項 Ｅ Δ10点～10点

使用料の収納状況に関する評価 Δ4～4点⑫

入居者満足度に関する評価 Δ4～4点⑬

入居者支援に関する評価 0～2点⑭

行政処分に関する評価 Δ2～0点⑮

定量的事項の得点(A+B)

定性的事項の得点(Ｃ+Ｄ)

業務実績評価事項の得点(Ｅ)

合計得点(A+B+C+D+E)

順 位
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【資料４】
新 旧 対 照 表【公募要項】

新 旧 備 考

・年号の変更

道営住宅等の指定管理者公募要項

令和３年（2021年）10月

北海道建設部住宅局住宅課

平成２９年１０月

北海道建設部住宅局住宅課

道営住宅等の指定管理者公募要項
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新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく追加
（公租公課）

・前回錯誤による一部修正
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新 旧 備 考

・時点修正及び管理戸数の反映

道営住宅等の指定管理者公募要項

北海道（以下「道」という ）は、道営住宅及び共同施設（以下「道営住宅等」という ）を適切で。 。

効率的に維持・管理を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年北海道条例第８９号。以

下「指定手続条例」という ）第２条並びに北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第１１号）第６。

３条の規定に基づき、次により指定管理者を公募します。

第１ 公募の内容

１ 道営住宅等の概要

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

１ 空 知 夕 張 市 5 193 105
・公募単位は左記の４１区分ご

２ 空 知 岩 見 沢 市 8 549 369
ととします。

３ 空 知 美 唄 市 3 209 209

・団地数、管理戸数及び駐車場４ 空 知 芦 別 市 2 84 84

区画数は平成３０年４月１日５ 空 知 赤 平 市 3 152 94

(予定)のものです。６ 空 知 三 笠 市 (1) (16) (16)

、 、７ 空 知 滝 川 市 3 283 140 ※ただし 三笠市及び余市町は

平成30年度中に管理開始する８ 空 知 砂 川 市 3 145 145

団地数です。９ 空 知 深 川 市 2 114 114

１０ 空 知 南 幌 町 1 60 60
・道営住宅等の施設内訳及び詳

１１ 空 知 沼 田 町 1 53 53
細は別記１に定める「対象施

札 幌 市 30 5,311 3,975
設」に示すとおりです。

江 別 市 5 1,368 1,380
石 狩

・指定期間中に増減する道営住１２ 北 広 島 市 5 1,176 505
(札幌圏)

宅等についても指定管理業務石 狩 市 4 527 532

の対象施設に含めます。小 計 44 8,382 6,392

千 歳 市 1 150 135
石 狩

１３ 恵 庭 市 1 54 54
( )千歳恵庭圏

小 計 2 204 189

１４ 後 志 小 樽 市 15 1,196 969

１５ 後 志 倶 知 安 町 4 129 129

１６ 後 志 岩 内 町 2 124 60

１７ 後 志 余 市 町 (1) (6) (6)

室 蘭 市 10 620 205

胆 振 登 別 市 7 461 461
１８

(室蘭圏) 伊 達 市 3 214 214

小 計 20 1,295 880

１９ 胆 振 苫 小 牧 市 6 810 517

２０ 日 高 浦 河 町 1 60 60

２１ 日 高 新ひだか町 2 77 77

函 館 市 25 1,801 1,499

渡 島 北 斗 市 5 236 236
２２

(函館圏) 七 飯 町 2 102 54

小 計 32 2,139 1,789

道営住宅等の指定管理者公募要項

北海道（以下「道」という ）は、道営住宅及び共同施設（以下「道営住宅等」という ）を適切で。 。

効率的に維持・管理を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年北海道条例第８９号。以

下「指定手続条例」という ）第２条並びに北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第１１号）第６。

３条の規定に基づき、次により指定管理者を公募します。

第１ 公募の内容

１ 道営住宅等の概要

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

105１ 空 知 夕 張 市 4 145
・公募単位は左記の４１区分ご

9 572 400２ 空 知 岩 見 沢 市
ととします。

3 209 209３ 空 知 美 唄 市

・団地数、管理戸数及び駐車場４ 空 知 芦 別 市 2 84 102

（ ）５ 空 知 赤 平 市 3 152 94 区画数は令和４年 2022年

４月１日 予定 のものです。６ 空 知 三 笠 市 1 16 16 ( )

3 283 140７ 空 知 滝 川 市

3 145 145８ 空 知 砂 川 市
・道営住宅等の施設内訳及び詳

2 114 114９ 空 知 深 川 市
「道営住宅等の管理に関細は

1 60 60１０ 空 知 南 幌 町
する協定書（案 （以下「協）」

1 53 53１１ 空 知 沼 田 町
別記１定書（案 」という ）） 。

5,186 3,850札 幌 市 30
に定める「対象施設」に示す

1,354 1,366江 別 市 5
とおりです。石 狩

5 505１２ 北 広 島 市 1,036
( )札幌圏

・指定期間中に増減する道営住石 狩 市 4 527 532

宅等についても指定管理業務小 計 44 8,103 6,253

の対象施設に含めます。千 歳 市 1 150 135
石 狩

1 54 54１３ 恵 庭 市
( )千 歳 恵 庭 圏

2 204 189小 計

1,184 924１４ 後 志 小 樽 市 15

4 129 129１５ 後 志 倶 知 安 町

2 124 60１６ 後 志 岩 内 町

2 12 12１７ 後 志 余 市 町

8 601 260室 蘭 市

7 461 461胆 振 登 別 市
１８

( ) 3 214 214室蘭圏 伊 達 市

18 1,276 935小 計

7 833 540１９ 胆 振 苫 小 牧 市

1 60 60２０ 日 高 浦 河 町

2 77 77２１ 日 高 新ひだか町

1,708 1,505函 館 市 25

256 266渡 島 北 斗 市 5
２２

3 142 99( )函館圏 七 飯 町

33 2,106 1,870小 計
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新 旧 備 考

・文言整理

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

39 39２３ 渡 島 木 古 内 町 1

2 108 108２４ 檜 山 江 差 町

1,221 475２５ 上 川 旭 川 市 9

3 147 123２６ 上 川 名 寄 市

1 72 72２７ 上 川 富 良 野 市

1 60 60２８ 上 川 士 別 市

6 316 316２９ 留 萌 留 萌 市

1 36 36３０ 留 萌 苫 前 町

3 172 168３１ 宗 谷 稚 内 市

511 392３２ 北 見 市オ ホ ー ツ ク 9

7 488 485３３ 網 走 市オ ホ ー ツ ク

3 105 98３４ 紋 別 市オ ホ ー ツ ク

2 84 81３５ 美 幌 町オ ホ ー ツ ク

1 36 36３６ 斜 里 町オ ホ ー ツ ク

1 46 46３７ 遠 軽 町オ ホ ー ツ ク

11 827 779帯 広 市

1 64 60十 勝 音 更 町
３８

( ) 4 293 293帯広圏 幕 別 町

16 1,184 1,132小 計

788釧 路 市 12 1,001
釧 路

1 72 72３９ 釧 路 町
( )釧路圏

860小 計 13 1,073

3 185 185４０ 根 室 根 室 市

3 125 125４１ 根 室 中 標 津 町

２ 業務の内容

（１）業務の範囲

指定管理者が行う道営住宅等の設置目的に沿った適切で効率的な維持・管理に関する業務

（以下「本業務」という ）の範囲は 別記３に示す「業務の範囲」のとおり。 、「協定書（案 」）

とします。ただし、借上道営住宅エルム北２６条団地（所在地：札幌市、管理戸数４０戸、施

設の詳細については 「協定書（案 」別記１に示す「対象施設」のとおり）については、指定、 ）

管理者は「借上道営住宅エルム北２６条団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定管理

業務を行うこととし、これに定めがない事項については 「協定書（案 」により業務を行うこ、 ）

ととします。

なお、次に掲げる道の権限の行使に当たるものは、指定管理者の業務から除きます。

①家賃及び駐車場使用料の決定に関する業務

②入居許可や減免承認など、各種申請に基づく許可や承認などの決定に関する業務

③訴訟など法的措置に関する業務

（２）その他

道に代わり指定管理者が行ったほうが入居者サービスの向上及び経費の節減が図られる場合

は、指定管理者は道と協議の上 「業務の範囲」以外の業務を実施することができるものとし、

ます。

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

２３ 渡 島 木 古 内 町 1 15 15

２４ 檜 山 江 差 町 2 108 108

２５ 上 川 旭 川 市 9 1,276 426

２６ 上 川 名 寄 市 3 147 123

２７ 上 川 富 良 野 市 1 72 72

２８ 上 川 士 別 市 1 60 60

２９ 留 萌 留 萌 市 6 316 316

３０ 留 萌 苫 前 町 1 36 36

３１ 宗 谷 稚 内 市 3 172 168

３２ 北 見 市 9 540 457オホーツク

３３ 網 走 市 7 488 485オホーツク

３４ 紋 別 市 3 105 98オホーツク

３５ 美 幌 町 2 84 81オホーツク

３６ 斜 里 町 1 36 36オホーツク

３７ 遠 軽 町 1 46 46オホーツク

帯 広 市 11 827 779

十 勝 音 更 町 1 64 60
３８

(帯広圏) 幕 別 町 4 293 293

小 計 16 1,184 1,132

釧 路 市 12 1,001 741
釧 路

３９ 釧 路 町 1 72 72
(釧路圏)

小 計 13 1,073 813

４０ 根 室 根 室 市 3 185 185

４１ 根 室 中 標 津 町 3 125 125

２ 業務の内容

（１）業務の範囲

指定管理者が行う道営住宅等の設置目的に沿った適切で効率的な維持・管理に関する業務

（以下「本業務」という ）の範囲は 「道営住宅等の管理に関する協定書（案 （以下「協定。 、 ）」

書（案 」という ）別記３に示す「業務の範囲」のとおりとします。ただし、借上道営住宅エ） 。

（ 、 、 、「 （ ）」ルム北２６条団地 所在地：札幌市 管理戸数４０戸 施設の詳細については 協定書 案

別記１に示す「対象施設」のとおり）については、指定管理者は「借上道営住宅エルム北２６

条団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定管理業務を行うこととし、これに定めがな

い事項については 「協定書（案 」により業務を行うこととします。、 ）

なお、次に掲げる道の権限の行使に当たるものは、指定管理者の業務から除きます。

①家賃及び駐車場使用料の決定に関する業務

入居許可や減免承認など、各種申請に基づく許可や承認などの決定に関する業務②

③訴訟など法的措置に関する業務

（２）その他

道に代わり指定管理者が行ったほうが入居者サービスの向上及び経費の節減が図られる場合

は、指定管理者は道と協議の上 「業務の範囲」以外の業務を実施することができるものとし、

ます。
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・年号修正

・選定基準の改正に伴い、「関係
法令等の習得」と「個人情報の
保護」を統合

３ 指定期間

平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日までの４年間とします。

指定期間は、平成３０年第１回北海道議会定例会の議決（平成３０年３月予定）を経て決定し

ます。

４ 本業務に必要な費用

指定管理者の業務に必要な経費（以下「管理経費」という ）は、次により道が負担金として。

支払います。

（１）管理経費の支払方法等

道が指定期間中に支払う管理経費の支払方法及び時期等は 「協定書（案 」に示すとおりと、 ）

します。

（２）管理口座及び区分経理

本業務に係る管理経費は、指定管理者の他の会計と区分し、独立した口座で管理するととも

に、経理に関しても区分して整理するものとします。

第２ 本業務の実施条件

１ 管理の考え方

本業務の実施に当たっては、公営住宅法（昭和３０年法律第１９３号）や北海道営住宅条例を

はじめとした「協定書(案)」別記２で示す関係法令等を遵守し、道営住宅等の設置目的に即した

施設の効用を最大限に発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うものとします。

２ 基本的な事項

指定管理者が指定期間中において本業務を遂行するために必要となる基本的事項は、次に掲げ

るとおりとし 詳細は 協定書 案 及び 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書 以、 「 （ ）」 「 」（

下「要求水準書」という ）をご覧ください。。

（１）業務の執行体制の確立

指定管理者は、本業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制

を確立するとともに、入居者からの各種申請や問い合わせ等に迅速かつ的確に対応するため、

常設窓口を開設するものとします。

（２）指定管理者の業務時間

平日（土・日曜及び祝日を除く）は８時４５分から１７時３０分までとします。ただし、緊

急の修繕に関する業務は、土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とします。

（３）関係法令等の習得

本業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法や北海道営住宅条例をはじめとした

すべての関係法令等を習得するとともに、業務開始後も、関係法令等の改正のほか、管理上の

各種取扱通知等に的確に対応するものとします。

（４）個人情報の保護

指定管理者は、本業務の遂行上知り得た個人情報を北海道個人情報保護条例（平成６年北海道

条例第２号）等に基づき、適正に取り扱うものとします。

（５）公金の収納管理

指定管理者は、入居者等から徴収する家賃や駐車場使用料等の公金を適切に収納し管理する

ための体制を確保するものとします。

（６）管理経費の執行管理

指定管理者は、本業務の実施に当たり道が支払う管理経費を適切に執行管理するための体制

を確保するものとします。

３ 指定期間

とします。令和４年（2022年）４月１日から令和９年（2027年）３月３１日までの５年間

指定期間は、令和４年第１回北海道議会定例会の議決（令和４年（2022年）３月予定）を経

て決定します。

４ 本業務に必要な費用

指定管理者の業務に必要な経費（以下「管理経費」という ）は、次により道が負担金として。

支払います。

（１）管理経費の支払方法等

道が指定期間中に支払う管理経費の支払方法及び時期等は 「協定書（案 」に示すとおりと、 ）

します。

（２）管理口座及び区分経理

本業務に係る管理経費は、指定管理者の他の会計と区分し、独立した口座で管理するととも

に、経理に関しても区分して整理するものとします。

第２ 本業務の実施条件

１ 管理の考え方

本業務の実施に当たっては、公営住宅法（昭和３０年法律第１９３号）や北海道営住宅条例を

はじめとした「協定書 案 」別記２で示す関係法令等を遵守し、道営住宅等の設置目的に即した( )

施設の効用を最大限に発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うものとします。

２ 基本的な事項

指定管理者が指定期間中において本業務を遂行するために必要となる基本的事項は、次に掲げ

るとおりとし 詳細は 協定書 案 及び 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書 以、 「 （ ）」 「 」（

下「要求水準書」という ）をご覧ください。。

（１）業務の執行体制の確立

指定管理者は、本業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制

を確立するとともに、入居者からの各種申請や問い合わせ等に迅速かつ的確に対応するため、

常設窓口を開設するものとします。

（２）指定管理者の業務時間

平日（土・日曜及び祝日を除く）は８時４５分から１７時３０分までとします。ただし、緊

急の修繕に関する業務は、土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とします。

及び個人情報の保護（３）関係法令等の習得

本業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法や北海道営住宅条例をはじめとした

すべての関係法令等を習得するとともに、業務開始後も、関係法令等の改正のほか、管理上の

各種取扱通知等に的確に対応するものとします。

指定管理者は、本業務の遂行上知り得た個人情報を北海道個人情報保護条例（平成６年また、

北海道条例第２号）等に基づき、適正に取り扱うものとします。

（ ）公金の収納管理４

指定管理者は、入居者等から徴収する家賃や駐車場使用料等の公金を適切に収納し管理する

ための体制を確保するものとします。

（ ）管理経費の執行管理５

指定管理者は、本業務の実施に当たり、道が支払う管理経費を適切に執行管理するための体

制を確保するものとします。
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（７）情報公開の取扱い

北海道情報公開条例（平成１０年北海道条例第２８号）に基づき、公の施設の管理に関して

保有する文書の公開に努めるとともに、住民からの情報開示の申出に適切に対応するものとし

ます。

（８）秘密の保持

指定管理者の役員等は、施設の管理に係る業務に関し知り得た秘密を漏らし、又は自己の利

益のために使用することはできません。なお、指定期間が終了した後も同様とします。

（９）著作権等の取扱い

本業務の処理に伴い著作権その他の権利が生じたときは、道に帰属するものとします。

３ 管理の目標及び要求水準

指定管理者は、指定期間中における本業務の実施において、次に掲げる管理の目標及び要求水

準を達成するものとします。詳細は「要求水準書」をご覧ください。

（１）緊急時の対応に関する目標及び水準

夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか、自然災害や事故など、入居者の生活に重大な

影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧・安全対策のために必要

な措置を速やかに講じるものとします。

（２）公募業務に関する目標及び水準

住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率的な管

理運営を図るものとします。

（３）入居管理業務に関する目標及び水準

入退去などの各種手続や修繕への迅速な対応など、入居者の利便性を確保するとともに、発

生する業務の適期適切な処理を図るものとします。

（４）施設管理業務に関する目標及び水準

入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕や保守点検など施設管理を的確に行うと

ともに、管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するものとします。

第３ 適切な管理の確保に関する事項

本業務の実施に当たり、指定期間中における適切な管理業務の遂行を確保するために必要な

協定事項は、次のとおりとします。詳細は「協定書（案 」をご覧ください。）

１ 年次業務計画書等の提出

指定管理者は 「第２ 本業務の実施条件」に定める事項の実現を図るため、指定期間中におい、

て実施する本業務の具体的な内容や取組等を記載した別記７の「年次業務計画書等」を指定期間

の各年度ごとに作成し、事業開始の前年度の２月末までに道へ提出して承認を受けるものとしま

す。ただし、指定期間の最初の年度にあっては、協定の締結後、速やかに道へ提出するものとし

ます。

２ 業務の一括委託の禁止

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただし、

業務の一部について、あらかじめ道の承諾を得た場合は、この限りではありません。

３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施

道及び指定管理者は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保

するため、次のとおりモニタリング等を実施します。

（ ）情報公開の取扱い６

北海道情報公開条例（平成１０年北海道条例第２８号）に基づき、公の施設の管理に関して

保有する文書の公開に努めるとともに、住民からの情報開示の申出に適切に対応するものとし

ます。

（ ）秘密の保持７

指定管理者の役員等は、施設の管理に係る業務に関し知り得た秘密を漏らし、又は自己の利

益のために使用することはできません。なお、指定期間が終了した後も同様とします。

（ ）著作権等の取扱い８

本業務の処理に伴い著作権その他の権利が生じたときは、道に帰属するものとします。

３ 管理の目標及び要求水準

指定管理者は、指定期間中における本業務の実施において、次に掲げる管理の目標及び要求水

準を達成するものとします。詳細は「要求水準書」をご覧ください。

（１）緊急時の対応に関する目標及び水準

夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか、自然災害や事故など、入居者の生活に重大な

影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧・安全対策のために必要

な措置を速やかに講じるものとします。

（２）公募業務に関する目標及び水準

住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率的な管

理運営を図るものとします。

（３）入居管理業務に関する目標及び水準

入退去などの各種手続や修繕への迅速な対応など、入居者の利便性を確保するとともに、発

生する業務の適期適切な処理を図るものとします。

（４）施設管理業務に関する目標及び水準

入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕や保守点検など施設管理を的確に行うと

ともに、管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するものとします。

第３ 適切な管理の確保に関する事項
本業務の実施に当たり、指定期間中における適切な管理業務の遂行を確保するために必要な

協定事項は、次のとおりとします。詳細は「協定書（案 」をご覧ください。）

１ 年次業務計画書等の提出

指定管理者は 「第２ 本業務の実施条件」に定める事項の実現を図るため、指定期間中におい、

て実施する本業務の具体的な内容や取組等を記載した 別記７の「年次業務計画「協定書（案 」）

書等」を指定期間の各年度ごとに作成し、事業開始の前年度の２月末までに道へ提出して承認を

受けるものとします。ただし、指定期間の最初の年度にあっては、協定の締結後、速やかに道へ

提出するものとします。

２ 業務の一括委託の禁止

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただし、

業務の一部について、あらかじめ道の承諾を得た場合は、この限りではありません。

３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施

道及び指定管理者は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保

するため、次のとおりモニタリング等を実施します。
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するため、次のとおりモニタリング等を実施します。

、 、 、 。道は その結果に基づき 指定管理者に対し 業務の改善その他必要な指示等を行うものとします

（１）定期報告

指定管理者は、実施した本業務の処理状況等について、報告書（事業報告書及び四半期業務

報告書）を作成し、道に提出していただきます。

（２）状況確認及び意見交換

道は、定期又は随時に、指定管理業務の実施状況について、現地での確認及び意見交換等を

行います。

（３）利用者満足度調査の実施

道は、入居者の利便性の向上等の観点から、指定期間中にアンケート等による「利用者満足

度調査」を実施し、入居者の満足度や意見・苦情等を聴取します。なお、その結果は指定管理

者に通知し、必要に応じ業務改善等の指示を行います。

４ 指定の取消

道は、指定管理者が業務の改善その他必要な指示等に正当な理由なく従わない場合は、指定手

続条例及び「協定書（案 」の規定に基づき、指定を取り消すことができるものとします。）

５ 原状回復

指定管理者は、指定期間が終了したときや指定を取り消されるなどしたときは、速やかに自己

の責任及び費用により道営住宅等を原状に回復するものとします。ただし、道の承認を得たとき

は、この限りではありません。

６ リスク分担

道と指定管理者のリスク分担は、別紙１「リスク分担表」のとおりとします。ただし、別紙１

に定める事項で疑義がある場合又は別紙１に定めのないリスクが生じた場合は、道と指定管理者

が協議して決定します。

７ 準備期間中の業務

指定管理者は、業務開始までの準備期間中に、現在、道営住宅の業務を行っている指定管理者

からの業務引継と、指定管理者内における研修等、 ４月１日から円滑に業令和４年（2022年）

務ができるよう、万全の準備を進めてください。

なお、準備にかかる経費については、指定管理者の負担とします。

、 、 、 。道は その結果に基づき 指定管理者に対し 業務の改善その他必要な指示等を行うものとします

（１）定期報告

指定管理者は、実施した本業務の処理状況等について、報告書（事業報告書及び四半期業務

報告書）を作成し、道に提出していただきます。

（２）状況確認及び意見交換

道は、定期又は随時に、指定管理業務の実施状況について、現地での確認及び意見交換等を

行います。

（３）利用者満足度調査の実施

道は、入居者の利便性の向上等の観点から、指定期間中にアンケート等による「利用者満足

度調査」を実施し、入居者の満足度や意見・苦情等を聴取します。なお、その結果は指定管理

者に通知し、必要に応じ業務改善等の指示を行います。

４ 指定の取消

道は、指定管理者が業務の改善その他必要な指示等に正当な理由なく従わない場合は、指定手

続条例及び「協定書（案 」の規定に基づき、指定を取り消すことができるものとします。）

５ 原状回復

指定管理者は、指定期間が終了したときや指定を取り消されるなどしたときは、速やかに自己

ただし、道の承認を得たときの責任及び費用により道営住宅等を原状に回復するものとします。

は、この限りではありません。

６ リスク分担

道と指定管理者のリスク分担は、別紙１「リスク分担表」のとおりとします。ただし、別紙１

に定める事項で疑義がある場合又は別紙１に定めのないリスクが生じた場合は、道と指定管理者

が協議して決定します。

７ 準備期間中の業務

指定管理者は、業務開始までの準備期間中に、現在、道営住宅の業務を行っている指定管理者

からの業務引継と、指定管理者内における研修等、平成３０年４月１日から円滑に業務ができる

よう、万全の準備を進めてください。

なお、準備にかかる経費については、指定管理者の負担とします。



- 8 -

新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく修正

第４ 指定管理者の申請の手続

１ 申請の要件

指定期間中に、道営住宅等の設置目的に即した施設の効用を最指定管理者に申請できる者は、

大限発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うことができる単独団体又は複数の団体が連合し

て構成される団体（以下「連合体」という ）であり、次に掲げる申請資格を満たすものであっ。

て、欠格事項に該当しないものとします。

なお、団体とは、法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、か

つ、代表者の定めがあるものをいいます。

（１）申請資格

申請者は、申請しようとする地区（圏域又は市町）又は申請しようとする地区内のすべての

団地まで１時間以内の範囲（概ね５０ 程度）に事務所又は事業所を有する法人その他の団体km

であることを要件とします。連合体にあっては、構成団体の全てが、道内に事務所又は事業所

を有することとし、さらに構成団体のいずれかが、申請しようとする地区又は申請しようとす

る地区内の全ての団地まで１時間以内の範囲（概ね５０ 程度）に事務所又は事業所を有するkm

こととします。

ただし、１時間以内の範囲は、同一振興局管内とし、また、圏域で募集する地区で、振興局

所在地が含まれる場合は、振興局所在市町に事務所又は事業所を有することも要件とします。

また、道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けて

いないことを要件とします。

なお、申請資格の確認基準日は、原則として当該申請の日とします。

（２）欠格事項

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１６年北海道

規則第１２５号。以下「指定手続規則」という ）第５条各号のいずれかに該当する団体（連。

合体の場合は、構成団体のいずれかが次の各号のいずれかに該当するもの）は、選定の対象外

とします。なお、欠格事項の確認基準日は申請期間終了後、道営住宅指定管理者候補者選定委

員会（以下「選定委員会」という ）において申請資格などの審査（申請の形式的な要件に係。

る審査）を行う日とします。

当該団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取①

り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体

② 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当

する者がある団体

ア 本業務を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者

イ 復権を得ない者破産手続開始の決定を受けて

ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利

益を得るために連合した者

③ 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人

④ 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人

ア 道の知事

イ 道議会の議員

（３）負担金限度額

道が、指定期間における「協定書 案 」別記１に定める対象施設の指定管理業務に係る費用( )

を負担するため、指定管理者に支払う負担金の総額は次の表の金額を限度とします。なお、消

費税及び地方消費税を含みます （積算内訳は別紙２のとおり）。

第４ 指定管理者の申請の手続

１ 申請の要件

指定期間中に、道営住宅等の設置目的に即した施設の効用を最指定管理者に申請できる者は、

大限発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うことができる単独団体又は複数の団体が連合し

て構成される団体（以下「連合体」という ）であり、次に掲げる申請資格を満たすものであっ。

て、欠格事項に該当しないものとします。

なお、団体とは、法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、か

つ、代表者の定めがあるものをいいます。

（１）申請資格

申請者は、申請しようとする地区（圏域又は市町）又は申請しようとする地区内のすべての

団地まで１時間以内の範囲（概ね５０km程度）に事務所又は事業所を有する法人その他の団体

であることを要件とします。連合体にあっては、構成団体の全てが、道内に事務所又は事業所

を有することとし、さらに構成団体のいずれかが、申請しようとする地区又は申請しようとす

る地区内の全ての団地まで１時間以内の範囲（概ね５０km程度）に事務所又は事業所を有する

こととします。

ただし、１時間以内の範囲は、同一振興局管内とし、また、圏域で募集する地区で、振興局

所在地が含まれる場合は、振興局所在市町に事務所又は事業所を有することも要件とします。

また、道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けて

いないことを要件とします。

なお、申請資格の確認基準日は、原則として当該申請の日とします。

（２）欠格事項

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１６年北海道

規則第１２５号。以下「指定手続規則」という ）第５条各号のいずれかに該当する団体（連。

合体の場合は、構成団体のいずれかが次の各号のいずれかに該当するもの）は、選定の対象外

とします。なお、欠格事項の確認基準日は申請期間終了後、道営住宅指定管理者候補者選定委

員会（以下「選定委員会」という ）において申請資格などの審査（申請の形式的な要件に係。

る審査）を行う日とします。

当該団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取①

り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体

② 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当

する者がある団体

ア 本業務を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者

イ 破産者で復権を得ない者

ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利

益を得るために連合した者

③ 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人

④ 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人

ア 道の知事

イ 道議会の議員

（３）負担金限度額

道が、指定期間における「協定書(案)」別記１に定める対象施設の指定管理業務に係る費用

を負担するため、指定管理者に支払う負担金の総額は次の表の金額を限度とします。なお、消

費税及び地方消費税を含みます （積算内訳は別紙２のとおり）。
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新 旧 備 考

・錯誤による修正

・負担金費目間の繰入のルールを
新設

負担金限度額の総額 負担金限度額の総額区分 区分地 区 地 区

１ 空 知 夕 張 市 51,330千円 21 日 高 新ひだか町 24,226千円

２ 空 知 岩 見 沢 市 136,699千円 22 渡 島 函 館 市 492,611千円

３ 空 知 美 唄 市 81,231千円 北 斗 市 64,551千円(函館圏)

４ 空 知 芦 別 市 29,397千円 七 飯 町 27,899千円

５ 空 知 赤 平 市 40,544千円 小 計 585,061千円

６ 空 知 三 笠 市 6,411千円 23 渡 島 木 古 内 町 9,929千円

７ 空 知 滝 川 市 65,177千円 24 檜 山 江 差 町 37,748千円

８ 空 知 砂 川 市 48,328千円 25 上 川 旭 川 市 339,210千円

９ 空 知 深 川 市 30,872千円 26 上 川 名 寄 市 48,505千円

10 空 知 南 幌 町 16,409千円 27 上 川 富 良 野 市 19,120千円

11 空 知 沼 田 町 18,858千円 28 上 川 士 別 市 15,306千円

12 石 狩 札 幌 市 1,363,102千円 29 留 萌 留 萌 市 108,528千円

江 別 市 351,106千円 30 留 萌 苫 前 町 9,697千円(札幌圏)

北 広 島 市 301,827千円 31 宗 谷 稚 内 市 44,791千円

石 狩 市 135,258千円 32 北 見 市 134,036千円オホーツク

小 計 2,151,293千円 33 網 走 市 165,451千円オホーツク

13 石 狩 千 歳 市 58,307千円 34 紋 別 市 32,114千円オホーツク

恵 庭 市 20,990千円 35 美 幌 町 28,345千円(千歳 オホーツク
)恵庭圏

小 計 79,297千円 36 斜 里 町 8,399千円オホーツク

14 後 志 小 樽 市 337,509千円 37 遠 軽 町 9,571千円オホーツク

15 後 志 倶 知 安 町 37,041千円 38 十 勝 帯 広 市 233,321千円

16 後 志 岩 内 町 26,280千円 音 更 町 18,056千円(帯広圏)

17 後 志 余 市 町 5,597千円 幕 別 町 82,664千円

18 胆 振 室 蘭 市 154,329千円 小 計 334,041千円

登 別 市 114,751千円 39 釧 路 釧 路 市 304,274千円(室蘭圏)

伊 達 市 53,268千円 釧 路 町 21,886千円(釧路圏)

小 計 322,348千円 小 計 326,160千円

19 胆 振 苫 小 牧 市 222,736千円 40 根 室 根 室 市 66,168千円

20 日 高 浦 河 町 16,920千円 41 根 室 中 標 津 町 34,267千円

※負担金の額は管理戸数の増減により次の計算式により年度毎に変更する。

（ ） ｛ （ ）変更後負担金＝指定管理者の当初積算額 修繕費等以外 ＋ 道の変更後積算額 修繕費等

×指定管理者の当初積算額（修繕費等）÷道の当初積算額（修繕費等 ｝）

修繕費等：経常修繕費、法定更新費、保守点検費の合計額とする。

※申請者は、申請書に添付する「業務収支計画書（様式６ 」において、所定の欄に、上記の）

額の範囲内で、道が支払う管理経費の総額を記載してください。消費税率は平成31年10月か

らは１０%として積算してください。なお、税率が引き上げられなかった場合は、道が支払

う管理経費の総額について、引き上げ前の税率で再計算し、変更協定を締結します。

（例：指定期間中（４年間）の税率が８％に据え置かれた場合）

変更後負担金＝（平成30年4月～平成31年9月分の変更前の負担金）

＋（平成31年10月～平成34年3月分の変更前の負担金×1.08÷1.10）

※負担金限度額の総額には指定管理者が自治会に支払う駐車場管理業務自治会委託料が含まれ

ています。

（駐車場区画数×２６０円／月×１２ヵ月×４年間）

負 担 金 限 度 額 の 総 額 負 担 金 限 度 額 の 総 額区 分 区 分地 区 地 区

１ 空 知 夕 張 市 日 高 新ひだか町21

２ 空 知 岩 見 沢 市 渡 島 函 館 市22

３ 空 知 美 唄 市 北 斗 市( )函 館 圏

４ 空 知 芦 別 市 七 飯 町

５ 空 知 赤 平 市 小 計

６ 空 知 三 笠 市 渡 島 木 古 内 町23

７ 空 知 滝 川 市 檜 山 江 差 町24

８ 空 知 砂 川 市 上 川 旭 川 市25

９ 空 知 深 川 市 上 川 名 寄 市26

空 知 南 幌 町 上 川 富 良 野 市10 27

空 知 沼 田 町 上 川 士 別 市11 28

石 狩 札 幌 市 留 萌 留 萌 市12 29

江 別 市 留 萌 苫 前 町( )札 幌 圏 30

北 広 島 市 宗 谷 稚 内 市31

石 狩 市 北 見 市32 オ ホ ー ツ ク

小 計 網 走 市33 オ ホ ー ツ ク

石 狩 千 歳 市 紋 別 市13 34 オ ホ ー ツ ク
( )千 歳 恵 庭 圏 恵 庭 市 美 幌 町35 オ ホ ー ツ ク

小 計 斜 里 町36 オ ホ ー ツ ク

後 志 小 樽 市 遠 軽 町14 37 オ ホ ー ツ ク

後 志 倶 知 安 町 十 勝 帯 広 市15 38

後 志 岩 内 町 音 更 町16 ( )帯 広 圏

後 志 余 市 町 幕 別 町17

胆 振 室 蘭 市 小 計18

登 別 市 釧 路 釧 路 市( )室 蘭 圏 39

伊 達 市 釧 路 町( )釧 路 圏

小 計 小 計

胆 振 苫 小 牧 市 根 室 根 室 市19 40

日 高 浦 河 町 根 室 中 標 津 町20 41

※負担金の額は管理戸数の増減により次の計算式により年度毎に変更する。

なお、令和４年度（2022年度）における管理戸数の増減に係る修繕費等については、負担

金限度額に反映しています。

（ ） ｛ （ ）変更後負担金＝指定管理者の当初積算額 修繕費等以外 ＋ 道の変更後積算額 修繕費等

指定管理者の当初積算額（修繕費等） 道の当初積算額（修繕費等 ｝× ÷ ）

、 、 、 、 。修繕費等：法定更新費 経常修繕費 保守点検費 の合計額とする退去修繕費 維持管理費

※申請者は、申請書に添付する「業務収支計画書（様式６ 」において、所定の欄に、上記の）

額の範囲内で、道が支払う管理経費の総額を記載してください。消費税率は１０ として積%

算してください。

※負担金限度額の総額には指定管理者が自治会に支払う駐車場管理業務自治会委託料が含まれ

ています。

（駐車場区画数 ２６０円／月 １２ヵ月 年間）× × ×５
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新 旧 備 考

・残余金の翌年度へ繰入するル
ールを新設

・報奨金等制度改正に伴う修正

家賃収納業務に伴う報奨金等（４）

各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃の収納率（以下「実

績収納率」という ）が 「要求水準書」２の（５）の①に定める率（以下「目標収納率」とい。 、

。） 、 「 」う に基準変動率を加えた率を上回った場合には 次の方法により算定した金額を 報奨金

として指定管理者に支払います。

また、実績収納率が目標収納率に基準変動率を減じた率を下回った場合には、次の方法によ

り算定した金額を「納付金」として道に納付していただきます。

、 、 （ ） 、ただし 指定期間の最終年度においては 各年度の出納閉鎖時点 翌年度５月末 ではなく

年度末時点（３月末）での収納率により上記取扱いを行うものとします。

① 収納率等

ア 目標収納率 98.00％（ただし、最終年度は３月末時点95.00%）

イ 基準変動率 0.50％

② 算定方法

報奨金及び納付金は、次により算定するものとします。

なお、実績収納率の算定に当たっては、小数点第３位以下を切り捨て、小数点第２位までと

します。

また、報奨金及び納付金の算定に当たっては、千円未満を切り捨てるものとします。

、 、ただし 実績収納率が目標収納率に対して基準変動率(± ％)の範囲を超えない場合には０ ５０．

報奨金及び納付金の対象とはなりません。

Ａ＝現年度の最終家賃調定額

Ｂ＝実績収納率

Ｃ＝目標収納率

Ｄ＝基準変動率

○ 報奨金

ア 収納率が99.5%以上の団体

A×（B－(C＋D)）×11(％)＝報奨金支給額

イ 収納率が99.00%以上、99.5%未満の団体

A×（B－(C＋D)）×10(％)＝報奨金支給額

ウ 収納率が98.50%以上、99.0%未満の団体

A×（B－(C＋D)）× 9(％)＝報奨金支給額

○ 納付金 A×（(C－D)－B）×10(％)＝納付金納付額

※平成28年度の収納率が低い、沼田町、岩内町、新ひだか町においては、平成30年度及び

平成31年度に限り、(C-D)を平成28年度収納率に置き換えて、納付金の額を算出すること

とします。

（４）費目間の繰り入れ等

①各年度の負担金の費目（直接人件費、直接物品費、修繕費等）間の繰り入れについては、業

務収支計画書（様式６）の各費目毎のそれぞれ２０％の額の範囲内において、道の承認を得

た上で他の費目に繰り入れることができます。ただし、２０％に相当する額が30,000千円

以上であるときは30,000千円までとします。

②各年度終了後、負担金に200千円以上の残余金が生じた場合は、翌年度の修繕費等（経常

修繕費又は退去修繕費）に繰り入れるものとします （千円未満切り捨て ）。 。

ただし、最終年度は除きます。

なお、管理戸数の増減等による負担金の変更後についても同様とします。

（ ）家賃収納業務に伴う報奨金等５

各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃 の及び駐車場使用料

収納率 以下 実績収納率 という が 要求水準書 ２の ５ の①に定める率 以下 目（ 「 」 。） 、「 」 （ ） （ 「

標収納率」という ）を上回った場合には、次の方法により算定した金額を「報奨金」として。

指定管理者に支払います。

また、実績収納率が を下回った場合には、次道が定める率（以下「納付基準率」という ）。

の方法により算定した金額を「納付金」として道に納付していただきます。

、 、 （ ） 、ただし 指定期間の最終年度においては 各年度の出納閉鎖時点 翌年度５月末 ではなく

年度末時点（３月末）での収納率により上記取扱いを行うものとします。

① 収納率等

ア 目標収納率 （ただし、最終年度は３月末時点 ）99.00％ 96.50%

イ ）支給基準率 98.50％（ただし、最終年度は３月末時点95.50％

納付基準率 98.00％（ただし、最終年度は３月末時点95.50％）ウ

② 算定方法

報奨金及び納付金は、次により算定するものとします。

なお、実績収納率の算定に当たっては、小数点第３位以下を切り捨て、小数点第２位までと

します。

また、報奨金及び納付金の算定に当たっては、千円未満を切り捨てるものとします。

Ａ＝現年度の最終家賃 調定額又は駐車場使用料

Ｂ＝実績収納率

Ｃ＝支給基準率

Ｄ＝納付基準率

○ 報奨金

ア 収納率が99.50%以上の団体

A×（B－C）×11％＝報奨金支給額

イ 収納率が99.00%以上、99.50%未満の団体

A×（B－C）×10％＝報奨金支給額

A×（Ｄ－Ｂ）×10％＝納付金納付額○ 納付金
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新 旧 備 考

・報奨金等制度改正に伴う計算例
を修正

③ 算定例

例１）報奨金

現年度の最終家賃調定額 534,582千円 ・・・ (A)

実績収納率 99.62％ ・・・ (B)

・・・ (Ｃ)支給基準率 98.50％

534,582千円× ×11％＝658,605≒658,000円(99.62％－98.50％)

※道から指定管理者に対し、報奨金として658千円を支払います。

例２）報奨金

現年度の最終 調定額 千円 ・・・ (A)駐車場使用料 59,812

実績収納率 ・・・ (B)99.40％

・・・ (C)支給基準率 98.50％

千円×( )× ＝ 円59,812 99.40％－98.50％ 10％ 53,830≒53,000

※道から指定管理者に対し、報奨金として 千円を支払います。53

例３）納付金

現年度の最終家賃調定額 256,096千円 ・・・ (A)

実績収納率 96.32％ ・・・ (B)

納付基準率 98.00％ ・・・ (D)

256,096千円×( )×10％＝ 円98.00％－96.32％ 430,241≒430,000

※指定管理者から道に対し、納付金として 千円を納付していただきます。430

（５）その他の要件

① 同一地区に対して複数の申請をすることはできません。なお、単独で申請した団体が、他

の連合体の構成団体として申請する場合や、連合体として申請した構成団体が、単独で、又

、 。は他の連合体の構成団体として同一地区に対して申請する場合も 複数の申請とみなします

② 同一団体が複数の地区に対して申請することができることとします。ただし、１つの申請

で複数地区に対する申請とすることはできません。複数地区に対して申請する場合は、１地

区について１つの申請とします。

③ 申請後に、連合体の代表団体を変更し、又は構成団体の全部若しくは一部を変更すること

（特定の構成団体を除外し、又は新たな団体を追加する場合を含む ）は、原則として認め。

ません。ただし、申請受付期間内に構成団体の一部が欠格事項に該当することとなった場合

など、特別な事情により道がやむを得ないと認めた場合で、道が指示する申請書及び添付書

類（以下「申請書類」という ）の補正等を行った場合に限り、変更することができるもの。

とします。

④ 申請その他の指定手続（協定の締結を除く ）は、申請者である団体の代表者又は代表者。

から権限の委任を受けた当該団体の職員等が行うものとします。

⑤ 申請書類は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることとします。

（ 「 」 。） 、ア 道営住宅等の指定管理者公募要項 以下 公募要項 という に定める申請受付期間

提出先及び提出方法に適合していること。

イ 記載事項に不備がないこと。

ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合していること。

③ 算定例

例１）報奨金

現年度の最終家賃調定額 534,582千円 ・・・ (A)

実績収納率 99.62％ ・・・ (B)

目標収納率 98.00％ ・・・ (C)

基準変動率 0.50％ ・・・ (D)

534,582千円×((99.62％－(98.00％＋0.50％))×11％＝658,605≒658,000円

※道から指定管理者に対し、報奨金として658千円を支払います。

例２）報奨金

現年度の最終家賃調定額 534,582千円 ・・・ (A)

534,582千円×((98.60％－(98.00％＋0.50％))×9％＝48,112≒48,000円

実績収納率 98.60％ ・・・ (B)

目標収納率 98.00％ ・・・ (C)

基準変動率 0.50％ ・・・ (D)

※道から指定管理者に対し、報奨金として48千円を支払います。

例３）納付金

現年度の最終家賃調定額 256,096千円 ・・・ (A)

実績収納率 96.32％ ・・・ (B)

目標収納率 98.00％ ・・・ (C)

基準変動率 0.50％ ・・・ (D)

256,096千円×((98.00％－0.50％)－96.32％)×10％＝302,193≒302,000円

※指定管理者から道に対し、納付金として302千円を納付していただきます。

（５）その他の要件

① 同一地区に対して複数の申請をすることはできません。なお、単独で申請した団体が、他

の連合体の構成団体として申請する場合や、連合体として申請した構成団体が、単独で、又

、 。は他の連合体の構成団体として同一地区に対して申請する場合も 複数の申請とみなします

② 同一団体が複数の地区に対して申請することができることとします。ただし、１つの申請

で複数地区に対する申請とすることはできません。複数地区に対して申請する場合は、１地

区について１つの申請とします。

③ 申請後に、連合体の代表団体を変更し、又は構成団体の全部若しくは一部を変更すること

（特定の構成団体を除外し、又は新たな団体を追加する場合を含む ）は、原則として認め。

ません。ただし、申請受付期間内に構成団体の一部が欠格事項に該当することとなった場合

など、特別な事情により道がやむを得ないと認めた場合で、道が指示する申請書及び添付書

類（以下「申請書類」という ）の補正等を行った場合に限り、変更することができるもの。

とします。

④ 申請その他の指定手続（協定の締結を除く ）は、申請者である団体の代表者又は代表者。

から権限の委任を受けた当該団体の職員等が行うものとします。

⑤申請書類は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることとします。

（ 「 」 。） 、ア 道営住宅等の指定管理者公募要項 以下 公募要項 という に定める申請受付期間

提出先及び提出方法に適合していること。

イ 記載事項に不備がないこと。

ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合していること。
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新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく追加

ｂ 記載すべき事項が全て記載されていること。

ｃ 虚偽の内容が記載されていないこと。

⑥ 申請者は１級建築士 及び防火管理者の資格を持つもの（専任又は兼任の別を問わない ）。

を配置できること。

⑦ 公租公課に未納、滞納が無いこと。

⑧ 健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行していること （加入義務がない場。

合を除く ）。

ｂ 記載すべき事項が全て記載されていること。

ｃ 虚偽の内容が記載されていないこと。

⑥申請者は１級建築士及び防火管理者の資格を持つものを配置できること。

⑦公租公課に未納、滞納が無いこと。
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新 旧 備 考

・定量的事項の加点項目に該当す
るかどうかの確認書類を追加

・業務実績評価項目の確認書類を
追加

２ 申請手続等

（１）提出部数

申請書類は、原本１部、副本５部(様式５・６のみ)とします。

（２）申請書類提出一覧

連合体
単独の団体

提 出 書 類 構成団体 備 考
連合体

その他 その他法人 法人

指定手続規則別記第１号様式指定管理者指定申請書 ○ ○ ○

○申請資格関係

設立趣旨、事業内容の概要を説明し
た資料（パンフレット等資料の添付団体概要書 ○ ○ ○ ○
も可） (様式１)

遂行体制及び役割分担を明記連合体構成表 ○ (様式２)

定款及び寄附行為の写し ○ ○

（ ）連合体協定書の写し ○ 様式９

（ ）委任状 ○ ○ 様式３

その他団体の目的、組織及び運営の規約等の写し ○ ○ 方法を明記

外国人である場合は、外国人登録証
代表者の身分証明書及び住民

明書の写し
住民票の写しに個人番号（マイナン票の写し ○ ○ ○ ○
バー）は記載しないこと。
申請日前３か月以内に取得したもの

申請日前３か月以内に取得したもの法人の登記事項証明書 ○ ○

登記簿謄本や会の規約など所在地が団体の名称及び申請しようと
わかるものする地区等に事務所又は事業

○ ○ ○ ○
所を有していることを証明す
る書類

役職、氏名、現住所及び生年月日を役員名簿 ○ ○ ○ ○ 記載したもの

申請日前３か月以内に取得したもの印鑑証明 ○ ○ ○ ○

○欠格事項関係

欠格事項等に該当しないことの誓約誓約書 ○ ○ ○ （ ）様式４

○業務計画等

（ ）業務計画書（①～⑪） ○ ○ ○ 様式５

（ ）業務収支計画書（⑫） ○ ○ ○ 様式６

○必須項目関係

１級建築士及び防火管理者の資格の施設の管理運営を行う上で必
写し、当該有資格者の雇用が確認で要な資格への対応を記載した ○ ○ ○
きる書面(様式任意)書面

新たに設立する法人又は設立初年度公租公課に未納がないことの
○ ○ ○ ○

の法人にあっては不要証明

２ 申請手続等

（１）提出部数

申請書類は、原本１部、副本５部 様式５・６のみ とします。( )

（２）申請書類提出一覧

連合体
単 独 の 団 体

提 出 書 類 構成団体 備 考
連 合 体

そ の 他 そ の 他法人 法人

指定手続規則別記第１号様式指定管理者指定申請書 ○ ○ ○

○申請資格関係

設立趣旨、事業内容の概要を説明し
た資料（パンフレット等資料の添付団体概要書 ○ ○ ○ ○

( )も可） 様式１

遂行体制及び役割分担を明記連合体構成表 ○ ( )様式２

定款及び寄附行為の写し ○ ○

（ ）連合体協定書の写し ○ 様式９

（ ）委任状 ○ ○ 様式３

その他団体の目的、組織及び運営の規約等の写し ○ ○ 方法を明記

外国人である場合は、外国人登録証代表者の身分証明書及び住民
明書の写し
住民票の写しに個人番号（マイナン票の写し ○ ○ ○ ○
バー）は記載しないこと。
申請日前３か月以内に取得したもの

申請日前３か月以内に取得したもの法人の登記事項証明書 ○ ○

登記簿謄本や会の規約など所在地が団体の名称及び申請しようと
わかるものする地区等に事務所又は事業 ○ ○ ○ ○所を有していることを証明す

る書類

役職、氏名、現住所及び生年月日を役員名簿 ○ ○ ○ ○ 記載したもの

申請日前３か月以内に取得したもの印鑑証明 ○ ○ ○ ○

○欠格事項関係

欠格事項等に該当しないことの誓約誓約書 ○ ○ ○ （ ）様式４

○業務計画等

（ ）業務計画書（①～ ） ○ ○ ○⑩ 様式５

（ ）業務収支計画書（ ） ○ ○ ○⑪ 様式６

該当がある場合（様式任意）道内中小企業者等であって、
他の申請書類で確認できる場合は不申請地区が属する振興局管内
要にある営業所等における集合 ○ ○ ○ ○

住宅等の管理実績があること
を証する書面

平成30年度から令和２年度（2020入居者支援に関する業務を実
年度）の間で業務を実施しているこ施していることを証する書面 ○ ○ ○
とが確認できる書面（様式任意）【 】現在の指定管理者のみ該当

○必須項目関係

１級建築士及び防火管理者の資格の施設の管理運営を行う上で必
写し、当該有資格者の雇用が確認で要な資格への対応を記載した ○ ○ ○

( )書面 きる書面 様式任意

新たに設立する法人又は設立初年度公租公課に未納がないことの ○ ○ ○ ○
の法人にあっては不要証明
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新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく追加

・新型コロナウイルス感染症拡大
に伴い、持参を削除

・年号等文言整理

（３）申請書の作成

申請者は「指定管理者申請様式集 （以下 「申請様式集」という ）に基づき申請書の作成を」 、 。

行うものとします。

（４）申請書の提出

申請者は、申請書類を次の提出日時までに窓口へ持参又は郵送（書留郵便に限る ）により提。

出してください。

① 提出期間 平成２９年１０月１３日（金）から平成２９年１２月１日（金）まで

土曜日、日曜日、祝日を除く

② 提出時間 午前９時から正午及び午後１時から午後５時まで

③ 提出場所 道庁９階 建設部住宅局住宅課住宅管理グループ

④ そ の 他

・郵送する場合は、申請期間の終了日の受付時間内必着とします。

・ 申請書類提出一覧」に示された書類の添付がない場合は、失格となる場合があります。「

・道が必要と認めた場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

３ 申請に当たっての留意事項

（１）道の公表する資料、付属資料及び質問に対する回答は、公募要項と一体のものとして扱うも

のとします。

（２）申請書類の取扱い

① 申請者から提出された一切の応募書類の内容の変更、差し替え、撤回することはできませ

ん。ただし、申請資格を失ったとき、欠格事項に該当することとなったとき、その他申請書

類の記載事実（事務所の所在地等）に変更があったときは、速やかに「申請様式集」様式８

「申請書記載事実変更届」により届け出てください。

② 申請書類は、審査のため選定委員会の委員に配付します。また、提出された申請書類は理

由の如何を問わず返却しません。

③ 道が提示する資料等の著作権は道及び作成者に帰属し、申請者の提出する申請書類の著作

権は申請者に帰属します。なお、指定手続の経過及び指定結果の公表等のため必要と認める

ときは、道は提出書類の一部又は全部を無償で使用することができることとします。

④ 申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている業務手法等を用いた結果生じた事象に係

る責任は、すべて申請者が負うものとします。

（３）公正な手続等を妨げる行為

① 本業務の指定管理者に係る指定手続における公正な手続を妨げる行為又は不正の利益を得

るため連合する行為について情報があったときは、手続の執行を延期し、又は事情聴取を行

うことがあります。なお、選定の決定又は指定においてこのような事実があったと認められ

るときは、決定又は指定を取り消すことがあります。

②道が必要と認めたときは、指定の手続を延期し、中止し、又は取り消すことがあります。

（４）選定又は指定の対象からの除外等

申請者が次に掲げる事項に該当したときは、その者を選定又は指定の対象から除外し、又は

選定の決定若しくは指定を取り消す場合があります。

① 選定委員会の委員又は本業務に従事する道職員若しくは本件関係者に対し、本件応募につ

いて不正に接触する行為、その他の公正な手続を妨げる行為の事実が判明した場合

② 本件応募について不正な利益を得るために連合した場合

③ 申請書類等に虚偽の記載があった場合

④ 複数の業務計画書又は収支計画書を提出した場合

⑤ 申請資格を満たしていないこと又は欠格事項に該当することが判明した場合

⑥ 申請者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合

⑦ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として本業務を行うことに

①納入告知書
②資格取得確認書及び標準報酬月額健康保険・厚生年金保険の届

決定通知書出義務を履行している事実を ○ ○ ○ ○
③適用通知書証する書面（写し可）
など加入状況が確認できる書類

①保険関係成立届
雇用保険の届出義務を履行し ②領収済通知書
ている事実を証する書面（写

○ ○ ○ ○
③概算・確定保険料申告書（控）

し可） など加入状況が確認できる書類

様式10
※健康保険・厚生年金保険、雇用保社会保険等適用除外申出書 ○ ○ ○ ○
険の加入義務が無い場合

（３）申請書の作成

申請者は「指定管理者申請様式集 （以下 「申請様式集」という ）に基づき申請書の作成を」 、 。

行うものとします。

（４）申請書の提出

、 。申請者は 申請書類を次の提出日時までに により提出してください郵送 書留郵便に限る（ 。）

① 提出期間 １０月１３日（水）から １２月１令和３年（2021年） 令和３年（2021年）

日（水）まで

② 〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階提出場所

建設部住宅局住宅課住宅管理係

そ の 他③

・郵送 は、 までとします。による受付 提出期間の最終日の午後５時到着分

・ 申請書類提出一覧」に示された書類の添付がない場合は、失格となる場合があります。「

・道が必要と認めた場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

３ 申請に当たっての留意事項

（１）道の公表する資料、付属資料及び質問に対する回答は、公募要項と一体のものとして扱うも

のとします。

（２）申請書類の取扱い

① 申請者から提出された一切の応募書類の内容の変更、差し替え、撤回することはできませ

ん。ただし、申請資格を失ったとき、欠格事項に該当することとなったとき、その他申請書

類の記載事実（事務所の所在地等）に変更があったときは、速やかに「申請様式集」様式８

「申請書記載事実変更届」により届け出てください。

② 申請書類は、審査のため選定委員会の委員に配付します。また、提出された申請書類は理

由の如何を問わず返却しません。

③ 道が提示する資料等の著作権は道及び作成者に帰属し、申請者の提出する申請書類の著作

権は申請者に帰属します。なお、指定手続の経過及び指定結果の公表等のため必要と認める

ときは、道は提出書類の一部又は全部を無償で使用することができることとします。

④ 申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている業務手法等を用いた結果生じた事象に係

る責任は、すべて申請者が負うものとします。

（３）公正な手続等を妨げる行為

① 本業務の指定管理者に係る指定手続における公正な手続を妨げる行為又は不正の利益を得

るため連合する行為について情報があったときは、手続の執行を延期し、又は事情聴取を行

うことがあります。なお、選定の決定又は指定においてこのような事実があったと認められ

るときは、決定又は指定を取り消すことがあります。

②道が必要と認めたときは、指定の手続を延期し、中止し、又は取り消すことがあります。
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新 旧 備 考

・修正なし
（４）選定又は指定の対象からの除外等

申請者が次に掲げる事項に該当したときは、その者を選定又は指定の対象から除外し、又は

選定の決定若しくは指定を取り消す場合があります。

① 選定委員会の委員又は本業務に従事する道職員若しくは本件関係者に対し、本件応募につ

いて不正に接触する行為、その他の公正な手続を妨げる行為の事実が判明した場合

② 本件応募について不正な利益を得るために連合した場合

③ 申請書類等に虚偽の記載があった場合

④ 複数の業務計画書又は収支計画書を提出した場合

⑤ 申請資格を満たしていないこと又は欠格事項に該当することが判明した場合

⑥ 申請者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合

⑦ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として本業務を行うことに

ついて相応しくないと道が認めた場合

⑧ その他不正な行為があったと道が認める場合

（５）不正行為情報への対応

上記（４）の①又は②の行為に関する情報があったとき、その他道が必要と認めたときは、

指定の手続を延期し、中止し、取り消し、又は事情聴取を行うことがあります。

（６）申請の取下げ

申請書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに「申請様式集」様式７「指定管理者指定

申請辞退届」により届け出てください。

（７）費用の負担

申請の手続に必要な費用は、申請者の負担とします。

（８）使用する言語及び単位

申請書類及びその他指定の手続並びに本業務に関して使用する言語は日本語とし、使用する

（ ） 、 、 。単位は計量法 平成４年法律第５１号 に定めるもの 通貨単位は円 時刻は日本標準時とします

（９）道が公表した資料等の取扱い

、 。道が公表した資料等は 当該申請に係る検討以外の目的で使用してはならないものとします

（６）申請の取下げ

申請書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに「申請様式集」様式７「指定管理者指定

申請辞退届」により届け出てください。

（７）費用の負担

申請の手続に必要な費用は、申請者の負担とします。

（８）使用する言語及び単位

申請書類及びその他指定の手続並びに本業務に関して使用する言語は日本語とし、使用する

（ ） 、 、 。単位は計量法 平成４年法律第５１号 に定めるもの 通貨単位は円 時刻は日本標準時とします

（９）道が公表した資料等の取扱い

、 。道が公表した資料等は 当該申請に係る検討以外の目的で使用してはならないものとします
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新 旧 備 考

・公募説明会は新型コロナウイ
ルス感染症拡大のためweb開
催

・申請者ヒアリングの日程を新
設

第５ 指定手続等のスケジュール

１ スケジュール

指定管理者の公募から業務開始までのスケジュールは、おおむね次のとおりです。

日 程（予定） 内 容

① 申請受付及び以下に定める資料（以下「公募要項等」令 和 ３ 年 2 0 2 1 年（ ） １ ０ 月 １ ３ 日 水（ ）
という ）の公表の期間～ 令 和 １ ２ 月 １ 日 水３ 年 2 0 2 1 年（ ） （ ） 。
・道営住宅等の指定管理者公募要項
・対象施設
・業務の範囲
・道営住宅等の管理に関する協定書（案）
・道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書
・指定管理者申請様式集
・道営住宅等の指定管理者候補者選定基準等（以下「選
定基準」という ）。

・指定管理者が行う業務に対する評価の基準

② 公募要項等の説明会（ ）令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ０ 月 ２ ０ 日 水（ ） （ ） Web開催

③ 公募要項等に対する質問受付期間令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ３ 日 水（ ） （ ）１ ０ 月
（ ） （ ）～ １ １ 月令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 ８ 日 月

④ 公募要項等に対する質問への回答公表期間令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ５ 日 月（ ） （ ）１ １ 月
（ ） （ ）～ 令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ２ 月 １ 日 水

提案内容の審査に係る申請者ヒアリング令 和 3 年 （ 2 0 2 1 年 ） １ ２ 月 １ ８ 日 （ 土 ） ⑤
（ ） （ ）～ 令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ２ 月 １ ９ 日 日

⑥ 指定管理者候補者の選定令和３年（2021年）１２月２４日（金）

⑦ 令和４年第１回北海道議会定例会への提案令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） ２ 月

⑧ 議会の議決後に協定を締結令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） ３ 月

⑨ 指定管理者による道営住宅管理業務の開始令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） ４ 月 １ 日 ～

第５ 指定手続等のスケジュール

１ スケジュール

指定管理者の公募から業務開始までのスケジュールは、おおむね次のとおりです。

日 程（予定） 内 容

① 申請受付及び以下に定める資料（以下「公募要項等」と平成２９年１０月１３日（金）～
いう ）の公表の期間平成２９年１２月 １日（金） 。

・道営住宅等の指定管理者公募要項
・対象施設
・業務の範囲
・道営住宅等の管理に関する協定書（案）
・道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書
・指定管理者申請様式集
・道営住宅等の指定管理者候補者選定基準等（以下「選定
基準」という ）。
・指定管理者が行う業務に対する評価の基準

平成２９年１０月１８日（水） ②-1 公募要項等の説明会（開催地：網走市）

平成２９年１０月１９日（木） ②-2 公募要項等の説明会（開催地：旭川市）

平成２９年１０月２３日（月） ②-3 公募要項等の説明会（開催地：釧路市）

平成２９年１０月２３日（月） ②-4 公募要項等の説明会（開催地：函館市）

平成２９年１０月２４日（火） ②-5 公募要項等の説明会（開催地：帯広市）

平成２９年１０月２４日（火） ②-6 公募要項等の説明会（開催地：室蘭市）

平成２９年１０月２５日（水） ②-7 公募要項等の説明会（開催地：札幌市）

平成２９年１０月１３日（金）～ ③ 公募要項等に対する質問受付期間
平成２９年１１月 ６日（月）

平成２９年１１月１３日（月）～ ④ 公募要項等に対する質問への回答公表期間
平成２９年１２月 １日（金）

平成２９年１２月１６日（土）～ ⑤ 指定管理者候補者の選定
平成２９年１２月１７日（日）

平成３０年 ２月 ⑥ 平成３０年第１回北海道議会定例会への提案

平成３０年 ３月 ⑦ 議会の議決後に協定を締結

平成３０年 ４月１日～ ⑧ 指定管理者による道営住宅管理業務の開始
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新 旧 備 考

・年号修正

・文言整理

・web開催に伴う修正

２ 公募要項等の公表等

（１）公募要項等の公表

公表方法

公募要項等は、 から北海道建設部住宅局住宅課の令和３年（2021年）１０月１３日（水）

掲載します。ホームページ（以下「ホームページ」という ）に。

、 （ 「 」 。） 、 。また 本業務に関する道の問い合わせ先 以下 窓口 という は 以下となっています

係【問い合わせ先】北海道建設部住宅局住宅課住宅管理

住 所 〒 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階060-8588

ＴＥＬ ０１１－２３１－４１１１（内線２９－５３５）

ＦＡＸ ０１１－２３２－２６８９

kensetsu.jutaku1@pref.hokkaido.lg.jp電子メールアドレス

北海道建設部住宅局住宅課ホームページアドレス

index.htmlhttps://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/

（Web開催）（２）公募要項等の説明会

公募要項等の内容について、次により説明会を開催します。

開催方法日 時

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、Zoomによるリモート参加をお願いし
ます。※各回同様の説明内容となります。

【１回目】 【１回目】
令和３年（2021年）10月20日（水） [接続先URL]

10:00～11:30 URL：
ﾐｭｰﾃｨﾝｸﾞID：
ﾊﾟｽｺｰﾄﾞ：

【２回目】 【２回目】
令和３年（2021年）10月20日（水） URL：

13:30～15:00 ﾐｭｰﾃｨﾝｸﾞID：
ﾊﾟｽｺｰﾄﾞ：

① 参加者

参加者は、本業務に申請予定の法人その他の団体（以下「団体」という ）とし、１団体。

２名までとします。なお、参加者の団体名等は公表しません。

「 （ ）」 、参加を希望する場合は 公募要項等説明会参加申込書 別紙３ に所要の事項を記入し

窓口へ するか、ＦＡＸ又は電子メール令和３年（2021年）１０月１８日（月）までに 郵送

により申し込むものとします。なお、電話での申込みは受け付けません。

事前ダウンロード② 資料の

説明会当日までにダウンロード説明会に参加する場合は、ホームページから公募要項等を

資料は別紙４のとおりです。をお願いします。ダウンロードする

（３）公募要項等への質問及び回答

① 質問の受付

「 （ ）」 、「 」ア 公募要項等について質問がある場合は 別紙５ 公募要項等質問書 に記入の上 ウ

の受付期間内に 又は電子メールにより提出するものとします。なお、電話で窓口への郵送

の問い合わせにはお答えできません。

イ １件の質問に対し、１枚の用紙を使用してください。

２ 公募要項等の公表等

（１）公募要項等の公表

① 公表方法

公募要項等は、平成２９年１０月１３日（金）から北海道建設部住宅局住宅課のホームペー

ジ（以下「ホームページ」という ）に掲載するほか、本業務に関する道の問い合わせ先（以。

下「窓口」という ）で、平成２９年１０月１３日（金）から平成２９年１２月１日（金）ま。

で閲覧することができます。

【問い合わせ先】北海道建設部住宅局住宅課住宅管理グループ

住 所 〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階

ＴＥＬ ０１１－２３１－４１１１（内線２９－５３５）

ＦＡＸ ０１１－２３２－２６８９

電子メールアドレス kensetsu.jutaku1@pref.hokkaido.lg.jp

北海道建設部住宅局住宅課ホームページアドレス

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/

② 閲覧時間

土、日曜及び祝日を除く午前９時から正午及び午後１時から午後５時までとします。

（２）公募要項等の説明会

公募要項等の内容について、次により説明会を開催します。

開 催 日 時 開 催 場 所

平成29年10月18日（水） オホーツク合同庁舎 ３階 ３０２会議室
14:00～15:30 網走市北７条西３丁目

平成29年10月19日（木） 旭川建設管理部事業課庁舎 ３階会議室
13:30～15:00 旭川市東３条５丁目１－４４

平成29年10月23日（月） 釧路総合振興局 地下会議室
14:00～15:30 釧路市浦見２丁目２－５４

平成29年10月23日（月） 渡島合同庁舎 ４階 ４０２会議室
14:00～15:30 函館市美原４丁目６－１６

平成29年10月24日（火） 十勝合同庁舎 地下会議室
10:30～12:00 帯広市東３条南３丁目１

平成29年10月24日（火） むろらん広域センタービル ３階 室蘭建設管理部会議室
13:30～15:00 室蘭市海岸町１丁目４－１

平成29年10月25日（水） 第２水産ビル ４階 ４Ｓ会議室
10:00～11:30 札幌市中央区北３条西７丁目

① 参加者

参加者は、本業務に申請予定の法人その他の団体（以下「団体」という ）とし、１団体２。

名までとします。なお、参加者の団体名等は公表しません。

参加を希望する場合は「公募要項等説明会参加申込書（別紙３ 」に所要の事項を記入し、）

平成２９年１０月１７日（火）午後５時までに窓口へ持参するか、ＦＡＸ又は電子メールによ

り申し込むものとします。なお、電話での申込みは受け付けません。

② 資料の持参

説明会に参加する場合は、ホームページから公募要項等をダウンロードして持参してくださ

い。持参する資料は別紙４のとおりです。

（３）公募要項等への質問及び回答

① 質問の受付

「 （ ）」 、「 」ア 公募要項等について質問がある場合は 別紙５ 公募要項等質問書 に記入の上 エ

の受付期間内に窓口まで持参又は電子メールにより提出するものとします。なお、電話で

の問い合わせにはお答えできません。

イ １件の質問に対し、１枚の用紙を使用してください。



- 18 -

新 旧 備 考

・新型コロナウイルス感染症拡大
に伴い、持参を削除

・選定委員の変更

・道総務部作成準則に基づく追加

、 （ 、 ）ウ 持参する場合は 記入した質問書の内容を記録した記憶媒体 ＣＤ ＤＶＤのいずれか

も併せて提出してください（ラベルに団体名を記載してください 。）

エ 受付期間は平成２９年１０月１３日（金）から平成２９年１１月６日（月）までとしま

す。窓口に持参する場合は、土、日曜及び祝日を除く午前９時から正午及び午後１時から

午後５時までとします。

電子メールでの受付は、受付開始日の午前９時から受付終了日の午後５時までに窓口の

メールアドレスにおいて受信したものを有効とします。

② 質問に対する回答

受け付けた質問に対する回答は、ホームページにおいて平成２９年１１月１３日（月）から

公表します。なお、回答に当たっては、質問を行った団体名は公表しません。また、質問に該

当しないと判断した場合は、回答しないことがあります。

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定

１ 選定委員会の設置

（１）本業務における指定管理者の候補者を選定するため、あらかじめ選定委員会を設置します。

（２）庶務を処理するため、建設部住宅局住宅課内に事務局を設置します。

（３）選定委員会は、申請者のうち申請資格の要件を満たす者を対象として 「選定基準」に基づ、

き審査を行い、指定管理者の候補者として最適な団体を選定して、審査の経過とともに道に報

告します。

（４）申請予定者は、本業務の指定管理者が指定されるまでの期間、選定委員との接触を禁止しま

す。

【選定委員会委員】

委 員 長 岡 田 直 人 北星学園大学社会福祉学部 教授

副委員長 古 屋 賢 司 札幌市アパート業協同組合 常任理事

委 員 谷 口 尚 弘 北海道科学大学工学部 教授

委 員 奈 良 顕 子 （有）奈良建築環境設計室取締役室長

委 員 八 木 由起子 「北海道生活」編集長

２ 審査等の方法

申請団体から提出された申請書について、申請資格及び欠格事項、必須項目、管理経費（以下

「申請資格等」という ）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について。

提案内容の審査を行い、最優秀候補者及び優秀候補者（次点）を選定します。

なお、審査の方法等は「選定基準」をご覧ください

（１）必須項目

申請団体は次に示す必須項目の要件を満たすものとし、満たさない場合は失格となります。

① 当該団体が業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等に違反したことにより、

当該法令等の規定による罰則処分を現に受けていない団体であること。

（ 。 「 」② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第７７号 以下 暴対法

という ）第２条第２号の規定に該当しない団体であること。。

③ 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）に暴対法第２条第６号

の規定に該当する者が就任していない団体であること。

④ 公租公課に滞納がない団体であること。

令和３年（2021年）１０月１３日（水）から令和３年（2021年）１１月ウ 受付期間は

とします。８日（月）まで

受付は最終日の午後５時まで到着分のみ有効となります。

電子メールでの受付は、受付開始日の午前９時から受付終了日の午後５時までに窓口の

メールアドレスにおいて受信したものを有効とします。

② 質問に対する回答

令和３年（2021年）１１月１５日受け付けた質問に対する回答は、ホームページにおいて

から公表します。なお、回答に当たっては、質問を行った団体名は公表しません。ま（月）

た、質問に該当しないと判断した場合は、回答しないことがあります。

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定

１ 選定委員会の設置

（１）本業務における指定管理者の候補者を選定するため、あらかじめ選定委員会を設置します。

（２）庶務を処理するため、建設部住宅局住宅課内に事務局を設置します。

（３）選定委員会は、申請者のうち申請資格の要件を満たす者を対象として 「選定基準」に基づ、

き審査を行い、指定管理者の候補者として最適な団体を選定して、審査の経過とともに道に報

告します。

（４）申請予定者は、本業務の指定管理者が指定されるまでの期間、選定委員との接触を禁止しま

す。

【選定委員会委員】

委 員 長 岡 田 直 人 北星学園大学社会福祉学部 教授

札幌市立大学デザイン学部 講師副委員長 片 山 めぐみ

謙一良 日本建築家協会北海道支部 顧問委 員 遠 藤

「北海道生活」 編集長委 員 八 木 由起子

中 井 悦 子 江別消費者協会 会長委 員

２ 審査等の方法

申請団体から提出された申請書について、申請資格及び欠格事項、必須項目、管理経費（以下

「申請資格等」という ）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について。

提案内容の審査を行い、最優秀候補者及び優秀候補者（次点）を選定します。

なお、審査の方法等は「選定基準」をご覧ください

（１）必須項目

申請団体は次に示す必須項目の要件を満たすものとし、満たさない場合は失格となります。

① 当該団体が業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等に違反したことにより、

当該法令等の規定による罰則処分を現に受けていない団体であること。

（ 。 「 」② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第７７号 以下 暴対法

という ）第２条第２号の規定に該当しない団体であること。。

③ 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）に暴対法第２条第６号

の規定に該当する者が就任していない団体であること。

④ 公租公課に滞納がない団体であること。

⑤ 健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行している団体であること （加入義。

務がない場合を除く ）。
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・年号等の修正

・道総務部作成準則に基づく追加

（２）不適格団体への通知

選定委員会は、申請資格等が不適格で失格となった団体に対し、失格の理由を付して通知し

ます。

（３）提案内容の審査

選定委員会の委員は、選定基準に基づき、次により総合的な評価、審査を実施し候補者の選

定を行います。

① 審査内容

ア 管理経費に関すること。

イ 道内中小企業等の支援に関すること。

ウ 基礎的な業務に関すること。

エ 利用者へのサービスに関すること。

オ 業務実績評価に関すること。

② ヒアリング

提案内容の審査に当たっては、申請者に対してヒアリングの実施を予定しています。

ア 実施時期 平成２９年１２月１６日（土）～１７日（日）

イ 実施場所 申請者（代表団体）に別途通知します。

３ 指定管理者の選定及び指定

選定委員会は、 第５条に定める方法により道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領

最適な候補者を決定します。なお、選定委員会が指定管理者として適格な候補者を選定しがたい

と認めた場合は、候補者を選定しないことがあります。

また、議会へ提案するまでに最優秀候補者が資格要件等を失った場合は、優秀候補者を最優秀

候補者とします。

道は、最優秀候補者として選定された候補者を、平成３０年第１回北海道議会定例会における

議決を経て指定管理者として指定します。

４ 審査結果等の公表

道は、当該業務の候補者を選定したときは、すべての申請者に対し審査結果を通知するととも

に、議会の議決を経て指定管理者を指定したときは、審査の経過、選定の結果及び指定の結果を

ホームページ等において公表します。

５ 協定の締結

（１）協定書に基づき道が支払う管理経費は、申請により提示された額とします。

（２）道と指定管理者は、条例又は規則に定めのない細目的事項について協議を行い、協定を締結

します。なお、締結する協定の内容は「協定書（案 」のとおりとします。）

第７ その他の事項

１ 業務の継続が困難になった場合等の措置

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに道に

報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。

（２）不適格団体への通知

選定委員会は、申請資格等が不適格で失格となった団体に対し、失格の理由を付して通知し

ます。

（３）提案内容の審査

選定委員会の委員は、選定基準に基づき、次により総合的な評価、審査を実施し候補者の選

定を行います。

① 審査内容

ア 管理経費に関すること。

イ 道内中小企業等の支援に関すること。

ウ 基礎的な業務に関すること。

エ 利用者へのサービスに関すること。

オ 業務実績評価に関すること。

② ヒアリング

提案内容の審査に当たっては、申請者に対してヒアリングの実施を予定しています。

令和３年（2021年）１２月１８日（土）～１９日（日）ア 実施時期

※申請者数によっては、日数が短縮される場合があります。

イ 実施場所 申請者（代表団体）に別途通知します。

３ 指定管理者の選定及び指定

選定委員会は、 第５条に定める方法により道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領

最適な候補者を決定します。なお、選定委員会が指定管理者として適格な候補者を選定しがたい

と認めた場合は、候補者を選定しないことがあります。

また、議会へ提案するまでに最優秀候補者が資格要件等を失った場合は、優秀候補者を最優秀

候補者とします。

道は、最優秀候補者として選定された候補者を、 第１回北海道議会定例会における議令和４年

決を経て指定管理者として指定します。

４ 審査結果等の公表

道は、当該業務の候補者を選定したときは、すべての申請者に対し審査結果を通知するととも

に、議会の議決を経て指定管理者を指定したときは、審査の経過、選定の結果及び指定の結果を

ホームページ等において公表します。

５ 協定の締結

（１）協定書に基づき道が支払う管理経費は、申請により提示された額とします。

（２）道と指定管理者は、条例又は規則に定めのない細目的事項について協議を行い、協定を締結

します。なお、締結する協定の内容は「協定書（案 」のとおりとします。）

第７ 公租公課

指定管理者は、法人税や事業所税などが課税される場合がありますので、必要に応じ、管轄

の市町、税務署等の関係機関に確認してください。

第 その他の事項８

１ 業務の継続が困難になった場合等の措置

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに道に

報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。
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（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそれ

が生じた場合には、道は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の

提出及び実施を求めることができます。また、指定管理者がその期間内に改善することができ

なかった場合等には、道は指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命

じることができるものとします。

（２）指定が取り消された場合等の賠償

上記（１）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止され

た場合、指定管理者は、道に生じた損害を賠償しなければなりません。

（３）不可抗力等による場合

不可抗力その他道又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の継続が

困難となった場合、道と指定管理者は、業務継続の可否等について協議を行い、継続が困難と

判断した場合、道は指定管理者の指定の取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じ

ることができるものとします。

２ その他の協議すべき事項

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、道及び指定管理者双方が誠意を持って協議

するものとします。

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそれ

が生じた場合には、道は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の

提出及び実施を求めることができます。また、指定管理者がその期間内に改善することができ

なかった場合等には、道は指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命

じることができるものとします。

（２）指定が取り消された場合等の賠償

上記（１）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止され

た場合、指定管理者は、道に生じた損害を賠償しなければなりません。

（３）不可抗力等による場合

不可抗力その他道又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の継続が

困難となった場合、道と指定管理者は、業務継続の可否等について協議を行い、継続が困難と

判断した場合、道は指定管理者の指定の取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じ

ることができるものとします。

２ その他の協議すべき事項

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、道及び指定管理者双方が誠意を持って協議

するものとします。
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・修正なし別紙１（リスク分担表）

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
法令の変更 広く事業者一般を対象とした法令の変更による

共 通 費用の増加（収入の減少 、事業の中断等による）

損害

○
指定管理業務に直接関わる法令の変更による費

用の増加（収入の減少 、事業の中断等による損）

害

そ の 他 の 制 度 道条例・規則の廃止その他道の行財政運営上の

変更 決定に基づく制度変更等による費用の増加（収 ○

入の減少 、事業の中断等による損害）

上記のうち、公の施設の廃止その他の指定管理

者制度に直接関わる制度変更等による費用の増 ○

加（収入の減少 、事業の中断等による損害）

税制の変更 新税の創設等による費用の増加（利益の減少） ○

上記のうち、指定管理業務の継続に重大な影響 協議事項

を及ぼすもの

物価・金利・ 物価・賃金水準の変動、インフレ・デフレ、金

為替レートの 利変動、為替レートの変動に伴う費用の増加又 ○

変動 は利益の減少

○
資金調達 資金調達ができなくなったことによる指定管理

業務の中断等

、事業の中止・ 施設設置の瑕疵や経年劣化による施設の損壊等

延期 施設の改築・移転、大規模修繕の実施等による ○

事業の中断による遅延・中止

○
指定管理者の事業放棄・破綻による事業中止・

延期

○
指定管理業務の開始・継続に要する許認可等が

取得・更新されないことによる事業の中止・延

期

○
上記のうち、道が取得すべき許認可が取得・更

新されないことによる事業の中止・延期

申請段階 申請コスト 申請コストの負担 ○

書類の瑕疵 道が作成・公表した公募要項等の瑕疵による損 ○

害

○
申請者が作成・提出した申請書類等の瑕疵によ

る損害

準備段階 引継コスト 施設運営の引継コストの負担 ○

別紙１（リスク分担表）

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
法令の変更 広く事業者一般を対象とした法令の変更による

共 通 費用の増加（収入の減少 、事業の中断等による）

損害

○
指定管理業務に直接関わる法令の変更による費

用の増加（収入の減少 、事業の中断等による損）

害

そ の 他 の 制 度 道条例・規則の廃止その他道の行財政運営上の

変更 決定に基づく制度変更等による費用の増加（収 ○

入の減少 、事業の中断等による損害）

上記のうち、公の施設の廃止その他の指定管理

者制度に直接関わる制度変更等による費用の増 ○

加（収入の減少 、事業の中断等による損害）

税制の変更 新税の創設等による費用の増加（利益の減少） ○

上記のうち、指定管理業務の継続に重大な影響 協議事項

を及ぼすもの

物価・金利・ 物価・賃金水準の変動、インフレ・デフレ、金

為替レートの 利変動、為替レートの変動に伴う費用の増加又 ○

変動 は利益の減少

○
資金調達 資金調達ができなくなったことによる指定管理

業務の中断等

、事業の中止・ 施設設置の瑕疵や経年劣化による施設の損壊等

延期 施設の改築・移転、大規模修繕の実施等による ○

事業の中断による遅延・中止

○
指定管理者の事業放棄・破綻による事業中止・

延期

○
指定管理業務の開始・継続に要する許認可等が

取得・更新されないことによる事業の中止・延

期

○
上記のうち、道が取得すべき許認可が取得・更

新されないことによる事業の中止・延期

申請段階 申請コスト 申請コストの負担 ○

書類の瑕疵 道が作成・公表した公募要項等の瑕疵による損 ○

害

○
申請者が作成・提出した申請書類等の瑕疵によ

る損害

準備段階 引継コスト 施設運営の引継コストの負担 ○
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・修正なし

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
管理運営 施 設 の 損 壊 等 通常の使用による施設・設備・外構・備品の損

段階 に よ る 修 繕 、 傷に伴う維持管理・補修費用の増加等

○
事業の中断 日常的な維持管理の瑕疵に基づく維持管理・補

修費用の増加等

協議事項
天災その他不可抗力による施設、設備の損壊に

よる損害、事業の中断等

法令改正により必要となった施設の修繕等に係

○
る費用の増加、業務の中断等（施設利用者の生

命身体の安全確保を目的として施設躯体の改修

が必要となった場合）

○
上記以外の法令改正により必要となった施設・

設備・外構の維持補修

天災その他不可抗力による事業中止等 協議事項
不 可 抗 力 に よ

る事業の中断

○
社 会 経 済 情 勢 利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの

の変化 誤りその他の事由による経営不振

○
住民対応 道営住宅の指定管理者制度導入に対する住民反

対運動や訴訟

○
指定管理者が適切に管理すべき業務に関する苦

情等

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
管理運営 施 設 の 損 壊 等 通常の使用による施設・設備・外構・備品の損

段階 に よ る 修 繕 、 傷に伴う維持管理・補修費用の増加等

○
事業の中断 日常的な維持管理の瑕疵に基づく維持管理・補

修費用の増加等

協議事項
天災その他不可抗力による施設、設備の損壊に

よる損害、事業の中断等

法令改正により必要となった施設の修繕等に係

○
る費用の増加、業務の中断等（施設利用者の生

命身体の安全確保を目的として施設躯体の改修

が必要となった場合）

○
上記以外の法令改正により必要となった施設・

設備・外構の維持補修

天災その他不可抗力による事業中止等 協議事項
不 可 抗 力 に よ

る事業の中断

○
社 会 経 済 情 勢 利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの

の変化 誤りその他の事由による経営不振

○
住民対応 道営住宅の指定管理者制度導入に対する住民反

対運動や訴訟

○
指定管理者が適切に管理すべき業務に関する苦

情等
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新 旧 備 考

・令和３年第３回北海道議会定例
会の議決後に負担金上限額を記
載

別紙２
【負担金上限額の積算内訳】

総 額 （ 千 円 ）
夕 張 市 美 唄 市 芦 別 市 赤 平 市 三 笠 市 滝 川 市 砂 川 市 深 川 市 南 幌 町 沼 田 町 札 幌 圏 小 樽 市岩 見 沢 市 千 歳 恵 庭 圏

A (B+G+H+I+J)負 担 金 上 限 額 【 】
B (C+F)業 務 原 価 【 】

C (D+E)直 接 業 務 費 【 】
直 接 人 件 費 【 】D
直 接 物 品 費 【 】E

【 】（ ）業 務 管 理 費 ％F C×1
一 般 管 理 費 【 （ ○ ％ ）G B×】
修 繕 等 【 】H
消 費 税 【 】I
外 部 委 託 費 【 】J

総 額 （ 千 円 ）
岩 内 町 余 市 町 室 蘭 圏 浦 河 町 函 館 圏 江 差 町 旭 川 市 名 寄 市 士 別 市倶 知 安 町 苫 小 牧 市 木 古 内 町 富 良 野 市新 ひ だ か 町

A (B+G+H+I+J)負 担 金 上 限 額 【 】
B (C+F)業 務 原 価 【 】

C (D+E)直 接 業 務 費 【 】
直 接 人 件 費 【 】D
直 接 物 品 費 【 】E

）業 務 管 理 費 ％【 】（F C×1
一 般 管 理 費 【 （ ○ ％ ）G B×】
修 繕 等 【 】H
消 費 税 【 】I
外 部 委 託 費 【 】J

総 額 （ 千 円 ）
中 標 津 町留 萌 市 苫 前 町 稚 内 市 北 見 市 網 走 市 紋 別 市 美 幌 町 斜 里 町 遠 軽 町 帯 広 圏 釧 路 圏 根 室 市

A (B+G+H+I+J)負 担 金 上 限 額 【 】
B (C+F)業 務 原 価 【 】

C (D+E)直 接 業 務 費 【 】
直 接 人 件 費 【 】D
直 接 物 品 費 【 】E

【 】（ ）業 務 管 理 費 ％F C×1
一 般 管 理 費 【 （ ○ ％ ）G B×】
修 繕 等 【 】H
消 費 税 【 】I
外 部 委 託 費 【 】J

【負担金上限額を構成する経費の内容】
経 費 の 名 称 経 費 の 内 容 備 考

Ａ 負 担 金 上 限 額 業 務 原 価 ＋ 一 般 管 理 費 修 繕 等 消 費 税 外 部 委 託 費B G + H + I + J
Ｂ 業 務 原 価 直 接 業 務 費 業 務 管 理 費C + F
Ｃ 直 接 業 務 費 直 接 人 件 費 直 接 物 品 費D +E
Ｄ 直 接 人 件 費 公 の 施 設 の 維 持 管 理 及 び 運 営 業 務 に 直 接 従 事 す る 従 業 員 等 （ 臨 時 雇 用 を 含 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算

む ） が そ の 労 働 力 を 消 費 す る こ と に よ っ て 発 生 す る 費 用 で 、 当 該 従 業 員 等。
の 給 料 手 当 賞 与 、 賃 金 等 に 相 当 す る も の

Ｅ 直 接 物 品 費 公 の 施 設 の 維 持 管 理 及 び 運 営 業 務 に 直 接 従 事 す る 従 業 員 等 が 、 当 該 業 務 を 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算
行 う の に 必 要 な 物 品 等 を 消 費 し 、 又 は 使 用 す る こ と に よ っ て 発 生 す る 費 用

Ｆ 業 務 管 理 費 指 定 管 理 者 が 、 公 の 施 設 の 現 場 に お い て 業 務 を 管 理 す る た め に 必 要 な 直 接 直 接 業 務 費 に 管 理 費 率 （ １ ％ ） を 乗 じ て
業 務 費 以 外 の 費 用 積 算

Ｇ 一 般 管 理 費 指 定 管 理 者 が 法 人 等 を 継 続 的 に 維 持 運 営 す る の に 必 要 な 直 接 業 務 費 及 び 業 業 務 原 価 に 一 般 管 理 費 率 （ ３ ０ ％ ～ ４ ０
務 管 理 費 以 外 の 費 用 で 、 一 般 管 理 費 （ 営 業 費 を 含 む ） 及 び 営 業 利 益 に 相 当 す ％ ） を 乗 じ て 積 算
る 費 用

Ｈ 修 繕 等 住 宅 及 び 駐 車 場 の 維 持 管 理 に 必 要 と な る 費 用 積 上 げ 及 び 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算
Ｉ 消 費 税 業 務 原 価 、 一 般 管 理 費 及 び 修 繕 費 の 合 計 に 税 率 １ ０ ％ ） を 乗 じ て 算 出
Ｊ 外 部 委 託 費 道 営 住 宅 団 地 自 治 会 へ の 住 宅 駐 車 場 管 理 業 務 の 委 託 に 要 す る 費 用 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算

注 １ 直 接 人 件 費 及 び 直 接 物 品 費 の 単 価 は 、 市 場 価 格 及 び 実 績 額 を 参 考 と し て 定 め て い ま す 。
、 。注 ２ 業 務 管 理 費 率 は 指 定 管 理 者 の 業 務 内 容 等 を 勘 案 し て 一 般 管 理 費 率 は 業 務 原 価 の 規 模 等 に 応 じ て そ れ ぞ れ 公 の 施 設 ご と に 定 め て い ま す

別紙２
【負担金上限額の積算内訳】

総額（千円）
夕張市 美唄市 芦別市 赤平市 三笠市 滝川市 砂川市 深川市 南幌町 沼田町 札幌圏 小樽市岩見沢市 千歳恵庭圏

51,330 136,699 81,231 29,397 40,544 6,411 65,177 48,328 30,872 16,409 18,858 79,297 337,509負担金上限額【A】(B+G+H+I+J) 2,151,293
7,356 19,980 8,952 4,408 5,728 3,328 10,364 6,824 4,920 2,252 2,660 279,768 8,592 42,336業務原価【B】(C+F)
7,288 19,784 8,868 4,368 5,672 3,296 10,268 6,764 4,876 2,232 2,636 277,000 8,512 41,924直接業務費【C】(D+E)
6,084 16,272 7,452 3,800 4,712 3,192 8,516 5,780 4,104 1,824 2,280 222,396 7,148 34,068直接人件費【D】
1,204 3,512 1,416 568 960 104 1,752 984 772 408 356 54,604 1,364 7,856直接物品費【E】
68 196 84 40 56 32 96 60 44 20 24 2,768 80 412業務管理費 F C×1％【 】（ ）
2,940 7,992 3,580 1,760 2,288 1,328 4,144 2,728 1,968 900 1,064 83,928 3,436 14,816一般管理費【G （B×○％）】
35,518 93,033 59,473 19,808 28,026 1,036 43,579 33,046 20,104 11,194 12,940 58,353 240,735修繕等【H】 1,532,171
4,208 11,090 6,618 2,373 3,330 523 5,346 3,922 2,460 1,315 1,534 175,654 6,560 27,530消費税【I】
1,308 4,604 2,608 1,048 1,172 196 1,744 1,808 1,420 748 660 79,772 2,356 12,092外部委託費【J】

総額（千円）
岩内町 余市町 室蘭圏 浦河町 函館圏 江差町 旭川市 名寄市 士別市倶知安町 苫小牧市 木古内町 富良野市新ひだか町

37,041 26,280 5,597 322,348 222,736 16,920 24,226 585,061 9,929 37,748 339,210 48,505 19,120 15,306負担金上限額【A】(B+G+H+I+J)
5,020 4,300 2,952 39,880 27,172 2,252 3,588 76,784 3,168 5,340 40,136 6,652 2,784 2,096業務原価【B】(C+F)
4,976 4,260 2,924 39,488 26,904 2,232 3,560 76,028 3,140 5,292 39,744 6,592 2,764 2,080直接業務費【C】(D+E)
4,104 3,496 2,888 31,180 21,748 1,824 3,040 61,908 3,040 4,560 32,092 5,628 2,280 1,672直接人件費【D】
872 764 36 8,308 5,156 408 520 14,120 100 732 7,652 964 484 408直接物品費【E】
44 40 28 392 268 20 28 756 28 48 392 60 20 16業務管理費 F C×1％【 】（ ）
2,008 1,720 1,176 15,952 10,868 900 1,432 26,872 1,264 2,136 14,044 2,660 1,112 836一般管理費【G （B×○％）】
25,429 17,375 932 229,282 160,023 11,657 16,279 411,633 4,492 25,862 251,540 33,686 12,784 10,398修繕等【H】
2,976 2,137 465 26,254 18,221 1,363 1,967 47,448 821 3,066 28,174 3,975 1,544 1,228消費税【I】
1,608 748 72 10,980 6,452 748 960 22,324 184 1,344 5,316 1,532 896 748外部委託費【J】

総額（千円）
中標津町留萌市 苫前町 稚内市 北見市 網走市 紋別市 美幌町 斜里町 遠軽町 帯広圏 釧路圏 根室市

108,528 9,697 44,791 32,114 28,345 8,399 9,571 334,041 326,160 66,168 34,267負担金上限額【A】(B+G+H+I+J) 134,036 165,451
12,912 1,312 6,848 20,040 19,620 5,008 4,100 1,312 1,688 44,932 39,460 7,564 5,764業務原価【B】(C+F)
12,788 1,304 6,784 19,844 19,432 4,960 4,060 1,304 1,676 44,492 39,072 7,492 5,712直接業務費【C】(D+E)
10,644 1,064 5,624 16,272 16,120 4,256 3,496 1,064 1,368 36,508 32,092 6,236 4,864直接人件費【D】
2,144 240 1,160 3,572 3,312 704 564 240 308 7,984 6,980 1,256 848直接物品費【E】
124 8 64 196 188 48 40 8 12 440 388 72 52業務管理費 F C×1％【 】（ ）
5,164 524 2,736 8,016 7,848 2,000 1,640 524 672 15,724 15,784 3,024 2,304一般管理費【G （B×○％）】
77,651 6,633 29,519 21,279 19,302 5,450 5,880 232,149 234,154 47,891 21,876修繕等【H】 89,488 118,481
8,861 780 3,592 2,607 2,295 665 759 27,112 26,618 5,381 2,763消費税【I】 10,792 13,450
3,940 448 2,096 5,700 6,052 1,220 1,008 448 572 14,124 10,144 2,308 1,560外部委託費【J】

【負担金上限額を構成する経費の内容】
経費の名称 経費の内容 備考

Ａ 負担金上限額 B 業務原価 ＋ G 一般管理費 + H 修繕等 + I 消費税 + J 外部委託費
Ｂ 業務原価 C 直接業務費 + F 業務管理費
Ｃ 直接業務費 D 直接人件費 +E 直接物品費
Ｄ 直接人件費 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等（臨時雇用 単価に必要数量を乗じて積算

を含む ）がその労働力を消費することによって発生する費用で、当該。
従業員等の給料手当賞与、賃金等に相当するもの

Ｅ 直接物品費 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等が、当該業 単価に必要数量を乗じて積算
務を行うのに必要な物品等を消費し、又は使用することによって発生す
る費用

Ｆ 業務管理費 指定管理者が、公の施設の現場において業務を管理するために必要な 直接業務費に管理費率（１％）を乗じて積
直接業務費以外の費用 算

（ ）Ｇ 一般管理費 指定管理者が法人等を継続的に維持運営するのに必要な直接業務費及 業務原価に一般管理費率 ３０％～４０％
び業務管理費以外の費用で、一般管理費（営業費を含む）及び営業利益 を乗じて積算
に相当する費用

Ｈ 修繕等 住宅及び駐車場の維持管理に必要となる費用 積上げ及び単価に必要数量を乗じて積算
Ｉ 消費税 業務原価、一般管理費及び修繕費の合計に税率（平成３０年４月１日

から８％、平成３１年１０月１日から１０％）を乗じて算出
Ｊ 外部委託費 道営住宅団地自治会への住宅駐車場管理業務の委託に要する費用 単価に必要数量を乗じて積算

注１ 直接人件費及び直接物品費の単価は、市場価格及び実績額を参考として定めています。
、 。注２ 業務管理費率は指定管理者の業務内容等を勘案して 一般管理費率は業務原価の規模等に応じてそれぞれ公の施設ごとに定めています
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別紙３（公募要項等説明会参加申込書） 別紙３（公募要項等説明会参加申込書）

・年号等修正

・web開催に伴う申込書の修正

※ 参加者人数は１団体につき２名以内とさせていただきます。

ＦＡＸ送信票
宛先：北海道建設部住宅局住宅課住宅管理係 行き

ＦＡＸ：０１１－２３２－２６８９
※会場や資料の準備のため、令和３年（2021年）１０月１８日（月）午後５時まで
にご送信ください。

令和 年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公募要項等説明会参加申込書

団体名

参加希望時間 【１回目】 【２回目】
参加を希望される欄の右

欄に「○」を記入してく 10:00～11:30 13:30～15:00
ださい。

（申込み窓口）
部 署 名 氏 名

参 加 者 役 職 名

氏 名 部 署 名
氏 名

役 職 名

参加用Ｚｏｏｍｱｶｳﾝﾄ名

（申込み窓口）
電 話 （ ） －

ＦＡＸ （ ） －

E - m a i l

ＦＡＸ送信票
宛先：北海道建設部住宅局住宅課住宅管理グループ 行き

ＦＡＸ：０１１－２３２－２６８９
※会場や資料の準備のため、平成２９年１０月１７日（火）午後５時までにご送信く

ださい。

（期限までに申込みできなかった方の当日のご参加も受け付けます。）

平成 年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公募要項等説明会参加申込書

団体名

参加希望 網走会場 旭川会場 釧路会場 函館会場 帯広会場 室蘭会場 札幌会場

会 場 10月18日(水) 10月19日(木) 10月23日(月) 10月23日(月) 10月24日(火) 10月24日(火) 10月25日(水)

（参加を希望 14:00～15:30 13:30～15:00 14:00～15:30 14:00～15:30 10:30～12:00 13:30～15:00 10:00～11:30

される欄の下

段に○を記入

して下さい）

（申込み窓口）

部 署 名 氏 名

参 加 者 役 職 名

氏 名 部 署 名
氏 名

役 職 名

（申込み窓口）

電 話 （ ） －

ＦＡＸ （ ） －

※ 参加者人数は１団体につき２名以内とさせていただきます。
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・年号修正

別紙４（公表資料）

資 料 名

① 道営住宅等の指定管理者公募要項

② 対象施設

③ 業務の範囲

④ 道営住宅等の管理に関する協定書（案）

⑤ 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書

⑥ 指定管理者申請様式集

⑦ 道営住宅等の指定管理者候補者選定基準

⑧ 指定管理者が行う業務に対する評価の基準

参考資料

法 公営住宅法

律 所得税法等の関係法令

北海道営住宅条例及び同施行規則

条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例及び同施行規則
例
・ 北海道暴力団の排除の推進に関する条例及び同施行規則
規
則 北海道個人情報保護条例

北海道情報公開条例

要 道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等
綱
等 道営住宅入居者のしおり 住まいのハンドブック

令和３年（2021年）10月13日（水）～令和３年（2021年）※１ 資料については、公募期間の

までホームページに掲載しておりますので、適宜ダウンロードしてご利用く12月１日（水）

ださい。

２ 参考資料の「所得税法等の関係法令」及び「道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等」

について、個々の法令名等は協定書（案）別記２「関係法令等」をご覧ください。

説明会に持参する資料は①から⑧までとします。

別紙４（公表資料）

資 料 名

① 道営住宅等の指定管理者公募要項

② 対象施設

③ 業務の範囲

④ 道営住宅等の管理に関する協定書（案）

⑤ 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書

⑥ 指定管理者申請様式集

⑦ 道営住宅等の指定管理者候補者選定基準

⑧ 指定管理者が行う業務に対する評価の基準

参考資料

法 公営住宅法

律 所得税法等の関係法令

北海道営住宅条例及び同施行規則

条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例及び同施行規則
例
・ 北海道暴力団の排除の推進に関する条例及び同施行規則
規
則 北海道個人情報保護条例

北海道情報公開条例

要 道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等
綱
等 道営住宅入居者のしおり 住まいのハンドブック

※１ 資料については、公募期間のH29.10.13(金)～H29.12.1(金)までホームページに掲載しており

ますので、適宜ダウンロードしてご利用ください。

２ 参考資料の「所得税法等の関係法令」及び「道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等」

について、個々の法令名等は協定書（案）別記２「関係法令等」をご覧ください。

説明会に持参する資料は①から⑧までとします。
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新 旧 備 考

別紙５（公募要項等質問書） ・年号削除

注１ 簡潔かつ具体的に記入してください。
２ 質問は、様式１枚につき１件とします。
３ 質問については、個別にはお答えしません。

年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公 募 要 項 等 質 問 書

道営住宅指定管理者業務の公募要項等について、次のとおり質問書を提出します。

団 体 名

所 在 地

部 署

担当者氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号

質問タイトル

公募要項等の
文書・資料名 （○P ○項○の○の○）

該 当 箇 所

内 容

平成 年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公 募 要 項 等 質 問 書

道営住宅指定管理者業務の公募要項等について、次のとおり質問書を提出します。

団 体 名

所 在 地

部 署

担当者氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号

質問タイトル

公募要項等の
文書・資料名 （○P ○項○の○の○）

該 当 箇 所

内 容

注１ 簡潔かつ具体的に記入してください。

２ 質問は、様式１枚につき１件とします。

３ 質問については、個別にはお答えしません。
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【資料４】
新 旧 対 照 表【公募要項】

新 旧 備 考

・年号の変更

道営住宅等の指定管理者公募要項

令和３年（2021年）10月

北海道建設部住宅局住宅課

平成２９年１０月

北海道建設部住宅局住宅課

道営住宅等の指定管理者公募要項
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新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく追加
（公租公課）

・前回錯誤による一部修正

（ 目 次 ）

第１ 公募の内容

１ 道営住宅等の概要 １………………………………………………………………………

２ 業務の内容 ２………………………………………………………………………………

３ 指定期間 ３…………………………………………………………………………………

４ 本業務に必要な費用 ３……………………………………………………………………

第２ 本業務の実施条件

１ 管理の考え方 ３……………………………………………………………………………

２ 基本的な事項 ３……………………………………………………………………………

３ 管理の目標及び要求水準 ４………………………………………………………………

第３ 適切な管理の確保に関する事項

１ 年次業務計画書等の提出 ４………………………………………………………………

２ 業務の一括委託の禁止 ４…………………………………………………………………

３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施 ４……………………………………………

４ 指定の取消 ５………………………………………………………………………………

５ 原状回復 ５…………………………………………………………………………………

６ リスク分担 ５………………………………………………………………………………

７ 準備期間中の業務 ５………………………………………………………………………

第４ 指定管理者の申請の手続

１ 申請の要件 ６………………………………………………………………………………

２ 申請手続等 10………………………………………………………………………………

３ 申請に当たっての留意事項 …………………………………………………………… 11

第５ 指定手続等のスケジュール

１ スケジュール …………………………………………………………………………… 13

２ 公募要項等の公表等 …………………………………………………………………… 14

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定

１ 選定委員会の設置 ……………………………………………………………………… 15

２ 審査等の方法 …………………………………………………………………………… 15

３ 指定管理者の選定及び指定 …………………………………………………………… 16

４ 審査結果等の公表 ……………………………………………………………………… 16

５ 協定の締結 ……………………………………………………………………………… 16

第７ 公租公課………………………………………………………………･…………………･‥16

第 その他の事項８

１ 業務の継続が困難になった場合等の措置 …………………………………………… 16

２ その他の協議すべき事項 ……………………………………………………………… 17

《別に定める事項の一覧》

１ 「道営住宅等の管理に関する協定書（案 」）

２ 「指定管理者申請様式集」

３ 「道営住宅等の指定管理者候補者選定基準」

（ 目 次 ）

第１ 公募の内容

１ 道営住宅等の概要 ……………………………………………………………………… １

２ 業務の内容 ……………………………………………………………………………… ２

３ 指定期間 ………………………………………………………………………………… ３

４ 本業務に必要な費用 …………………………………………………………………… ３

第２ 本業務の実施条件

１ 管理の考え方 …………………………………………………………………………… ３

２ 基本的な事項 …………………………………………………………………………… ３

３ 管理の目標及び要求水準 ……………………………………………………………… ３

第３ 適切な管理の確保に関する事項

１ 年次業務計画書等の提出 ……………………………………………………………… ４

２ 業務の一括委託の禁止 ………………………………………………………………… ４

３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施 …………………………………………… ４

４ 指定の取消 ……………………………………………………………………………… ５

５ 原状回復 ………………………………………………………………………………… ５

６ リスク分担 ……………………………………………………………………………… ５

７ 準備期間中の業務 ……………………………………………………………………… ５

第４ 指定管理者の申請の手続

１ 申請の要件 ……………………………………………………………………………… ６

２ 申請手続等 ……………………………………………………………………………… 10

３ 申請に当たっての留意事項 …………………………………………………………… 11

第５ 指定手続等のスケジュール

１ スケジュール …………………………………………………………………………… 12

２ 公募要項等の公表等 …………………………………………………………………… 13

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定

１ 選定委員会の設置 ……………………………………………………………………… 14

２ 審査等の方法 …………………………………………………………………………… 14

３ 指定管理者の選定及び指定 …………………………………………………………… 15

４ 審査結果等の公表 ……………………………………………………………………… 15

５ 協定の締結 ……………………………………………………………………………… 15

第７ その他の事項

１ 業務の継続が困難になった場合等の措置 …………………………………………… 15

２ その他の協議すべき事項 ……………………………………………………………… 16

第７ 別に定める事項の一覧

１ 「対象施設」

２ 「業務の範囲」

３ 「道営住宅等の管理に関する協定書（案 」）

４ 「道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書」

５ 「指定管理者申請様式集」

６ 「道営住宅等の指定管理者候補者選定基準」
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新 旧 備 考

・時点修正及び管理戸数の反映

道営住宅等の指定管理者公募要項

北海道（以下「道」という ）は、道営住宅及び共同施設（以下「道営住宅等」という ）を適切で。 。

効率的に維持・管理を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年北海道条例第８９号。以

下「指定手続条例」という ）第２条並びに北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第１１号）第６。

３条の規定に基づき、次により指定管理者を公募します。

第１ 公募の内容

１ 道営住宅等の概要

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

１ 空 知 夕 張 市 5 193 105
・公募単位は左記の４１区分ご

２ 空 知 岩 見 沢 市 8 549 369
ととします。

３ 空 知 美 唄 市 3 209 209

・団地数、管理戸数及び駐車場４ 空 知 芦 別 市 2 84 84

区画数は平成３０年４月１日５ 空 知 赤 平 市 3 152 94

(予定)のものです。６ 空 知 三 笠 市 (1) (16) (16)

、 、７ 空 知 滝 川 市 3 283 140 ※ただし 三笠市及び余市町は

平成30年度中に管理開始する８ 空 知 砂 川 市 3 145 145

団地数です。９ 空 知 深 川 市 2 114 114

１０ 空 知 南 幌 町 1 60 60
・道営住宅等の施設内訳及び詳

１１ 空 知 沼 田 町 1 53 53
細は別記１に定める「対象施

札 幌 市 30 5,311 3,975
設」に示すとおりです。

江 別 市 5 1,368 1,380
石 狩

・指定期間中に増減する道営住１２ 北 広 島 市 5 1,176 505
(札幌圏)

宅等についても指定管理業務石 狩 市 4 527 532

の対象施設に含めます。小 計 44 8,382 6,392

千 歳 市 1 150 135
石 狩

１３ 恵 庭 市 1 54 54
( )千歳恵庭圏

小 計 2 204 189

１４ 後 志 小 樽 市 15 1,196 969

１５ 後 志 倶 知 安 町 4 129 129

１６ 後 志 岩 内 町 2 124 60

１７ 後 志 余 市 町 (1) (6) (6)

室 蘭 市 10 620 205

胆 振 登 別 市 7 461 461
１８

(室蘭圏) 伊 達 市 3 214 214

小 計 20 1,295 880

１９ 胆 振 苫 小 牧 市 6 810 517

２０ 日 高 浦 河 町 1 60 60

２１ 日 高 新ひだか町 2 77 77

函 館 市 25 1,801 1,499

渡 島 北 斗 市 5 236 236
２２

(函館圏) 七 飯 町 2 102 54

小 計 32 2,139 1,789

道営住宅等の指定管理者公募要項

北海道（以下「道」という ）は、道営住宅及び共同施設（以下「道営住宅等」という ）を適切で。 。

効率的に維持・管理を行うため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年北海道条例第８９号。以

下「指定手続条例」という ）第２条並びに北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第１１号）第６。

３条の規定に基づき、次により指定管理者を公募します。

第１ 公募の内容

１ 道営住宅等の概要

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

105１ 空 知 夕 張 市 4 145
・公募単位は左記の４１区分ご

9 572 400２ 空 知 岩 見 沢 市
ととします。

3 209 209３ 空 知 美 唄 市

・団地数、管理戸数及び駐車場４ 空 知 芦 別 市 2 84 102

（ ）５ 空 知 赤 平 市 3 152 94 区画数は令和４年 2022年

４月１日 予定 のものです。６ 空 知 三 笠 市 1 16 16 ( )

3 283 140７ 空 知 滝 川 市

3 145 145８ 空 知 砂 川 市
・道営住宅等の施設内訳及び詳

2 114 114９ 空 知 深 川 市
「道営住宅等の管理に関細は

1 60 60１０ 空 知 南 幌 町
する協定書（案 （以下「協）」

1 53 53１１ 空 知 沼 田 町
別記１定書（案 」という ）） 。

5,186 3,850札 幌 市 30
に定める「対象施設」に示す

1,354 1,366江 別 市 5
とおりです。石 狩

5 505１２ 北 広 島 市 1,036
( )札幌圏

・指定期間中に増減する道営住石 狩 市 4 527 532

宅等についても指定管理業務小 計 44 8,103 6,253

の対象施設に含めます。千 歳 市 1 150 135
石 狩

1 54 54１３ 恵 庭 市
( )千 歳 恵 庭 圏

2 204 189小 計

1,184 924１４ 後 志 小 樽 市 15

4 129 129１５ 後 志 倶 知 安 町

2 124 60１６ 後 志 岩 内 町

2 12 12１７ 後 志 余 市 町

8 601 260室 蘭 市

7 461 461胆 振 登 別 市
１８

( ) 3 214 214室蘭圏 伊 達 市

18 1,276 935小 計

7 833 540１９ 胆 振 苫 小 牧 市

1 60 60２０ 日 高 浦 河 町

2 77 77２１ 日 高 新ひだか町

1,708 1,505函 館 市 25

256 266渡 島 北 斗 市 5
２２

3 142 99( )函館圏 七 飯 町

33 2,106 1,870小 計
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新 旧 備 考

・文言整理

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

39 39２３ 渡 島 木 古 内 町 1

2 108 108２４ 檜 山 江 差 町

1,221 475２５ 上 川 旭 川 市 9

3 147 123２６ 上 川 名 寄 市

1 72 72２７ 上 川 富 良 野 市

1 60 60２８ 上 川 士 別 市

6 316 316２９ 留 萌 留 萌 市

1 36 36３０ 留 萌 苫 前 町

3 172 168３１ 宗 谷 稚 内 市

511 392３２ 北 見 市オ ホ ー ツ ク 9

7 488 485３３ 網 走 市オ ホ ー ツ ク

3 105 98３４ 紋 別 市オ ホ ー ツ ク

2 84 81３５ 美 幌 町オ ホ ー ツ ク

1 36 36３６ 斜 里 町オ ホ ー ツ ク

1 46 46３７ 遠 軽 町オ ホ ー ツ ク

11 827 779帯 広 市

1 64 60十 勝 音 更 町
３８

( ) 4 293 293帯広圏 幕 別 町

16 1,184 1,132小 計

788釧 路 市 12 1,001
釧 路

1 72 72３９ 釧 路 町
( )釧路圏

860小 計 13 1,073

3 185 185４０ 根 室 根 室 市

3 125 125４１ 根 室 中 標 津 町

２ 業務の内容

（１）業務の範囲

指定管理者が行う道営住宅等の設置目的に沿った適切で効率的な維持・管理に関する業務

（以下「本業務」という ）の範囲は 別記３に示す「業務の範囲」のとおり。 、「協定書（案 」）

とします。ただし、借上道営住宅エルム北２６条団地（所在地：札幌市、管理戸数４０戸、施

設の詳細については 「協定書（案 」別記１に示す「対象施設」のとおり）については、指定、 ）

管理者は「借上道営住宅エルム北２６条団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定管理

業務を行うこととし、これに定めがない事項については 「協定書（案 」により業務を行うこ、 ）

ととします。

なお、次に掲げる道の権限の行使に当たるものは、指定管理者の業務から除きます。

①家賃及び駐車場使用料の決定に関する業務

②入居許可や減免承認など、各種申請に基づく許可や承認などの決定に関する業務

③訴訟など法的措置に関する業務

（２）その他

道に代わり指定管理者が行ったほうが入居者サービスの向上及び経費の節減が図られる場合

は、指定管理者は道と協議の上 「業務の範囲」以外の業務を実施することができるものとし、

ます。

区分 地 区 団地数 管理戸数 備 考駐車場区画数

２３ 渡 島 木 古 内 町 1 15 15

２４ 檜 山 江 差 町 2 108 108

２５ 上 川 旭 川 市 9 1,276 426

２６ 上 川 名 寄 市 3 147 123

２７ 上 川 富 良 野 市 1 72 72

２８ 上 川 士 別 市 1 60 60

２９ 留 萌 留 萌 市 6 316 316

３０ 留 萌 苫 前 町 1 36 36

３１ 宗 谷 稚 内 市 3 172 168

３２ 北 見 市 9 540 457オホーツク

３３ 網 走 市 7 488 485オホーツク

３４ 紋 別 市 3 105 98オホーツク

３５ 美 幌 町 2 84 81オホーツク

３６ 斜 里 町 1 36 36オホーツク

３７ 遠 軽 町 1 46 46オホーツク

帯 広 市 11 827 779

十 勝 音 更 町 1 64 60
３８

(帯広圏) 幕 別 町 4 293 293

小 計 16 1,184 1,132

釧 路 市 12 1,001 741
釧 路

３９ 釧 路 町 1 72 72
(釧路圏)

小 計 13 1,073 813

４０ 根 室 根 室 市 3 185 185

４１ 根 室 中 標 津 町 3 125 125

２ 業務の内容

（１）業務の範囲

指定管理者が行う道営住宅等の設置目的に沿った適切で効率的な維持・管理に関する業務

（以下「本業務」という ）の範囲は 「道営住宅等の管理に関する協定書（案 （以下「協定。 、 ）」

書（案 」という ）別記３に示す「業務の範囲」のとおりとします。ただし、借上道営住宅エ） 。

（ 、 、 、「 （ ）」ルム北２６条団地 所在地：札幌市 管理戸数４０戸 施設の詳細については 協定書 案

別記１に示す「対象施設」のとおり）については、指定管理者は「借上道営住宅エルム北２６

条団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定管理業務を行うこととし、これに定めがな

い事項については 「協定書（案 」により業務を行うこととします。、 ）

なお、次に掲げる道の権限の行使に当たるものは、指定管理者の業務から除きます。

①家賃及び駐車場使用料の決定に関する業務

入居許可や減免承認など、各種申請に基づく許可や承認などの決定に関する業務②

③訴訟など法的措置に関する業務

（２）その他

道に代わり指定管理者が行ったほうが入居者サービスの向上及び経費の節減が図られる場合

は、指定管理者は道と協議の上 「業務の範囲」以外の業務を実施することができるものとし、

ます。
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３ 指定期間

平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日までの４年間とします。

指定期間は、平成３０年第１回北海道議会定例会の議決（平成３０年３月予定）を経て決定し

ます。

４ 本業務に必要な費用

指定管理者の業務に必要な経費（以下「管理経費」という ）は、次により道が負担金として。

支払います。

（１）管理経費の支払方法等

道が指定期間中に支払う管理経費の支払方法及び時期等は 「協定書（案 」に示すとおりと、 ）

します。

（２）管理口座及び区分経理

本業務に係る管理経費は、指定管理者の他の会計と区分し、独立した口座で管理するととも

に、経理に関しても区分して整理するものとします。

第２ 本業務の実施条件

１ 管理の考え方

本業務の実施に当たっては、公営住宅法（昭和３０年法律第１９３号）や北海道営住宅条例を

はじめとした「協定書(案)」別記２で示す関係法令等を遵守し、道営住宅等の設置目的に即した

施設の効用を最大限に発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うものとします。

２ 基本的な事項

指定管理者が指定期間中において本業務を遂行するために必要となる基本的事項は、次に掲げ

るとおりとし 詳細は 協定書 案 及び 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書 以、 「 （ ）」 「 」（

下「要求水準書」という ）をご覧ください。。

（１）業務の執行体制の確立

指定管理者は、本業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制

を確立するとともに、入居者からの各種申請や問い合わせ等に迅速かつ的確に対応するため、

常設窓口を開設するものとします。

（２）指定管理者の業務時間

平日（土・日曜及び祝日を除く）は８時４５分から１７時３０分までとします。ただし、緊

急の修繕に関する業務は、土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とします。

（３）関係法令等の習得

本業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法や北海道営住宅条例をはじめとした

すべての関係法令等を習得するとともに、業務開始後も、関係法令等の改正のほか、管理上の

各種取扱通知等に的確に対応するものとします。

（４）個人情報の保護

指定管理者は、本業務の遂行上知り得た個人情報を北海道個人情報保護条例（平成６年北海道

条例第２号）等に基づき、適正に取り扱うものとします。

（５）公金の収納管理

指定管理者は、入居者等から徴収する家賃や駐車場使用料等の公金を適切に収納し管理する

ための体制を確保するものとします。

（６）管理経費の執行管理

指定管理者は、本業務の実施に当たり道が支払う管理経費を適切に執行管理するための体制

を確保するものとします。

３ 指定期間

とします。令和４年（2022年）４月１日から令和９年（2027年）３月３１日までの５年間

指定期間は、令和４年第１回北海道議会定例会の議決（令和４年（2022年）３月予定）を経

て決定します。

４ 本業務に必要な費用

指定管理者の業務に必要な経費（以下「管理経費」という ）は、次により道が負担金として。

支払います。

（１）管理経費の支払方法等

道が指定期間中に支払う管理経費の支払方法及び時期等は 「協定書（案 」に示すとおりと、 ）

します。

（２）管理口座及び区分経理

本業務に係る管理経費は、指定管理者の他の会計と区分し、独立した口座で管理するととも

に、経理に関しても区分して整理するものとします。

第２ 本業務の実施条件

１ 管理の考え方

本業務の実施に当たっては、公営住宅法（昭和３０年法律第１９３号）や北海道営住宅条例を

はじめとした「協定書 案 」別記２で示す関係法令等を遵守し、道営住宅等の設置目的に即した( )

施設の効用を最大限に発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うものとします。

２ 基本的な事項

指定管理者が指定期間中において本業務を遂行するために必要となる基本的事項は、次に掲げ

るとおりとし 詳細は 協定書 案 及び 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書 以、 「 （ ）」 「 」（

下「要求水準書」という ）をご覧ください。。

（１）業務の執行体制の確立

指定管理者は、本業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制

を確立するとともに、入居者からの各種申請や問い合わせ等に迅速かつ的確に対応するため、

常設窓口を開設するものとします。

（２）指定管理者の業務時間

平日（土・日曜及び祝日を除く）は８時４５分から１７時３０分までとします。ただし、緊

急の修繕に関する業務は、土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とします。

及び個人情報の保護（３）関係法令等の習得

本業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法や北海道営住宅条例をはじめとした

すべての関係法令等を習得するとともに、業務開始後も、関係法令等の改正のほか、管理上の

各種取扱通知等に的確に対応するものとします。

指定管理者は、本業務の遂行上知り得た個人情報を北海道個人情報保護条例（平成６年また、

北海道条例第２号）等に基づき、適正に取り扱うものとします。

（ ）公金の収納管理４

指定管理者は、入居者等から徴収する家賃や駐車場使用料等の公金を適切に収納し管理する

ための体制を確保するものとします。

（ ）管理経費の執行管理５

指定管理者は、本業務の実施に当たり、道が支払う管理経費を適切に執行管理するための体

制を確保するものとします。
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（７）情報公開の取扱い

北海道情報公開条例（平成１０年北海道条例第２８号）に基づき、公の施設の管理に関して

保有する文書の公開に努めるとともに、住民からの情報開示の申出に適切に対応するものとし

ます。

（８）秘密の保持

指定管理者の役員等は、施設の管理に係る業務に関し知り得た秘密を漏らし、又は自己の利

益のために使用することはできません。なお、指定期間が終了した後も同様とします。

（９）著作権等の取扱い

本業務の処理に伴い著作権その他の権利が生じたときは、道に帰属するものとします。

３ 管理の目標及び要求水準

指定管理者は、指定期間中における本業務の実施において、次に掲げる管理の目標及び要求水

準を達成するものとします。詳細は「要求水準書」をご覧ください。

（１）緊急時の対応に関する目標及び水準

夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか、自然災害や事故など、入居者の生活に重大な

影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧・安全対策のために必要

な措置を速やかに講じるものとします。

（２）公募業務に関する目標及び水準

住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率的な管

理運営を図るものとします。

（３）入居管理業務に関する目標及び水準

入退去などの各種手続や修繕への迅速な対応など、入居者の利便性を確保するとともに、発

生する業務の適期適切な処理を図るものとします。

（４）施設管理業務に関する目標及び水準

入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕や保守点検など施設管理を的確に行うと

ともに、管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するものとします。

第３ 適切な管理の確保に関する事項

本業務の実施に当たり、指定期間中における適切な管理業務の遂行を確保するために必要な

協定事項は、次のとおりとします。詳細は「協定書（案 」をご覧ください。）

１ 年次業務計画書等の提出

指定管理者は 「第２ 本業務の実施条件」に定める事項の実現を図るため、指定期間中におい、

て実施する本業務の具体的な内容や取組等を記載した別記７の「年次業務計画書等」を指定期間

の各年度ごとに作成し、事業開始の前年度の２月末までに道へ提出して承認を受けるものとしま

す。ただし、指定期間の最初の年度にあっては、協定の締結後、速やかに道へ提出するものとし

ます。

２ 業務の一括委託の禁止

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただし、

業務の一部について、あらかじめ道の承諾を得た場合は、この限りではありません。

３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施

道及び指定管理者は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保

するため、次のとおりモニタリング等を実施します。

（ ）情報公開の取扱い６

北海道情報公開条例（平成１０年北海道条例第２８号）に基づき、公の施設の管理に関して

保有する文書の公開に努めるとともに、住民からの情報開示の申出に適切に対応するものとし

ます。

（ ）秘密の保持７

指定管理者の役員等は、施設の管理に係る業務に関し知り得た秘密を漏らし、又は自己の利

益のために使用することはできません。なお、指定期間が終了した後も同様とします。

（ ）著作権等の取扱い８

本業務の処理に伴い著作権その他の権利が生じたときは、道に帰属するものとします。

３ 管理の目標及び要求水準

指定管理者は、指定期間中における本業務の実施において、次に掲げる管理の目標及び要求水

準を達成するものとします。詳細は「要求水準書」をご覧ください。

（１）緊急時の対応に関する目標及び水準

夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか、自然災害や事故など、入居者の生活に重大な

影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧・安全対策のために必要

な措置を速やかに講じるものとします。

（２）公募業務に関する目標及び水準

住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率的な管

理運営を図るものとします。

（３）入居管理業務に関する目標及び水準

入退去などの各種手続や修繕への迅速な対応など、入居者の利便性を確保するとともに、発

生する業務の適期適切な処理を図るものとします。

（４）施設管理業務に関する目標及び水準

入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕や保守点検など施設管理を的確に行うと

ともに、管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するものとします。

第３ 適切な管理の確保に関する事項
本業務の実施に当たり、指定期間中における適切な管理業務の遂行を確保するために必要な

協定事項は、次のとおりとします。詳細は「協定書（案 」をご覧ください。）

１ 年次業務計画書等の提出

指定管理者は 「第２ 本業務の実施条件」に定める事項の実現を図るため、指定期間中におい、

て実施する本業務の具体的な内容や取組等を記載した 別記７の「年次業務計画「協定書（案 」）

書等」を指定期間の各年度ごとに作成し、事業開始の前年度の２月末までに道へ提出して承認を

受けるものとします。ただし、指定期間の最初の年度にあっては、協定の締結後、速やかに道へ

提出するものとします。

２ 業務の一括委託の禁止

指定管理者は、本業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなりません。ただし、

業務の一部について、あらかじめ道の承諾を得た場合は、この限りではありません。

３ 報告書の提出及びモニタリング等の実施

道及び指定管理者は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保

するため、次のとおりモニタリング等を実施します。
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するため、次のとおりモニタリング等を実施します。

、 、 、 。道は その結果に基づき 指定管理者に対し 業務の改善その他必要な指示等を行うものとします

（１）定期報告

指定管理者は、実施した本業務の処理状況等について、報告書（事業報告書及び四半期業務

報告書）を作成し、道に提出していただきます。

（２）状況確認及び意見交換

道は、定期又は随時に、指定管理業務の実施状況について、現地での確認及び意見交換等を

行います。

（３）利用者満足度調査の実施

道は、入居者の利便性の向上等の観点から、指定期間中にアンケート等による「利用者満足

度調査」を実施し、入居者の満足度や意見・苦情等を聴取します。なお、その結果は指定管理

者に通知し、必要に応じ業務改善等の指示を行います。

４ 指定の取消

道は、指定管理者が業務の改善その他必要な指示等に正当な理由なく従わない場合は、指定手

続条例及び「協定書（案 」の規定に基づき、指定を取り消すことができるものとします。）

５ 原状回復

指定管理者は、指定期間が終了したときや指定を取り消されるなどしたときは、速やかに自己

の責任及び費用により道営住宅等を原状に回復するものとします。ただし、道の承認を得たとき

は、この限りではありません。

６ リスク分担

道と指定管理者のリスク分担は、別紙１「リスク分担表」のとおりとします。ただし、別紙１

に定める事項で疑義がある場合又は別紙１に定めのないリスクが生じた場合は、道と指定管理者

が協議して決定します。

７ 準備期間中の業務

指定管理者は、業務開始までの準備期間中に、現在、道営住宅の業務を行っている指定管理者

からの業務引継と、指定管理者内における研修等、 ４月１日から円滑に業令和４年（2022年）

務ができるよう、万全の準備を進めてください。

なお、準備にかかる経費については、指定管理者の負担とします。

、 、 、 。道は その結果に基づき 指定管理者に対し 業務の改善その他必要な指示等を行うものとします

（１）定期報告

指定管理者は、実施した本業務の処理状況等について、報告書（事業報告書及び四半期業務

報告書）を作成し、道に提出していただきます。

（２）状況確認及び意見交換

道は、定期又は随時に、指定管理業務の実施状況について、現地での確認及び意見交換等を

行います。

（３）利用者満足度調査の実施

道は、入居者の利便性の向上等の観点から、指定期間中にアンケート等による「利用者満足

度調査」を実施し、入居者の満足度や意見・苦情等を聴取します。なお、その結果は指定管理

者に通知し、必要に応じ業務改善等の指示を行います。

４ 指定の取消

道は、指定管理者が業務の改善その他必要な指示等に正当な理由なく従わない場合は、指定手

続条例及び「協定書（案 」の規定に基づき、指定を取り消すことができるものとします。）

５ 原状回復

指定管理者は、指定期間が終了したときや指定を取り消されるなどしたときは、速やかに自己

ただし、道の承認を得たときの責任及び費用により道営住宅等を原状に回復するものとします。

は、この限りではありません。

６ リスク分担

道と指定管理者のリスク分担は、別紙１「リスク分担表」のとおりとします。ただし、別紙１

に定める事項で疑義がある場合又は別紙１に定めのないリスクが生じた場合は、道と指定管理者

が協議して決定します。

７ 準備期間中の業務

指定管理者は、業務開始までの準備期間中に、現在、道営住宅の業務を行っている指定管理者

からの業務引継と、指定管理者内における研修等、平成３０年４月１日から円滑に業務ができる

よう、万全の準備を進めてください。

なお、準備にかかる経費については、指定管理者の負担とします。
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第４ 指定管理者の申請の手続

１ 申請の要件

指定期間中に、道営住宅等の設置目的に即した施設の効用を最指定管理者に申請できる者は、

大限発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うことができる単独団体又は複数の団体が連合し

て構成される団体（以下「連合体」という ）であり、次に掲げる申請資格を満たすものであっ。

て、欠格事項に該当しないものとします。

なお、団体とは、法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、か

つ、代表者の定めがあるものをいいます。

（１）申請資格

申請者は、申請しようとする地区（圏域又は市町）又は申請しようとする地区内のすべての

団地まで１時間以内の範囲（概ね５０ 程度）に事務所又は事業所を有する法人その他の団体km

であることを要件とします。連合体にあっては、構成団体の全てが、道内に事務所又は事業所

を有することとし、さらに構成団体のいずれかが、申請しようとする地区又は申請しようとす

る地区内の全ての団地まで１時間以内の範囲（概ね５０ 程度）に事務所又は事業所を有するkm

こととします。

ただし、１時間以内の範囲は、同一振興局管内とし、また、圏域で募集する地区で、振興局

所在地が含まれる場合は、振興局所在市町に事務所又は事業所を有することも要件とします。

また、道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けて

いないことを要件とします。

なお、申請資格の確認基準日は、原則として当該申請の日とします。

（２）欠格事項

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１６年北海道

規則第１２５号。以下「指定手続規則」という ）第５条各号のいずれかに該当する団体（連。

合体の場合は、構成団体のいずれかが次の各号のいずれかに該当するもの）は、選定の対象外

とします。なお、欠格事項の確認基準日は申請期間終了後、道営住宅指定管理者候補者選定委

員会（以下「選定委員会」という ）において申請資格などの審査（申請の形式的な要件に係。

る審査）を行う日とします。

当該団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取①

り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体

② 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当

する者がある団体

ア 本業務を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者

イ 復権を得ない者破産手続開始の決定を受けて

ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利

益を得るために連合した者

③ 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人

④ 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人

ア 道の知事

イ 道議会の議員

（３）負担金限度額

道が、指定期間における「協定書 案 」別記１に定める対象施設の指定管理業務に係る費用( )

を負担するため、指定管理者に支払う負担金の総額は次の表の金額を限度とします。なお、消

費税及び地方消費税を含みます （積算内訳は別紙２のとおり）。

第４ 指定管理者の申請の手続

１ 申請の要件

指定期間中に、道営住宅等の設置目的に即した施設の効用を最指定管理者に申請できる者は、

大限発揮させ、適切かつ効果的な管理運営を行うことができる単独団体又は複数の団体が連合し

て構成される団体（以下「連合体」という ）であり、次に掲げる申請資格を満たすものであっ。

て、欠格事項に該当しないものとします。

なお、団体とは、法人格を有する団体及び法人格を有しないが、団体としての規約を有し、か

つ、代表者の定めがあるものをいいます。

（１）申請資格

申請者は、申請しようとする地区（圏域又は市町）又は申請しようとする地区内のすべての

団地まで１時間以内の範囲（概ね５０km程度）に事務所又は事業所を有する法人その他の団体

であることを要件とします。連合体にあっては、構成団体の全てが、道内に事務所又は事業所

を有することとし、さらに構成団体のいずれかが、申請しようとする地区又は申請しようとす

る地区内の全ての団地まで１時間以内の範囲（概ね５０km程度）に事務所又は事業所を有する

こととします。

ただし、１時間以内の範囲は、同一振興局管内とし、また、圏域で募集する地区で、振興局

所在地が含まれる場合は、振興局所在市町に事務所又は事業所を有することも要件とします。

また、道立施設の管理を目的として、道から基本財産又は資本金等に出資又は出捐を受けて

いないことを要件とします。

なお、申請資格の確認基準日は、原則として当該申請の日とします。

（２）欠格事項

北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成１６年北海道

規則第１２５号。以下「指定手続規則」という ）第５条各号のいずれかに該当する団体（連。

合体の場合は、構成団体のいずれかが次の各号のいずれかに該当するもの）は、選定の対象外

とします。なお、欠格事項の確認基準日は申請期間終了後、道営住宅指定管理者候補者選定委

員会（以下「選定委員会」という ）において申請資格などの審査（申請の形式的な要件に係。

る審査）を行う日とします。

当該団体の責めに帰すべき事由により道又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取①

り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体

② 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに該当

する者がある団体

ア 本業務を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しない者

イ 破産者で復権を得ない者

ウ 道における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利

益を得るために連合した者

③ 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人

④ 次に掲げる者が、取締役、監査役、支配人、理事又はこれらに準ずる者の地位にある法人

ア 道の知事

イ 道議会の議員

（３）負担金限度額

道が、指定期間における「協定書(案)」別記１に定める対象施設の指定管理業務に係る費用

を負担するため、指定管理者に支払う負担金の総額は次の表の金額を限度とします。なお、消

費税及び地方消費税を含みます （積算内訳は別紙２のとおり）。
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新 旧 備 考

・錯誤による修正

・負担金費目間の繰入のルールを
新設

負担金限度額の総額 負担金限度額の総額区分 区分地 区 地 区

１ 空 知 夕 張 市 51,330千円 21 日 高 新ひだか町 24,226千円

２ 空 知 岩 見 沢 市 136,699千円 22 渡 島 函 館 市 492,611千円

３ 空 知 美 唄 市 81,231千円 北 斗 市 64,551千円(函館圏)

４ 空 知 芦 別 市 29,397千円 七 飯 町 27,899千円

５ 空 知 赤 平 市 40,544千円 小 計 585,061千円

６ 空 知 三 笠 市 6,411千円 23 渡 島 木 古 内 町 9,929千円

７ 空 知 滝 川 市 65,177千円 24 檜 山 江 差 町 37,748千円

８ 空 知 砂 川 市 48,328千円 25 上 川 旭 川 市 339,210千円

９ 空 知 深 川 市 30,872千円 26 上 川 名 寄 市 48,505千円

10 空 知 南 幌 町 16,409千円 27 上 川 富 良 野 市 19,120千円

11 空 知 沼 田 町 18,858千円 28 上 川 士 別 市 15,306千円

12 石 狩 札 幌 市 1,363,102千円 29 留 萌 留 萌 市 108,528千円

江 別 市 351,106千円 30 留 萌 苫 前 町 9,697千円(札幌圏)

北 広 島 市 301,827千円 31 宗 谷 稚 内 市 44,791千円

石 狩 市 135,258千円 32 北 見 市 134,036千円オホーツク

小 計 2,151,293千円 33 網 走 市 165,451千円オホーツク

13 石 狩 千 歳 市 58,307千円 34 紋 別 市 32,114千円オホーツク

恵 庭 市 20,990千円 35 美 幌 町 28,345千円(千歳 オホーツク
)恵庭圏

小 計 79,297千円 36 斜 里 町 8,399千円オホーツク

14 後 志 小 樽 市 337,509千円 37 遠 軽 町 9,571千円オホーツク

15 後 志 倶 知 安 町 37,041千円 38 十 勝 帯 広 市 233,321千円

16 後 志 岩 内 町 26,280千円 音 更 町 18,056千円(帯広圏)

17 後 志 余 市 町 5,597千円 幕 別 町 82,664千円

18 胆 振 室 蘭 市 154,329千円 小 計 334,041千円

登 別 市 114,751千円 39 釧 路 釧 路 市 304,274千円(室蘭圏)

伊 達 市 53,268千円 釧 路 町 21,886千円(釧路圏)

小 計 322,348千円 小 計 326,160千円

19 胆 振 苫 小 牧 市 222,736千円 40 根 室 根 室 市 66,168千円

20 日 高 浦 河 町 16,920千円 41 根 室 中 標 津 町 34,267千円

※負担金の額は管理戸数の増減により次の計算式により年度毎に変更する。

（ ） ｛ （ ）変更後負担金＝指定管理者の当初積算額 修繕費等以外 ＋ 道の変更後積算額 修繕費等

×指定管理者の当初積算額（修繕費等）÷道の当初積算額（修繕費等 ｝）

修繕費等：経常修繕費、法定更新費、保守点検費の合計額とする。

※申請者は、申請書に添付する「業務収支計画書（様式６ 」において、所定の欄に、上記の）

額の範囲内で、道が支払う管理経費の総額を記載してください。消費税率は平成31年10月か

らは１０%として積算してください。なお、税率が引き上げられなかった場合は、道が支払

う管理経費の総額について、引き上げ前の税率で再計算し、変更協定を締結します。

（例：指定期間中（４年間）の税率が８％に据え置かれた場合）

変更後負担金＝（平成30年4月～平成31年9月分の変更前の負担金）

＋（平成31年10月～平成34年3月分の変更前の負担金×1.08÷1.10）

※負担金限度額の総額には指定管理者が自治会に支払う駐車場管理業務自治会委託料が含まれ

ています。

（駐車場区画数×２６０円／月×１２ヵ月×４年間）

負 担 金 限 度 額 の 総 額 負 担 金 限 度 額 の 総 額区 分 区 分地 区 地 区

１ 空 知 夕 張 市 日 高 新ひだか町21

２ 空 知 岩 見 沢 市 渡 島 函 館 市22

３ 空 知 美 唄 市 北 斗 市( )函 館 圏

４ 空 知 芦 別 市 七 飯 町

５ 空 知 赤 平 市 小 計

６ 空 知 三 笠 市 渡 島 木 古 内 町23

７ 空 知 滝 川 市 檜 山 江 差 町24

８ 空 知 砂 川 市 上 川 旭 川 市25

９ 空 知 深 川 市 上 川 名 寄 市26

空 知 南 幌 町 上 川 富 良 野 市10 27

空 知 沼 田 町 上 川 士 別 市11 28

石 狩 札 幌 市 留 萌 留 萌 市12 29

江 別 市 留 萌 苫 前 町( )札 幌 圏 30

北 広 島 市 宗 谷 稚 内 市31

石 狩 市 北 見 市32 オ ホ ー ツ ク

小 計 網 走 市33 オ ホ ー ツ ク

石 狩 千 歳 市 紋 別 市13 34 オ ホ ー ツ ク
( )千 歳 恵 庭 圏 恵 庭 市 美 幌 町35 オ ホ ー ツ ク

小 計 斜 里 町36 オ ホ ー ツ ク

後 志 小 樽 市 遠 軽 町14 37 オ ホ ー ツ ク

後 志 倶 知 安 町 十 勝 帯 広 市15 38

後 志 岩 内 町 音 更 町16 ( )帯 広 圏

後 志 余 市 町 幕 別 町17

胆 振 室 蘭 市 小 計18

登 別 市 釧 路 釧 路 市( )室 蘭 圏 39

伊 達 市 釧 路 町( )釧 路 圏

小 計 小 計

胆 振 苫 小 牧 市 根 室 根 室 市19 40

日 高 浦 河 町 根 室 中 標 津 町20 41

※負担金の額は管理戸数の増減により次の計算式により年度毎に変更する。

なお、令和４年度（2022年度）における管理戸数の増減に係る修繕費等については、負担

金限度額に反映しています。

（ ） ｛ （ ）変更後負担金＝指定管理者の当初積算額 修繕費等以外 ＋ 道の変更後積算額 修繕費等

指定管理者の当初積算額（修繕費等） 道の当初積算額（修繕費等 ｝× ÷ ）

、 、 、 、 。修繕費等：法定更新費 経常修繕費 保守点検費 の合計額とする退去修繕費 維持管理費

※申請者は、申請書に添付する「業務収支計画書（様式６ 」において、所定の欄に、上記の）

額の範囲内で、道が支払う管理経費の総額を記載してください。消費税率は１０ として積%

算してください。

※負担金限度額の総額には指定管理者が自治会に支払う駐車場管理業務自治会委託料が含まれ

ています。

（駐車場区画数 ２６０円／月 １２ヵ月 年間）× × ×５
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新 旧 備 考

・残余金の翌年度へ繰入するル
ールを新設

・報奨金等制度改正に伴う修正

家賃収納業務に伴う報奨金等（４）

各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃の収納率（以下「実

績収納率」という ）が 「要求水準書」２の（５）の①に定める率（以下「目標収納率」とい。 、

。） 、 「 」う に基準変動率を加えた率を上回った場合には 次の方法により算定した金額を 報奨金

として指定管理者に支払います。

また、実績収納率が目標収納率に基準変動率を減じた率を下回った場合には、次の方法によ

り算定した金額を「納付金」として道に納付していただきます。

、 、 （ ） 、ただし 指定期間の最終年度においては 各年度の出納閉鎖時点 翌年度５月末 ではなく

年度末時点（３月末）での収納率により上記取扱いを行うものとします。

① 収納率等

ア 目標収納率 98.00％（ただし、最終年度は３月末時点95.00%）

イ 基準変動率 0.50％

② 算定方法

報奨金及び納付金は、次により算定するものとします。

なお、実績収納率の算定に当たっては、小数点第３位以下を切り捨て、小数点第２位までと

します。

また、報奨金及び納付金の算定に当たっては、千円未満を切り捨てるものとします。

、 、ただし 実績収納率が目標収納率に対して基準変動率(± ％)の範囲を超えない場合には０ ５０．

報奨金及び納付金の対象とはなりません。

Ａ＝現年度の最終家賃調定額

Ｂ＝実績収納率

Ｃ＝目標収納率

Ｄ＝基準変動率

○ 報奨金

ア 収納率が99.5%以上の団体

A×（B－(C＋D)）×11(％)＝報奨金支給額

イ 収納率が99.00%以上、99.5%未満の団体

A×（B－(C＋D)）×10(％)＝報奨金支給額

ウ 収納率が98.50%以上、99.0%未満の団体

A×（B－(C＋D)）× 9(％)＝報奨金支給額

○ 納付金 A×（(C－D)－B）×10(％)＝納付金納付額

※平成28年度の収納率が低い、沼田町、岩内町、新ひだか町においては、平成30年度及び

平成31年度に限り、(C-D)を平成28年度収納率に置き換えて、納付金の額を算出すること

とします。

（４）費目間の繰り入れ等

①各年度の負担金の費目（直接人件費、直接物品費、修繕費等）間の繰り入れについては、業

務収支計画書（様式６）の各費目毎のそれぞれ２０％の額の範囲内において、道の承認を得

た上で他の費目に繰り入れることができます。ただし、２０％に相当する額が30,000千円

以上であるときは30,000千円までとします。

②各年度終了後、負担金に200千円以上の残余金が生じた場合は、翌年度の修繕費等（経常

修繕費又は退去修繕費）に繰り入れるものとします （千円未満切り捨て ）。 。

ただし、最終年度は除きます。

なお、管理戸数の増減等による負担金の変更後についても同様とします。

（ ）家賃収納業務に伴う報奨金等５

各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃 の及び駐車場使用料

収納率 以下 実績収納率 という が 要求水準書 ２の ５ の①に定める率 以下 目（ 「 」 。） 、「 」 （ ） （ 「

標収納率」という ）を上回った場合には、次の方法により算定した金額を「報奨金」として。

指定管理者に支払います。

また、実績収納率が を下回った場合には、次道が定める率（以下「納付基準率」という ）。

の方法により算定した金額を「納付金」として道に納付していただきます。

、 、 （ ） 、ただし 指定期間の最終年度においては 各年度の出納閉鎖時点 翌年度５月末 ではなく

年度末時点（３月末）での収納率により上記取扱いを行うものとします。

① 収納率等

ア 目標収納率 （ただし、最終年度は３月末時点 ）99.00％ 96.50%

イ ）支給基準率 98.50％（ただし、最終年度は３月末時点95.50％

納付基準率 98.00％（ただし、最終年度は３月末時点95.50％）ウ

② 算定方法

報奨金及び納付金は、次により算定するものとします。

なお、実績収納率の算定に当たっては、小数点第３位以下を切り捨て、小数点第２位までと

します。

また、報奨金及び納付金の算定に当たっては、千円未満を切り捨てるものとします。

Ａ＝現年度の最終家賃 調定額又は駐車場使用料

Ｂ＝実績収納率

Ｃ＝支給基準率

Ｄ＝納付基準率

○ 報奨金

ア 収納率が99.50%以上の団体

A×（B－C）×11％＝報奨金支給額

イ 収納率が99.00%以上、99.50%未満の団体

A×（B－C）×10％＝報奨金支給額

A×（Ｄ－Ｂ）×10％＝納付金納付額○ 納付金
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新 旧 備 考

・報奨金等制度改正に伴う計算例
を修正

③ 算定例

例１）報奨金

現年度の最終家賃調定額 534,582千円 ・・・ (A)

実績収納率 99.62％ ・・・ (B)

・・・ (Ｃ)支給基準率 98.50％

534,582千円× ×11％＝658,605≒658,000円(99.62％－98.50％)

※道から指定管理者に対し、報奨金として658千円を支払います。

例２）報奨金

現年度の最終 調定額 千円 ・・・ (A)駐車場使用料 59,812

実績収納率 ・・・ (B)99.40％

・・・ (C)支給基準率 98.50％

千円×( )× ＝ 円59,812 99.40％－98.50％ 10％ 53,830≒53,000

※道から指定管理者に対し、報奨金として 千円を支払います。53

例３）納付金

現年度の最終家賃調定額 256,096千円 ・・・ (A)

実績収納率 96.32％ ・・・ (B)

納付基準率 98.00％ ・・・ (D)

256,096千円×( )×10％＝ 円98.00％－96.32％ 430,241≒430,000

※指定管理者から道に対し、納付金として 千円を納付していただきます。430

（５）その他の要件

① 同一地区に対して複数の申請をすることはできません。なお、単独で申請した団体が、他

の連合体の構成団体として申請する場合や、連合体として申請した構成団体が、単独で、又

、 。は他の連合体の構成団体として同一地区に対して申請する場合も 複数の申請とみなします

② 同一団体が複数の地区に対して申請することができることとします。ただし、１つの申請

で複数地区に対する申請とすることはできません。複数地区に対して申請する場合は、１地

区について１つの申請とします。

③ 申請後に、連合体の代表団体を変更し、又は構成団体の全部若しくは一部を変更すること

（特定の構成団体を除外し、又は新たな団体を追加する場合を含む ）は、原則として認め。

ません。ただし、申請受付期間内に構成団体の一部が欠格事項に該当することとなった場合

など、特別な事情により道がやむを得ないと認めた場合で、道が指示する申請書及び添付書

類（以下「申請書類」という ）の補正等を行った場合に限り、変更することができるもの。

とします。

④ 申請その他の指定手続（協定の締結を除く ）は、申請者である団体の代表者又は代表者。

から権限の委任を受けた当該団体の職員等が行うものとします。

⑤ 申請書類は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることとします。

（ 「 」 。） 、ア 道営住宅等の指定管理者公募要項 以下 公募要項 という に定める申請受付期間

提出先及び提出方法に適合していること。

イ 記載事項に不備がないこと。

ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合していること。

③ 算定例

例１）報奨金

現年度の最終家賃調定額 534,582千円 ・・・ (A)

実績収納率 99.62％ ・・・ (B)

目標収納率 98.00％ ・・・ (C)

基準変動率 0.50％ ・・・ (D)

534,582千円×((99.62％－(98.00％＋0.50％))×11％＝658,605≒658,000円

※道から指定管理者に対し、報奨金として658千円を支払います。

例２）報奨金

現年度の最終家賃調定額 534,582千円 ・・・ (A)

534,582千円×((98.60％－(98.00％＋0.50％))×9％＝48,112≒48,000円

実績収納率 98.60％ ・・・ (B)

目標収納率 98.00％ ・・・ (C)

基準変動率 0.50％ ・・・ (D)

※道から指定管理者に対し、報奨金として48千円を支払います。

例３）納付金

現年度の最終家賃調定額 256,096千円 ・・・ (A)

実績収納率 96.32％ ・・・ (B)

目標収納率 98.00％ ・・・ (C)

基準変動率 0.50％ ・・・ (D)

256,096千円×((98.00％－0.50％)－96.32％)×10％＝302,193≒302,000円

※指定管理者から道に対し、納付金として302千円を納付していただきます。

（５）その他の要件

① 同一地区に対して複数の申請をすることはできません。なお、単独で申請した団体が、他

の連合体の構成団体として申請する場合や、連合体として申請した構成団体が、単独で、又

、 。は他の連合体の構成団体として同一地区に対して申請する場合も 複数の申請とみなします

② 同一団体が複数の地区に対して申請することができることとします。ただし、１つの申請

で複数地区に対する申請とすることはできません。複数地区に対して申請する場合は、１地

区について１つの申請とします。

③ 申請後に、連合体の代表団体を変更し、又は構成団体の全部若しくは一部を変更すること

（特定の構成団体を除外し、又は新たな団体を追加する場合を含む ）は、原則として認め。

ません。ただし、申請受付期間内に構成団体の一部が欠格事項に該当することとなった場合

など、特別な事情により道がやむを得ないと認めた場合で、道が指示する申請書及び添付書

類（以下「申請書類」という ）の補正等を行った場合に限り、変更することができるもの。

とします。

④ 申請その他の指定手続（協定の締結を除く ）は、申請者である団体の代表者又は代表者。

から権限の委任を受けた当該団体の職員等が行うものとします。

⑤申請書類は、次に掲げる要件のいずれも満たしていることとします。

（ 「 」 。） 、ア 道営住宅等の指定管理者公募要項 以下 公募要項 という に定める申請受付期間

提出先及び提出方法に適合していること。

イ 記載事項に不備がないこと。

ａ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合していること。
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新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく追加

ｂ 記載すべき事項が全て記載されていること。

ｃ 虚偽の内容が記載されていないこと。

⑥ 申請者は１級建築士 及び防火管理者の資格を持つもの（専任又は兼任の別を問わない ）。

を配置できること。

⑦ 公租公課に未納、滞納が無いこと。

⑧ 健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行していること （加入義務がない場。

合を除く ）。

ｂ 記載すべき事項が全て記載されていること。

ｃ 虚偽の内容が記載されていないこと。

⑥申請者は１級建築士及び防火管理者の資格を持つものを配置できること。

⑦公租公課に未納、滞納が無いこと。
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新 旧 備 考

・定量的事項の加点項目に該当す
るかどうかの確認書類を追加

・業務実績評価項目の確認書類を
追加

２ 申請手続等

（１）提出部数

申請書類は、原本１部、副本５部(様式５・６のみ)とします。

（２）申請書類提出一覧

連合体
単独の団体

提 出 書 類 構成団体 備 考
連合体

その他 その他法人 法人

指定手続規則別記第１号様式指定管理者指定申請書 ○ ○ ○

○申請資格関係

設立趣旨、事業内容の概要を説明し
た資料（パンフレット等資料の添付団体概要書 ○ ○ ○ ○
も可） (様式１)

遂行体制及び役割分担を明記連合体構成表 ○ (様式２)

定款及び寄附行為の写し ○ ○

（ ）連合体協定書の写し ○ 様式９

（ ）委任状 ○ ○ 様式３

その他団体の目的、組織及び運営の規約等の写し ○ ○ 方法を明記

外国人である場合は、外国人登録証
代表者の身分証明書及び住民

明書の写し
住民票の写しに個人番号（マイナン票の写し ○ ○ ○ ○
バー）は記載しないこと。
申請日前３か月以内に取得したもの

申請日前３か月以内に取得したもの法人の登記事項証明書 ○ ○

登記簿謄本や会の規約など所在地が団体の名称及び申請しようと
わかるものする地区等に事務所又は事業

○ ○ ○ ○
所を有していることを証明す
る書類

役職、氏名、現住所及び生年月日を役員名簿 ○ ○ ○ ○ 記載したもの

申請日前３か月以内に取得したもの印鑑証明 ○ ○ ○ ○

○欠格事項関係

欠格事項等に該当しないことの誓約誓約書 ○ ○ ○ （ ）様式４

○業務計画等

（ ）業務計画書（①～⑪） ○ ○ ○ 様式５

（ ）業務収支計画書（⑫） ○ ○ ○ 様式６

○必須項目関係

１級建築士及び防火管理者の資格の施設の管理運営を行う上で必
写し、当該有資格者の雇用が確認で要な資格への対応を記載した ○ ○ ○
きる書面(様式任意)書面

新たに設立する法人又は設立初年度公租公課に未納がないことの
○ ○ ○ ○

の法人にあっては不要証明

２ 申請手続等

（１）提出部数

申請書類は、原本１部、副本５部 様式５・６のみ とします。( )

（２）申請書類提出一覧

連合体
単 独 の 団 体

提 出 書 類 構成団体 備 考
連 合 体

そ の 他 そ の 他法人 法人

指定手続規則別記第１号様式指定管理者指定申請書 ○ ○ ○

○申請資格関係

設立趣旨、事業内容の概要を説明し
た資料（パンフレット等資料の添付団体概要書 ○ ○ ○ ○

( )も可） 様式１

遂行体制及び役割分担を明記連合体構成表 ○ ( )様式２

定款及び寄附行為の写し ○ ○

（ ）連合体協定書の写し ○ 様式９

（ ）委任状 ○ ○ 様式３

その他団体の目的、組織及び運営の規約等の写し ○ ○ 方法を明記

外国人である場合は、外国人登録証代表者の身分証明書及び住民
明書の写し
住民票の写しに個人番号（マイナン票の写し ○ ○ ○ ○
バー）は記載しないこと。
申請日前３か月以内に取得したもの

申請日前３か月以内に取得したもの法人の登記事項証明書 ○ ○

登記簿謄本や会の規約など所在地が団体の名称及び申請しようと
わかるものする地区等に事務所又は事業 ○ ○ ○ ○所を有していることを証明す

る書類

役職、氏名、現住所及び生年月日を役員名簿 ○ ○ ○ ○ 記載したもの

申請日前３か月以内に取得したもの印鑑証明 ○ ○ ○ ○

○欠格事項関係

欠格事項等に該当しないことの誓約誓約書 ○ ○ ○ （ ）様式４

○業務計画等

（ ）業務計画書（①～ ） ○ ○ ○⑩ 様式５

（ ）業務収支計画書（ ） ○ ○ ○⑪ 様式６

該当がある場合（様式任意）道内中小企業者等であって、
他の申請書類で確認できる場合は不申請地区が属する振興局管内
要にある営業所等における集合 ○ ○ ○ ○

住宅等の管理実績があること
を証する書面

平成30年度から令和２年度（2020入居者支援に関する業務を実
年度）の間で業務を実施しているこ施していることを証する書面 ○ ○ ○
とが確認できる書面（様式任意）【 】現在の指定管理者のみ該当

○必須項目関係

１級建築士及び防火管理者の資格の施設の管理運営を行う上で必
写し、当該有資格者の雇用が確認で要な資格への対応を記載した ○ ○ ○

( )書面 きる書面 様式任意

新たに設立する法人又は設立初年度公租公課に未納がないことの ○ ○ ○ ○
の法人にあっては不要証明
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新 旧 備 考

・道総務部作成準則に基づく追加

・新型コロナウイルス感染症拡大
に伴い、持参を削除

・年号等文言整理

（３）申請書の作成

申請者は「指定管理者申請様式集 （以下 「申請様式集」という ）に基づき申請書の作成を」 、 。

行うものとします。

（４）申請書の提出

申請者は、申請書類を次の提出日時までに窓口へ持参又は郵送（書留郵便に限る ）により提。

出してください。

① 提出期間 平成２９年１０月１３日（金）から平成２９年１２月１日（金）まで

土曜日、日曜日、祝日を除く

② 提出時間 午前９時から正午及び午後１時から午後５時まで

③ 提出場所 道庁９階 建設部住宅局住宅課住宅管理グループ

④ そ の 他

・郵送する場合は、申請期間の終了日の受付時間内必着とします。

・ 申請書類提出一覧」に示された書類の添付がない場合は、失格となる場合があります。「

・道が必要と認めた場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

３ 申請に当たっての留意事項

（１）道の公表する資料、付属資料及び質問に対する回答は、公募要項と一体のものとして扱うも

のとします。

（２）申請書類の取扱い

① 申請者から提出された一切の応募書類の内容の変更、差し替え、撤回することはできませ

ん。ただし、申請資格を失ったとき、欠格事項に該当することとなったとき、その他申請書

類の記載事実（事務所の所在地等）に変更があったときは、速やかに「申請様式集」様式８

「申請書記載事実変更届」により届け出てください。

② 申請書類は、審査のため選定委員会の委員に配付します。また、提出された申請書類は理

由の如何を問わず返却しません。

③ 道が提示する資料等の著作権は道及び作成者に帰属し、申請者の提出する申請書類の著作

権は申請者に帰属します。なお、指定手続の経過及び指定結果の公表等のため必要と認める

ときは、道は提出書類の一部又は全部を無償で使用することができることとします。

④ 申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている業務手法等を用いた結果生じた事象に係

る責任は、すべて申請者が負うものとします。

（３）公正な手続等を妨げる行為

① 本業務の指定管理者に係る指定手続における公正な手続を妨げる行為又は不正の利益を得

るため連合する行為について情報があったときは、手続の執行を延期し、又は事情聴取を行

うことがあります。なお、選定の決定又は指定においてこのような事実があったと認められ

るときは、決定又は指定を取り消すことがあります。

②道が必要と認めたときは、指定の手続を延期し、中止し、又は取り消すことがあります。

（４）選定又は指定の対象からの除外等

申請者が次に掲げる事項に該当したときは、その者を選定又は指定の対象から除外し、又は

選定の決定若しくは指定を取り消す場合があります。

① 選定委員会の委員又は本業務に従事する道職員若しくは本件関係者に対し、本件応募につ

いて不正に接触する行為、その他の公正な手続を妨げる行為の事実が判明した場合

② 本件応募について不正な利益を得るために連合した場合

③ 申請書類等に虚偽の記載があった場合

④ 複数の業務計画書又は収支計画書を提出した場合

⑤ 申請資格を満たしていないこと又は欠格事項に該当することが判明した場合

⑥ 申請者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合

⑦ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として本業務を行うことに

①納入告知書
②資格取得確認書及び標準報酬月額健康保険・厚生年金保険の届

決定通知書出義務を履行している事実を ○ ○ ○ ○
③適用通知書証する書面（写し可）
など加入状況が確認できる書類

①保険関係成立届
雇用保険の届出義務を履行し ②領収済通知書
ている事実を証する書面（写

○ ○ ○ ○
③概算・確定保険料申告書（控）

し可） など加入状況が確認できる書類

様式10
※健康保険・厚生年金保険、雇用保社会保険等適用除外申出書 ○ ○ ○ ○
険の加入義務が無い場合

（３）申請書の作成

申請者は「指定管理者申請様式集 （以下 「申請様式集」という ）に基づき申請書の作成を」 、 。

行うものとします。

（４）申請書の提出

、 。申請者は 申請書類を次の提出日時までに により提出してください郵送 書留郵便に限る（ 。）

① 提出期間 １０月１３日（水）から １２月１令和３年（2021年） 令和３年（2021年）

日（水）まで

② 〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階提出場所

建設部住宅局住宅課住宅管理係

そ の 他③

・郵送 は、 までとします。による受付 提出期間の最終日の午後５時到着分

・ 申請書類提出一覧」に示された書類の添付がない場合は、失格となる場合があります。「

・道が必要と認めた場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

３ 申請に当たっての留意事項

（１）道の公表する資料、付属資料及び質問に対する回答は、公募要項と一体のものとして扱うも

のとします。

（２）申請書類の取扱い

① 申請者から提出された一切の応募書類の内容の変更、差し替え、撤回することはできませ

ん。ただし、申請資格を失ったとき、欠格事項に該当することとなったとき、その他申請書

類の記載事実（事務所の所在地等）に変更があったときは、速やかに「申請様式集」様式８

「申請書記載事実変更届」により届け出てください。

② 申請書類は、審査のため選定委員会の委員に配付します。また、提出された申請書類は理

由の如何を問わず返却しません。

③ 道が提示する資料等の著作権は道及び作成者に帰属し、申請者の提出する申請書類の著作

権は申請者に帰属します。なお、指定手続の経過及び指定結果の公表等のため必要と認める

ときは、道は提出書類の一部又は全部を無償で使用することができることとします。

④ 申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基

づいて保護される第三者の権利の対象となっている業務手法等を用いた結果生じた事象に係

る責任は、すべて申請者が負うものとします。

（３）公正な手続等を妨げる行為

① 本業務の指定管理者に係る指定手続における公正な手続を妨げる行為又は不正の利益を得

るため連合する行為について情報があったときは、手続の執行を延期し、又は事情聴取を行

うことがあります。なお、選定の決定又は指定においてこのような事実があったと認められ

るときは、決定又は指定を取り消すことがあります。

②道が必要と認めたときは、指定の手続を延期し、中止し、又は取り消すことがあります。
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新 旧 備 考

・修正なし
（４）選定又は指定の対象からの除外等

申請者が次に掲げる事項に該当したときは、その者を選定又は指定の対象から除外し、又は

選定の決定若しくは指定を取り消す場合があります。

① 選定委員会の委員又は本業務に従事する道職員若しくは本件関係者に対し、本件応募につ

いて不正に接触する行為、その他の公正な手続を妨げる行為の事実が判明した場合

② 本件応募について不正な利益を得るために連合した場合

③ 申請書類等に虚偽の記載があった場合

④ 複数の業務計画書又は収支計画書を提出した場合

⑤ 申請資格を満たしていないこと又は欠格事項に該当することが判明した場合

⑥ 申請者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合

⑦ 著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として本業務を行うことに

ついて相応しくないと道が認めた場合

⑧ その他不正な行為があったと道が認める場合

（５）不正行為情報への対応

上記（４）の①又は②の行為に関する情報があったとき、その他道が必要と認めたときは、

指定の手続を延期し、中止し、取り消し、又は事情聴取を行うことがあります。

（６）申請の取下げ

申請書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに「申請様式集」様式７「指定管理者指定

申請辞退届」により届け出てください。

（７）費用の負担

申請の手続に必要な費用は、申請者の負担とします。

（８）使用する言語及び単位

申請書類及びその他指定の手続並びに本業務に関して使用する言語は日本語とし、使用する

（ ） 、 、 。単位は計量法 平成４年法律第５１号 に定めるもの 通貨単位は円 時刻は日本標準時とします

（９）道が公表した資料等の取扱い

、 。道が公表した資料等は 当該申請に係る検討以外の目的で使用してはならないものとします

（６）申請の取下げ

申請書類を提出した後に辞退する場合は、速やかに「申請様式集」様式７「指定管理者指定

申請辞退届」により届け出てください。

（７）費用の負担

申請の手続に必要な費用は、申請者の負担とします。

（８）使用する言語及び単位

申請書類及びその他指定の手続並びに本業務に関して使用する言語は日本語とし、使用する

（ ） 、 、 。単位は計量法 平成４年法律第５１号 に定めるもの 通貨単位は円 時刻は日本標準時とします

（９）道が公表した資料等の取扱い

、 。道が公表した資料等は 当該申請に係る検討以外の目的で使用してはならないものとします
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新 旧 備 考

・公募説明会は新型コロナウイ
ルス感染症拡大のためweb開
催

・申請者ヒアリングの日程を新
設

第５ 指定手続等のスケジュール

１ スケジュール

指定管理者の公募から業務開始までのスケジュールは、おおむね次のとおりです。

日 程（予定） 内 容

① 申請受付及び以下に定める資料（以下「公募要項等」令 和 ３ 年 2 0 2 1 年（ ） １ ０ 月 １ ３ 日 水（ ）
という ）の公表の期間～ 令 和 １ ２ 月 １ 日 水３ 年 2 0 2 1 年（ ） （ ） 。
・道営住宅等の指定管理者公募要項
・対象施設
・業務の範囲
・道営住宅等の管理に関する協定書（案）
・道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書
・指定管理者申請様式集
・道営住宅等の指定管理者候補者選定基準等（以下「選
定基準」という ）。

・指定管理者が行う業務に対する評価の基準

② 公募要項等の説明会（ ）令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ０ 月 ２ ０ 日 水（ ） （ ） Web開催

③ 公募要項等に対する質問受付期間令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ３ 日 水（ ） （ ）１ ０ 月
（ ） （ ）～ １ １ 月令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 ８ 日 月

④ 公募要項等に対する質問への回答公表期間令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ５ 日 月（ ） （ ）１ １ 月
（ ） （ ）～ 令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ２ 月 １ 日 水

提案内容の審査に係る申請者ヒアリング令 和 3 年 （ 2 0 2 1 年 ） １ ２ 月 １ ８ 日 （ 土 ） ⑤
（ ） （ ）～ 令 和 ３ 年 2 0 2 1 年 １ ２ 月 １ ９ 日 日

⑥ 指定管理者候補者の選定令和３年（2021年）１２月２４日（金）

⑦ 令和４年第１回北海道議会定例会への提案令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） ２ 月

⑧ 議会の議決後に協定を締結令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） ３ 月

⑨ 指定管理者による道営住宅管理業務の開始令 和 ４ 年 （ 2 0 2 2 年 ） ４ 月 １ 日 ～

第５ 指定手続等のスケジュール

１ スケジュール

指定管理者の公募から業務開始までのスケジュールは、おおむね次のとおりです。

日 程（予定） 内 容

① 申請受付及び以下に定める資料（以下「公募要項等」と平成２９年１０月１３日（金）～
いう ）の公表の期間平成２９年１２月 １日（金） 。

・道営住宅等の指定管理者公募要項
・対象施設
・業務の範囲
・道営住宅等の管理に関する協定書（案）
・道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書
・指定管理者申請様式集
・道営住宅等の指定管理者候補者選定基準等（以下「選定
基準」という ）。
・指定管理者が行う業務に対する評価の基準

平成２９年１０月１８日（水） ②-1 公募要項等の説明会（開催地：網走市）

平成２９年１０月１９日（木） ②-2 公募要項等の説明会（開催地：旭川市）

平成２９年１０月２３日（月） ②-3 公募要項等の説明会（開催地：釧路市）

平成２９年１０月２３日（月） ②-4 公募要項等の説明会（開催地：函館市）

平成２９年１０月２４日（火） ②-5 公募要項等の説明会（開催地：帯広市）

平成２９年１０月２４日（火） ②-6 公募要項等の説明会（開催地：室蘭市）

平成２９年１０月２５日（水） ②-7 公募要項等の説明会（開催地：札幌市）

平成２９年１０月１３日（金）～ ③ 公募要項等に対する質問受付期間
平成２９年１１月 ６日（月）

平成２９年１１月１３日（月）～ ④ 公募要項等に対する質問への回答公表期間
平成２９年１２月 １日（金）

平成２９年１２月１６日（土）～ ⑤ 指定管理者候補者の選定
平成２９年１２月１７日（日）

平成３０年 ２月 ⑥ 平成３０年第１回北海道議会定例会への提案

平成３０年 ３月 ⑦ 議会の議決後に協定を締結

平成３０年 ４月１日～ ⑧ 指定管理者による道営住宅管理業務の開始
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新 旧 備 考

・年号修正

・文言整理

・web開催に伴う修正

２ 公募要項等の公表等

（１）公募要項等の公表

公表方法

公募要項等は、 から北海道建設部住宅局住宅課の令和３年（2021年）１０月１３日（水）

掲載します。ホームページ（以下「ホームページ」という ）に。

、 （ 「 」 。） 、 。また 本業務に関する道の問い合わせ先 以下 窓口 という は 以下となっています

係【問い合わせ先】北海道建設部住宅局住宅課住宅管理

住 所 〒 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階060-8588

ＴＥＬ ０１１－２３１－４１１１（内線２９－５３５）

ＦＡＸ ０１１－２３２－２６８９

kensetsu.jutaku1@pref.hokkaido.lg.jp電子メールアドレス

北海道建設部住宅局住宅課ホームページアドレス

index.htmlhttps://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/

（Web開催）（２）公募要項等の説明会

公募要項等の内容について、次により説明会を開催します。

開催方法日 時

新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏まえ、Zoomによるリモート参加をお願いし
ます。※各回同様の説明内容となります。

【１回目】 【１回目】
令和３年（2021年）10月20日（水） [接続先URL]

10:00～11:30 URL：
ﾐｭｰﾃｨﾝｸﾞID：
ﾊﾟｽｺｰﾄﾞ：

【２回目】 【２回目】
令和３年（2021年）10月20日（水） URL：

13:30～15:00 ﾐｭｰﾃｨﾝｸﾞID：
ﾊﾟｽｺｰﾄﾞ：

① 参加者

参加者は、本業務に申請予定の法人その他の団体（以下「団体」という ）とし、１団体。

２名までとします。なお、参加者の団体名等は公表しません。

「 （ ）」 、参加を希望する場合は 公募要項等説明会参加申込書 別紙３ に所要の事項を記入し

窓口へ するか、ＦＡＸ又は電子メール令和３年（2021年）１０月１８日（月）までに 郵送

により申し込むものとします。なお、電話での申込みは受け付けません。

事前ダウンロード② 資料の

説明会当日までにダウンロード説明会に参加する場合は、ホームページから公募要項等を

資料は別紙４のとおりです。をお願いします。ダウンロードする

（３）公募要項等への質問及び回答

① 質問の受付

「 （ ）」 、「 」ア 公募要項等について質問がある場合は 別紙５ 公募要項等質問書 に記入の上 ウ

の受付期間内に 又は電子メールにより提出するものとします。なお、電話で窓口への郵送

の問い合わせにはお答えできません。

イ １件の質問に対し、１枚の用紙を使用してください。

２ 公募要項等の公表等

（１）公募要項等の公表

① 公表方法

公募要項等は、平成２９年１０月１３日（金）から北海道建設部住宅局住宅課のホームペー

ジ（以下「ホームページ」という ）に掲載するほか、本業務に関する道の問い合わせ先（以。

下「窓口」という ）で、平成２９年１０月１３日（金）から平成２９年１２月１日（金）ま。

で閲覧することができます。

【問い合わせ先】北海道建設部住宅局住宅課住宅管理グループ

住 所 〒060-8588 札幌市中央区北３条西６丁目 北海道庁９階

ＴＥＬ ０１１－２３１－４１１１（内線２９－５３５）

ＦＡＸ ０１１－２３２－２６８９

電子メールアドレス kensetsu.jutaku1@pref.hokkaido.lg.jp

北海道建設部住宅局住宅課ホームページアドレス

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kn/jtk/

② 閲覧時間

土、日曜及び祝日を除く午前９時から正午及び午後１時から午後５時までとします。

（２）公募要項等の説明会

公募要項等の内容について、次により説明会を開催します。

開 催 日 時 開 催 場 所

平成29年10月18日（水） オホーツク合同庁舎 ３階 ３０２会議室
14:00～15:30 網走市北７条西３丁目

平成29年10月19日（木） 旭川建設管理部事業課庁舎 ３階会議室
13:30～15:00 旭川市東３条５丁目１－４４

平成29年10月23日（月） 釧路総合振興局 地下会議室
14:00～15:30 釧路市浦見２丁目２－５４

平成29年10月23日（月） 渡島合同庁舎 ４階 ４０２会議室
14:00～15:30 函館市美原４丁目６－１６

平成29年10月24日（火） 十勝合同庁舎 地下会議室
10:30～12:00 帯広市東３条南３丁目１

平成29年10月24日（火） むろらん広域センタービル ３階 室蘭建設管理部会議室
13:30～15:00 室蘭市海岸町１丁目４－１

平成29年10月25日（水） 第２水産ビル ４階 ４Ｓ会議室
10:00～11:30 札幌市中央区北３条西７丁目

① 参加者

参加者は、本業務に申請予定の法人その他の団体（以下「団体」という ）とし、１団体２。

名までとします。なお、参加者の団体名等は公表しません。

参加を希望する場合は「公募要項等説明会参加申込書（別紙３ 」に所要の事項を記入し、）

平成２９年１０月１７日（火）午後５時までに窓口へ持参するか、ＦＡＸ又は電子メールによ

り申し込むものとします。なお、電話での申込みは受け付けません。

② 資料の持参

説明会に参加する場合は、ホームページから公募要項等をダウンロードして持参してくださ

い。持参する資料は別紙４のとおりです。

（３）公募要項等への質問及び回答

① 質問の受付

「 （ ）」 、「 」ア 公募要項等について質問がある場合は 別紙５ 公募要項等質問書 に記入の上 エ

の受付期間内に窓口まで持参又は電子メールにより提出するものとします。なお、電話で

の問い合わせにはお答えできません。

イ １件の質問に対し、１枚の用紙を使用してください。
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新 旧 備 考

・新型コロナウイルス感染症拡大
に伴い、持参を削除

・選定委員の変更

・道総務部作成準則に基づく追加

、 （ 、 ）ウ 持参する場合は 記入した質問書の内容を記録した記憶媒体 ＣＤ ＤＶＤのいずれか

も併せて提出してください（ラベルに団体名を記載してください 。）

エ 受付期間は平成２９年１０月１３日（金）から平成２９年１１月６日（月）までとしま

す。窓口に持参する場合は、土、日曜及び祝日を除く午前９時から正午及び午後１時から

午後５時までとします。

電子メールでの受付は、受付開始日の午前９時から受付終了日の午後５時までに窓口の

メールアドレスにおいて受信したものを有効とします。

② 質問に対する回答

受け付けた質問に対する回答は、ホームページにおいて平成２９年１１月１３日（月）から

公表します。なお、回答に当たっては、質問を行った団体名は公表しません。また、質問に該

当しないと判断した場合は、回答しないことがあります。

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定

１ 選定委員会の設置

（１）本業務における指定管理者の候補者を選定するため、あらかじめ選定委員会を設置します。

（２）庶務を処理するため、建設部住宅局住宅課内に事務局を設置します。

（３）選定委員会は、申請者のうち申請資格の要件を満たす者を対象として 「選定基準」に基づ、

き審査を行い、指定管理者の候補者として最適な団体を選定して、審査の経過とともに道に報

告します。

（４）申請予定者は、本業務の指定管理者が指定されるまでの期間、選定委員との接触を禁止しま

す。

【選定委員会委員】

委 員 長 岡 田 直 人 北星学園大学社会福祉学部 教授

副委員長 古 屋 賢 司 札幌市アパート業協同組合 常任理事

委 員 谷 口 尚 弘 北海道科学大学工学部 教授

委 員 奈 良 顕 子 （有）奈良建築環境設計室取締役室長

委 員 八 木 由起子 「北海道生活」編集長

２ 審査等の方法

申請団体から提出された申請書について、申請資格及び欠格事項、必須項目、管理経費（以下

「申請資格等」という ）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について。

提案内容の審査を行い、最優秀候補者及び優秀候補者（次点）を選定します。

なお、審査の方法等は「選定基準」をご覧ください

（１）必須項目

申請団体は次に示す必須項目の要件を満たすものとし、満たさない場合は失格となります。

① 当該団体が業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等に違反したことにより、

当該法令等の規定による罰則処分を現に受けていない団体であること。

（ 。 「 」② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第７７号 以下 暴対法

という ）第２条第２号の規定に該当しない団体であること。。

③ 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）に暴対法第２条第６号

の規定に該当する者が就任していない団体であること。

④ 公租公課に滞納がない団体であること。

令和３年（2021年）１０月１３日（水）から令和３年（2021年）１１月ウ 受付期間は

とします。８日（月）まで

受付は最終日の午後５時まで到着分のみ有効となります。

電子メールでの受付は、受付開始日の午前９時から受付終了日の午後５時までに窓口の

メールアドレスにおいて受信したものを有効とします。

② 質問に対する回答

令和３年（2021年）１１月１５日受け付けた質問に対する回答は、ホームページにおいて

から公表します。なお、回答に当たっては、質問を行った団体名は公表しません。ま（月）

た、質問に該当しないと判断した場合は、回答しないことがあります。

第６ 審査及び指定管理者候補者の選定

１ 選定委員会の設置

（１）本業務における指定管理者の候補者を選定するため、あらかじめ選定委員会を設置します。

（２）庶務を処理するため、建設部住宅局住宅課内に事務局を設置します。

（３）選定委員会は、申請者のうち申請資格の要件を満たす者を対象として 「選定基準」に基づ、

き審査を行い、指定管理者の候補者として最適な団体を選定して、審査の経過とともに道に報

告します。

（４）申請予定者は、本業務の指定管理者が指定されるまでの期間、選定委員との接触を禁止しま

す。

【選定委員会委員】

委 員 長 岡 田 直 人 北星学園大学社会福祉学部 教授

札幌市立大学デザイン学部 講師副委員長 片 山 めぐみ

謙一良 日本建築家協会北海道支部 顧問委 員 遠 藤

「北海道生活」 編集長委 員 八 木 由起子

中 井 悦 子 江別消費者協会 会長委 員

２ 審査等の方法

申請団体から提出された申請書について、申請資格及び欠格事項、必須項目、管理経費（以下

「申請資格等」という ）に関して適格審査を行い、不適格団体は失格とし、適格団体について。

提案内容の審査を行い、最優秀候補者及び優秀候補者（次点）を選定します。

なお、審査の方法等は「選定基準」をご覧ください

（１）必須項目

申請団体は次に示す必須項目の要件を満たすものとし、満たさない場合は失格となります。

① 当該団体が業務等を実施する上で遵守しなければならない法令等に違反したことにより、

当該法令等の規定による罰則処分を現に受けていない団体であること。

（ 。 「 」② 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 平成３年法律第７７号 以下 暴対法

という ）第２条第２号の規定に該当しない団体であること。。

③ 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）に暴対法第２条第６号

の規定に該当する者が就任していない団体であること。

④ 公租公課に滞納がない団体であること。

⑤ 健康保険・厚生年金保険、雇用保険の届出義務を履行している団体であること （加入義。

務がない場合を除く ）。
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・年号等の修正

・道総務部作成準則に基づく追加

（２）不適格団体への通知

選定委員会は、申請資格等が不適格で失格となった団体に対し、失格の理由を付して通知し

ます。

（３）提案内容の審査

選定委員会の委員は、選定基準に基づき、次により総合的な評価、審査を実施し候補者の選

定を行います。

① 審査内容

ア 管理経費に関すること。

イ 道内中小企業等の支援に関すること。

ウ 基礎的な業務に関すること。

エ 利用者へのサービスに関すること。

オ 業務実績評価に関すること。

② ヒアリング

提案内容の審査に当たっては、申請者に対してヒアリングの実施を予定しています。

ア 実施時期 平成２９年１２月１６日（土）～１７日（日）

イ 実施場所 申請者（代表団体）に別途通知します。

３ 指定管理者の選定及び指定

選定委員会は、 第５条に定める方法により道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領

最適な候補者を決定します。なお、選定委員会が指定管理者として適格な候補者を選定しがたい

と認めた場合は、候補者を選定しないことがあります。

また、議会へ提案するまでに最優秀候補者が資格要件等を失った場合は、優秀候補者を最優秀

候補者とします。

道は、最優秀候補者として選定された候補者を、平成３０年第１回北海道議会定例会における

議決を経て指定管理者として指定します。

４ 審査結果等の公表

道は、当該業務の候補者を選定したときは、すべての申請者に対し審査結果を通知するととも

に、議会の議決を経て指定管理者を指定したときは、審査の経過、選定の結果及び指定の結果を

ホームページ等において公表します。

５ 協定の締結

（１）協定書に基づき道が支払う管理経費は、申請により提示された額とします。

（２）道と指定管理者は、条例又は規則に定めのない細目的事項について協議を行い、協定を締結

します。なお、締結する協定の内容は「協定書（案 」のとおりとします。）

第７ その他の事項

１ 業務の継続が困難になった場合等の措置

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに道に

報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。

（２）不適格団体への通知

選定委員会は、申請資格等が不適格で失格となった団体に対し、失格の理由を付して通知し

ます。

（３）提案内容の審査

選定委員会の委員は、選定基準に基づき、次により総合的な評価、審査を実施し候補者の選

定を行います。

① 審査内容

ア 管理経費に関すること。

イ 道内中小企業等の支援に関すること。

ウ 基礎的な業務に関すること。

エ 利用者へのサービスに関すること。

オ 業務実績評価に関すること。

② ヒアリング

提案内容の審査に当たっては、申請者に対してヒアリングの実施を予定しています。

令和３年（2021年）１２月１８日（土）～１９日（日）ア 実施時期

※申請者数によっては、日数が短縮される場合があります。

イ 実施場所 申請者（代表団体）に別途通知します。

３ 指定管理者の選定及び指定

選定委員会は、 第５条に定める方法により道営住宅指定管理者候補者選定委員会運営要領

最適な候補者を決定します。なお、選定委員会が指定管理者として適格な候補者を選定しがたい

と認めた場合は、候補者を選定しないことがあります。

また、議会へ提案するまでに最優秀候補者が資格要件等を失った場合は、優秀候補者を最優秀

候補者とします。

道は、最優秀候補者として選定された候補者を、 第１回北海道議会定例会における議令和４年

決を経て指定管理者として指定します。

４ 審査結果等の公表

道は、当該業務の候補者を選定したときは、すべての申請者に対し審査結果を通知するととも

に、議会の議決を経て指定管理者を指定したときは、審査の経過、選定の結果及び指定の結果を

ホームページ等において公表します。

５ 協定の締結

（１）協定書に基づき道が支払う管理経費は、申請により提示された額とします。

（２）道と指定管理者は、条例又は規則に定めのない細目的事項について協議を行い、協定を締結

します。なお、締結する協定の内容は「協定書（案 」のとおりとします。）

第７ 公租公課

指定管理者は、法人税や事業所税などが課税される場合がありますので、必要に応じ、管轄

の市町、税務署等の関係機関に確認してください。

第 その他の事項８

１ 業務の継続が困難になった場合等の措置

指定管理者は、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに道に

報告しなければなりません。その場合の措置については、次のとおりです。
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（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそれ

が生じた場合には、道は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の

提出及び実施を求めることができます。また、指定管理者がその期間内に改善することができ

なかった場合等には、道は指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命

じることができるものとします。

（２）指定が取り消された場合等の賠償

上記（１）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止され

た場合、指定管理者は、道に生じた損害を賠償しなければなりません。

（３）不可抗力等による場合

不可抗力その他道又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の継続が

困難となった場合、道と指定管理者は、業務継続の可否等について協議を行い、継続が困難と

判断した場合、道は指定管理者の指定の取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じ

ることができるものとします。

２ その他の協議すべき事項

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、道及び指定管理者双方が誠意を持って協議

するものとします。

（１）指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合、又はそのおそれ

が生じた場合には、道は指定管理者に対して改善勧告等の指示を行い、期間を定めて改善策の

提出及び実施を求めることができます。また、指定管理者がその期間内に改善することができ

なかった場合等には、道は指定管理者の指定を取り消し、又は業務の全部又は一部の停止を命

じることができるものとします。

（２）指定が取り消された場合等の賠償

上記（１）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止され

た場合、指定管理者は、道に生じた損害を賠償しなければなりません。

（３）不可抗力等による場合

不可抗力その他道又は指定管理者の責めに帰することができない事由により、業務の継続が

困難となった場合、道と指定管理者は、業務継続の可否等について協議を行い、継続が困難と

判断した場合、道は指定管理者の指定の取り消し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命じ

ることができるものとします。

２ その他の協議すべき事項

協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、道及び指定管理者双方が誠意を持って協議

するものとします。
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・修正なし別紙１（リスク分担表）

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
法令の変更 広く事業者一般を対象とした法令の変更による

共 通 費用の増加（収入の減少 、事業の中断等による）

損害

○
指定管理業務に直接関わる法令の変更による費

用の増加（収入の減少 、事業の中断等による損）

害

そ の 他 の 制 度 道条例・規則の廃止その他道の行財政運営上の

変更 決定に基づく制度変更等による費用の増加（収 ○

入の減少 、事業の中断等による損害）

上記のうち、公の施設の廃止その他の指定管理

者制度に直接関わる制度変更等による費用の増 ○

加（収入の減少 、事業の中断等による損害）

税制の変更 新税の創設等による費用の増加（利益の減少） ○

上記のうち、指定管理業務の継続に重大な影響 協議事項

を及ぼすもの

物価・金利・ 物価・賃金水準の変動、インフレ・デフレ、金

為替レートの 利変動、為替レートの変動に伴う費用の増加又 ○

変動 は利益の減少

○
資金調達 資金調達ができなくなったことによる指定管理

業務の中断等

、事業の中止・ 施設設置の瑕疵や経年劣化による施設の損壊等

延期 施設の改築・移転、大規模修繕の実施等による ○

事業の中断による遅延・中止

○
指定管理者の事業放棄・破綻による事業中止・

延期

○
指定管理業務の開始・継続に要する許認可等が

取得・更新されないことによる事業の中止・延

期

○
上記のうち、道が取得すべき許認可が取得・更

新されないことによる事業の中止・延期

申請段階 申請コスト 申請コストの負担 ○

書類の瑕疵 道が作成・公表した公募要項等の瑕疵による損 ○

害

○
申請者が作成・提出した申請書類等の瑕疵によ

る損害

準備段階 引継コスト 施設運営の引継コストの負担 ○

別紙１（リスク分担表）

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
法令の変更 広く事業者一般を対象とした法令の変更による

共 通 費用の増加（収入の減少 、事業の中断等による）

損害

○
指定管理業務に直接関わる法令の変更による費

用の増加（収入の減少 、事業の中断等による損）

害

そ の 他 の 制 度 道条例・規則の廃止その他道の行財政運営上の

変更 決定に基づく制度変更等による費用の増加（収 ○

入の減少 、事業の中断等による損害）

上記のうち、公の施設の廃止その他の指定管理

者制度に直接関わる制度変更等による費用の増 ○

加（収入の減少 、事業の中断等による損害）

税制の変更 新税の創設等による費用の増加（利益の減少） ○

上記のうち、指定管理業務の継続に重大な影響 協議事項

を及ぼすもの

物価・金利・ 物価・賃金水準の変動、インフレ・デフレ、金

為替レートの 利変動、為替レートの変動に伴う費用の増加又 ○

変動 は利益の減少

○
資金調達 資金調達ができなくなったことによる指定管理

業務の中断等

、事業の中止・ 施設設置の瑕疵や経年劣化による施設の損壊等

延期 施設の改築・移転、大規模修繕の実施等による ○

事業の中断による遅延・中止

○
指定管理者の事業放棄・破綻による事業中止・

延期

○
指定管理業務の開始・継続に要する許認可等が

取得・更新されないことによる事業の中止・延

期

○
上記のうち、道が取得すべき許認可が取得・更

新されないことによる事業の中止・延期

申請段階 申請コスト 申請コストの負担 ○

書類の瑕疵 道が作成・公表した公募要項等の瑕疵による損 ○

害

○
申請者が作成・提出した申請書類等の瑕疵によ

る損害

準備段階 引継コスト 施設運営の引継コストの負担 ○
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新 旧 備 考

・修正なし

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
管理運営 施 設 の 損 壊 等 通常の使用による施設・設備・外構・備品の損

段階 に よ る 修 繕 、 傷に伴う維持管理・補修費用の増加等

○
事業の中断 日常的な維持管理の瑕疵に基づく維持管理・補

修費用の増加等

協議事項
天災その他不可抗力による施設、設備の損壊に

よる損害、事業の中断等

法令改正により必要となった施設の修繕等に係

○
る費用の増加、業務の中断等（施設利用者の生

命身体の安全確保を目的として施設躯体の改修

が必要となった場合）

○
上記以外の法令改正により必要となった施設・

設備・外構の維持補修

天災その他不可抗力による事業中止等 協議事項
不 可 抗 力 に よ

る事業の中断

○
社 会 経 済 情 勢 利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの

の変化 誤りその他の事由による経営不振

○
住民対応 道営住宅の指定管理者制度導入に対する住民反

対運動や訴訟

○
指定管理者が適切に管理すべき業務に関する苦

情等

負担者

段 階 種 類 内 容 指定
道

管理者

○
管理運営 施 設 の 損 壊 等 通常の使用による施設・設備・外構・備品の損

段階 に よ る 修 繕 、 傷に伴う維持管理・補修費用の増加等

○
事業の中断 日常的な維持管理の瑕疵に基づく維持管理・補

修費用の増加等

協議事項
天災その他不可抗力による施設、設備の損壊に

よる損害、事業の中断等

法令改正により必要となった施設の修繕等に係

○
る費用の増加、業務の中断等（施設利用者の生

命身体の安全確保を目的として施設躯体の改修

が必要となった場合）

○
上記以外の法令改正により必要となった施設・

設備・外構の維持補修

天災その他不可抗力による事業中止等 協議事項
不 可 抗 力 に よ

る事業の中断

○
社 会 経 済 情 勢 利用者の減少、競合施設の増加、需要見込みの

の変化 誤りその他の事由による経営不振

○
住民対応 道営住宅の指定管理者制度導入に対する住民反

対運動や訴訟

○
指定管理者が適切に管理すべき業務に関する苦

情等
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新 旧 備 考

・令和３年第３回北海道議会定例
会の議決後に負担金上限額を記
載

別紙２
【負担金上限額の積算内訳】

総 額 （ 千 円 ）
夕 張 市 美 唄 市 芦 別 市 赤 平 市 三 笠 市 滝 川 市 砂 川 市 深 川 市 南 幌 町 沼 田 町 札 幌 圏 小 樽 市岩 見 沢 市 千 歳 恵 庭 圏

A (B+G+H+I+J)負 担 金 上 限 額 【 】
B (C+F)業 務 原 価 【 】

C (D+E)直 接 業 務 費 【 】
直 接 人 件 費 【 】D
直 接 物 品 費 【 】E

【 】（ ）業 務 管 理 費 ％F C×1
一 般 管 理 費 【 （ ○ ％ ）G B×】
修 繕 等 【 】H
消 費 税 【 】I
外 部 委 託 費 【 】J

総 額 （ 千 円 ）
岩 内 町 余 市 町 室 蘭 圏 浦 河 町 函 館 圏 江 差 町 旭 川 市 名 寄 市 士 別 市倶 知 安 町 苫 小 牧 市 木 古 内 町 富 良 野 市新 ひ だ か 町

A (B+G+H+I+J)負 担 金 上 限 額 【 】
B (C+F)業 務 原 価 【 】

C (D+E)直 接 業 務 費 【 】
直 接 人 件 費 【 】D
直 接 物 品 費 【 】E

）業 務 管 理 費 ％【 】（F C×1
一 般 管 理 費 【 （ ○ ％ ）G B×】
修 繕 等 【 】H
消 費 税 【 】I
外 部 委 託 費 【 】J

総 額 （ 千 円 ）
中 標 津 町留 萌 市 苫 前 町 稚 内 市 北 見 市 網 走 市 紋 別 市 美 幌 町 斜 里 町 遠 軽 町 帯 広 圏 釧 路 圏 根 室 市

A (B+G+H+I+J)負 担 金 上 限 額 【 】
B (C+F)業 務 原 価 【 】

C (D+E)直 接 業 務 費 【 】
直 接 人 件 費 【 】D
直 接 物 品 費 【 】E

【 】（ ）業 務 管 理 費 ％F C×1
一 般 管 理 費 【 （ ○ ％ ）G B×】
修 繕 等 【 】H
消 費 税 【 】I
外 部 委 託 費 【 】J

【負担金上限額を構成する経費の内容】
経 費 の 名 称 経 費 の 内 容 備 考

Ａ 負 担 金 上 限 額 業 務 原 価 ＋ 一 般 管 理 費 修 繕 等 消 費 税 外 部 委 託 費B G + H + I + J
Ｂ 業 務 原 価 直 接 業 務 費 業 務 管 理 費C + F
Ｃ 直 接 業 務 費 直 接 人 件 費 直 接 物 品 費D +E
Ｄ 直 接 人 件 費 公 の 施 設 の 維 持 管 理 及 び 運 営 業 務 に 直 接 従 事 す る 従 業 員 等 （ 臨 時 雇 用 を 含 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算

む ） が そ の 労 働 力 を 消 費 す る こ と に よ っ て 発 生 す る 費 用 で 、 当 該 従 業 員 等。
の 給 料 手 当 賞 与 、 賃 金 等 に 相 当 す る も の

Ｅ 直 接 物 品 費 公 の 施 設 の 維 持 管 理 及 び 運 営 業 務 に 直 接 従 事 す る 従 業 員 等 が 、 当 該 業 務 を 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算
行 う の に 必 要 な 物 品 等 を 消 費 し 、 又 は 使 用 す る こ と に よ っ て 発 生 す る 費 用

Ｆ 業 務 管 理 費 指 定 管 理 者 が 、 公 の 施 設 の 現 場 に お い て 業 務 を 管 理 す る た め に 必 要 な 直 接 直 接 業 務 費 に 管 理 費 率 （ １ ％ ） を 乗 じ て
業 務 費 以 外 の 費 用 積 算

Ｇ 一 般 管 理 費 指 定 管 理 者 が 法 人 等 を 継 続 的 に 維 持 運 営 す る の に 必 要 な 直 接 業 務 費 及 び 業 業 務 原 価 に 一 般 管 理 費 率 （ ３ ０ ％ ～ ４ ０
務 管 理 費 以 外 の 費 用 で 、 一 般 管 理 費 （ 営 業 費 を 含 む ） 及 び 営 業 利 益 に 相 当 す ％ ） を 乗 じ て 積 算
る 費 用

Ｈ 修 繕 等 住 宅 及 び 駐 車 場 の 維 持 管 理 に 必 要 と な る 費 用 積 上 げ 及 び 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算
Ｉ 消 費 税 業 務 原 価 、 一 般 管 理 費 及 び 修 繕 費 の 合 計 に 税 率 １ ０ ％ ） を 乗 じ て 算 出
Ｊ 外 部 委 託 費 道 営 住 宅 団 地 自 治 会 へ の 住 宅 駐 車 場 管 理 業 務 の 委 託 に 要 す る 費 用 単 価 に 必 要 数 量 を 乗 じ て 積 算

注 １ 直 接 人 件 費 及 び 直 接 物 品 費 の 単 価 は 、 市 場 価 格 及 び 実 績 額 を 参 考 と し て 定 め て い ま す 。
、 。注 ２ 業 務 管 理 費 率 は 指 定 管 理 者 の 業 務 内 容 等 を 勘 案 し て 一 般 管 理 費 率 は 業 務 原 価 の 規 模 等 に 応 じ て そ れ ぞ れ 公 の 施 設 ご と に 定 め て い ま す

別紙２
【負担金上限額の積算内訳】

総額（千円）
夕張市 美唄市 芦別市 赤平市 三笠市 滝川市 砂川市 深川市 南幌町 沼田町 札幌圏 小樽市岩見沢市 千歳恵庭圏

51,330 136,699 81,231 29,397 40,544 6,411 65,177 48,328 30,872 16,409 18,858 79,297 337,509負担金上限額【A】(B+G+H+I+J) 2,151,293
7,356 19,980 8,952 4,408 5,728 3,328 10,364 6,824 4,920 2,252 2,660 279,768 8,592 42,336業務原価【B】(C+F)
7,288 19,784 8,868 4,368 5,672 3,296 10,268 6,764 4,876 2,232 2,636 277,000 8,512 41,924直接業務費【C】(D+E)
6,084 16,272 7,452 3,800 4,712 3,192 8,516 5,780 4,104 1,824 2,280 222,396 7,148 34,068直接人件費【D】
1,204 3,512 1,416 568 960 104 1,752 984 772 408 356 54,604 1,364 7,856直接物品費【E】
68 196 84 40 56 32 96 60 44 20 24 2,768 80 412業務管理費 F C×1％【 】（ ）
2,940 7,992 3,580 1,760 2,288 1,328 4,144 2,728 1,968 900 1,064 83,928 3,436 14,816一般管理費【G （B×○％）】
35,518 93,033 59,473 19,808 28,026 1,036 43,579 33,046 20,104 11,194 12,940 58,353 240,735修繕等【H】 1,532,171
4,208 11,090 6,618 2,373 3,330 523 5,346 3,922 2,460 1,315 1,534 175,654 6,560 27,530消費税【I】
1,308 4,604 2,608 1,048 1,172 196 1,744 1,808 1,420 748 660 79,772 2,356 12,092外部委託費【J】

総額（千円）
岩内町 余市町 室蘭圏 浦河町 函館圏 江差町 旭川市 名寄市 士別市倶知安町 苫小牧市 木古内町 富良野市新ひだか町

37,041 26,280 5,597 322,348 222,736 16,920 24,226 585,061 9,929 37,748 339,210 48,505 19,120 15,306負担金上限額【A】(B+G+H+I+J)
5,020 4,300 2,952 39,880 27,172 2,252 3,588 76,784 3,168 5,340 40,136 6,652 2,784 2,096業務原価【B】(C+F)
4,976 4,260 2,924 39,488 26,904 2,232 3,560 76,028 3,140 5,292 39,744 6,592 2,764 2,080直接業務費【C】(D+E)
4,104 3,496 2,888 31,180 21,748 1,824 3,040 61,908 3,040 4,560 32,092 5,628 2,280 1,672直接人件費【D】
872 764 36 8,308 5,156 408 520 14,120 100 732 7,652 964 484 408直接物品費【E】
44 40 28 392 268 20 28 756 28 48 392 60 20 16業務管理費 F C×1％【 】（ ）
2,008 1,720 1,176 15,952 10,868 900 1,432 26,872 1,264 2,136 14,044 2,660 1,112 836一般管理費【G （B×○％）】
25,429 17,375 932 229,282 160,023 11,657 16,279 411,633 4,492 25,862 251,540 33,686 12,784 10,398修繕等【H】
2,976 2,137 465 26,254 18,221 1,363 1,967 47,448 821 3,066 28,174 3,975 1,544 1,228消費税【I】
1,608 748 72 10,980 6,452 748 960 22,324 184 1,344 5,316 1,532 896 748外部委託費【J】

総額（千円）
中標津町留萌市 苫前町 稚内市 北見市 網走市 紋別市 美幌町 斜里町 遠軽町 帯広圏 釧路圏 根室市

108,528 9,697 44,791 32,114 28,345 8,399 9,571 334,041 326,160 66,168 34,267負担金上限額【A】(B+G+H+I+J) 134,036 165,451
12,912 1,312 6,848 20,040 19,620 5,008 4,100 1,312 1,688 44,932 39,460 7,564 5,764業務原価【B】(C+F)
12,788 1,304 6,784 19,844 19,432 4,960 4,060 1,304 1,676 44,492 39,072 7,492 5,712直接業務費【C】(D+E)
10,644 1,064 5,624 16,272 16,120 4,256 3,496 1,064 1,368 36,508 32,092 6,236 4,864直接人件費【D】
2,144 240 1,160 3,572 3,312 704 564 240 308 7,984 6,980 1,256 848直接物品費【E】
124 8 64 196 188 48 40 8 12 440 388 72 52業務管理費 F C×1％【 】（ ）
5,164 524 2,736 8,016 7,848 2,000 1,640 524 672 15,724 15,784 3,024 2,304一般管理費【G （B×○％）】
77,651 6,633 29,519 21,279 19,302 5,450 5,880 232,149 234,154 47,891 21,876修繕等【H】 89,488 118,481
8,861 780 3,592 2,607 2,295 665 759 27,112 26,618 5,381 2,763消費税【I】 10,792 13,450
3,940 448 2,096 5,700 6,052 1,220 1,008 448 572 14,124 10,144 2,308 1,560外部委託費【J】

【負担金上限額を構成する経費の内容】
経費の名称 経費の内容 備考

Ａ 負担金上限額 B 業務原価 ＋ G 一般管理費 + H 修繕等 + I 消費税 + J 外部委託費
Ｂ 業務原価 C 直接業務費 + F 業務管理費
Ｃ 直接業務費 D 直接人件費 +E 直接物品費
Ｄ 直接人件費 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等（臨時雇用 単価に必要数量を乗じて積算

を含む ）がその労働力を消費することによって発生する費用で、当該。
従業員等の給料手当賞与、賃金等に相当するもの

Ｅ 直接物品費 公の施設の維持管理及び運営業務に直接従事する従業員等が、当該業 単価に必要数量を乗じて積算
務を行うのに必要な物品等を消費し、又は使用することによって発生す
る費用

Ｆ 業務管理費 指定管理者が、公の施設の現場において業務を管理するために必要な 直接業務費に管理費率（１％）を乗じて積
直接業務費以外の費用 算

（ ）Ｇ 一般管理費 指定管理者が法人等を継続的に維持運営するのに必要な直接業務費及 業務原価に一般管理費率 ３０％～４０％
び業務管理費以外の費用で、一般管理費（営業費を含む）及び営業利益 を乗じて積算
に相当する費用

Ｈ 修繕等 住宅及び駐車場の維持管理に必要となる費用 積上げ及び単価に必要数量を乗じて積算
Ｉ 消費税 業務原価、一般管理費及び修繕費の合計に税率（平成３０年４月１日

から８％、平成３１年１０月１日から１０％）を乗じて算出
Ｊ 外部委託費 道営住宅団地自治会への住宅駐車場管理業務の委託に要する費用 単価に必要数量を乗じて積算

注１ 直接人件費及び直接物品費の単価は、市場価格及び実績額を参考として定めています。
、 。注２ 業務管理費率は指定管理者の業務内容等を勘案して 一般管理費率は業務原価の規模等に応じてそれぞれ公の施設ごとに定めています
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新 旧 備 考

別紙３（公募要項等説明会参加申込書） 別紙３（公募要項等説明会参加申込書）

・年号等修正

・web開催に伴う申込書の修正

※ 参加者人数は１団体につき２名以内とさせていただきます。

ＦＡＸ送信票
宛先：北海道建設部住宅局住宅課住宅管理係 行き

ＦＡＸ：０１１－２３２－２６８９
※会場や資料の準備のため、令和３年（2021年）１０月１８日（月）午後５時まで
にご送信ください。

令和 年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公募要項等説明会参加申込書

団体名

参加希望時間 【１回目】 【２回目】
参加を希望される欄の右

欄に「○」を記入してく 10:00～11:30 13:30～15:00
ださい。

（申込み窓口）
部 署 名 氏 名

参 加 者 役 職 名

氏 名 部 署 名
氏 名

役 職 名

参加用Ｚｏｏｍｱｶｳﾝﾄ名

（申込み窓口）
電 話 （ ） －

ＦＡＸ （ ） －

E - m a i l

ＦＡＸ送信票
宛先：北海道建設部住宅局住宅課住宅管理グループ 行き

ＦＡＸ：０１１－２３２－２６８９
※会場や資料の準備のため、平成２９年１０月１７日（火）午後５時までにご送信く

ださい。

（期限までに申込みできなかった方の当日のご参加も受け付けます。）

平成 年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公募要項等説明会参加申込書

団体名

参加希望 網走会場 旭川会場 釧路会場 函館会場 帯広会場 室蘭会場 札幌会場

会 場 10月18日(水) 10月19日(木) 10月23日(月) 10月23日(月) 10月24日(火) 10月24日(火) 10月25日(水)

（参加を希望 14:00～15:30 13:30～15:00 14:00～15:30 14:00～15:30 10:30～12:00 13:30～15:00 10:00～11:30

される欄の下

段に○を記入

して下さい）

（申込み窓口）

部 署 名 氏 名

参 加 者 役 職 名

氏 名 部 署 名
氏 名

役 職 名

（申込み窓口）

電 話 （ ） －

ＦＡＸ （ ） －

※ 参加者人数は１団体につき２名以内とさせていただきます。



- 25 -

新 旧 備 考

・年号修正

別紙４（公表資料）

資 料 名

① 道営住宅等の指定管理者公募要項

② 対象施設

③ 業務の範囲

④ 道営住宅等の管理に関する協定書（案）

⑤ 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書

⑥ 指定管理者申請様式集

⑦ 道営住宅等の指定管理者候補者選定基準

⑧ 指定管理者が行う業務に対する評価の基準

参考資料

法 公営住宅法

律 所得税法等の関係法令

北海道営住宅条例及び同施行規則

条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例及び同施行規則
例
・ 北海道暴力団の排除の推進に関する条例及び同施行規則
規
則 北海道個人情報保護条例

北海道情報公開条例

要 道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等
綱
等 道営住宅入居者のしおり 住まいのハンドブック

令和３年（2021年）10月13日（水）～令和３年（2021年）※１ 資料については、公募期間の

までホームページに掲載しておりますので、適宜ダウンロードしてご利用く12月１日（水）

ださい。

２ 参考資料の「所得税法等の関係法令」及び「道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等」

について、個々の法令名等は協定書（案）別記２「関係法令等」をご覧ください。

説明会に持参する資料は①から⑧までとします。

別紙４（公表資料）

資 料 名

① 道営住宅等の指定管理者公募要項

② 対象施設

③ 業務の範囲

④ 道営住宅等の管理に関する協定書（案）

⑤ 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書

⑥ 指定管理者申請様式集

⑦ 道営住宅等の指定管理者候補者選定基準

⑧ 指定管理者が行う業務に対する評価の基準

参考資料

法 公営住宅法

律 所得税法等の関係法令

北海道営住宅条例及び同施行規則

条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例及び同施行規則
例
・ 北海道暴力団の排除の推進に関する条例及び同施行規則
規
則 北海道個人情報保護条例

北海道情報公開条例

要 道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等
綱
等 道営住宅入居者のしおり 住まいのハンドブック

※１ 資料については、公募期間のH29.10.13(金)～H29.12.1(金)までホームページに掲載しており

ますので、適宜ダウンロードしてご利用ください。

２ 参考資料の「所得税法等の関係法令」及び「道営住宅の管理に関する要綱・要領・通達等」

について、個々の法令名等は協定書（案）別記２「関係法令等」をご覧ください。

説明会に持参する資料は①から⑧までとします。
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新 旧 備 考

別紙５（公募要項等質問書） ・年号削除

注１ 簡潔かつ具体的に記入してください。
２ 質問は、様式１枚につき１件とします。
３ 質問については、個別にはお答えしません。

年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公 募 要 項 等 質 問 書

道営住宅指定管理者業務の公募要項等について、次のとおり質問書を提出します。

団 体 名

所 在 地

部 署

担当者氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号

質問タイトル

公募要項等の
文書・資料名 （○P ○項○の○の○）

該 当 箇 所

内 容

平成 年 月 日

道営住宅等の指定管理者
公 募 要 項 等 質 問 書

道営住宅指定管理者業務の公募要項等について、次のとおり質問書を提出します。

団 体 名

所 在 地

部 署

担当者氏名

電 話 番 号

ＦＡＸ番号

質問タイトル

公募要項等の
文書・資料名 （○P ○項○の○の○）

該 当 箇 所

内 容

注１ 簡潔かつ具体的に記入してください。

２ 質問は、様式１枚につき１件とします。

３ 質問については、個別にはお答えしません。
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【資料５】
新旧対照表【協定書（案）】

新 旧

・年号修正

・文言修正

・施設全般の点検について「法
定点検等」を新設

道営住宅等（●●●）の管理に関する協定書（案）

前 文

北海道（以下「甲」という ）は、北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第11号。以下「設置条。

例」という ）第63条の規定に基づき、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という ）第2。 。

44条の２第３項に規定する指定管理者に設置条例第２条第６号による道営住宅等のうち別記１に定め

る対象施設（●●● （以下「本施設」という ）の管理を行わせるため、北海道公の施設に係る指） 。

（ 。 「 」 。）定管理者の指定の手続等に関する条例 平成16年北海道条例第89号 以下 指定手続条例 という

に定める指定の手続を実施し、●●●（以下「乙」という ）を本施設の指定管理者に指定した。。

甲及び乙は、本施設の管理に関して、平成●●年●月●日付け住宅第●●●●号指令、本協定及び

道営住宅等の指定管理者公募要項（以下「公募要項」という ）に定める事項に従い乙が本施設を管。

理することを確認し、指定手続条例第８条の規定に基づき、次のとおり合意し、本協定を締結する。

第１章 総則

（目的及び解釈）

第１条 本協定は、甲及び乙が相互に協力し、本施設を適正かつ円滑に管理するために必要な事項を

定めることを目的とする。

２ 本協定において用いられる語句は、本文中において特に明示されているものを除き、次において

定められた意味を有するものとする。

（１ 「本協定」とは、協定書本体、別記及び別紙の全てを含むものとする。）

（２ 「指定管理業務に直接関係する法令」とは、設置条例第63条の２各号に定める本施設の管理）

に係る業務（以下「指定管理業務」という ）を対象とする法令を意味するものとし、これに該。

当しない乙に対して一般に適用される法令は含まれないものとする。

（３ 「法定更新」とは、水道メーター及び非常用照明の更新等であって、関係法令等により機器）

の使用期限や維持水準が定められている設備等について、定期的に更新するものをいう。

（４ 「経常修繕」とは、水漏れ、外壁のひび割れ、消防用設備に係る蓄電池の劣化等、不特定の）

時期に発生する不具合、破損に対しその都度実施する必要がある修繕をいう。

（５ 「退去修繕」とは、入居者が退去した後に、次の入居者を入居させるために行う修繕をいう。）

（６ 「保守点検」とは、エレベーターや消防設備など道営住宅の付帯設備等について関係法令等）

で定められている保守を行うものをいう。

（７ 「維持管理」とは、良好な住環境を維持するために必要な措置を講じることをいう。）

（８)「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災、有毒ガスの

発生、その他自然災害又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象であって、甲及び乙のいずれ

の責めにも帰さないものをいう。

（９)「事故等」とは、本施設内において人身事故、施設の破損その他の事故又は不測の事態の発生

をいう。

（10 「修繕等」とは、法定更新、経常修繕、退去修繕、保守点検、維持管理、不可抗力、事故等）

の対応をいう。

（基本合意）

第２条 乙は、本施設を管理する指定管理者として、別記２に掲げる関係法令等（以下「関係法令等

という ）及び本協定に従い、善良な管理者の注意をもって、指定管理業務を行う。。

道営住宅等（●●●）の管理に関する協定書（案）

前 文

北海道（以下「甲」という ）は、北海道営住宅条例（平成９年北海道条例第11号。以下「設置条。

例」という ）第63条の規定に基づき、地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という ）第。 。

244条の２第３項に規定する指定管理者に設置条例第２条第６号による道営住宅等のうち別記１に定

める対象施設（●●● （以下「本施設」という ）の管理を行わせるため、北海道公の施設に係る） 。

指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成16年北海道条例第89号。以下「指定手続条例」とい

う ）に定める指定の手続を実施し、●●●（以下「乙」という ）を本施設の指定管理者に指定し。 。

た。

甲及び乙は、本施設の管理に関して、 ●●年●月●日付け住宅第●●●●号指令、本協定及び令和

道営住宅等の指定管理者公募要項（以下「公募要項」という ）に定める事項に従い乙が本施設を管。

理することを確認し、指定手続条例第８条の規定に基づき、次のとおり合意し、本協定を締結する。

第１章 総則

（目的及び解釈）

第１条 本協定は、甲及び乙が相互に協力し、本施設を適正かつ円滑に管理するために必要な事項を

定めることを目的とする。

２ 本協定において用いられる語句は、本文中において特に明示されているものを除き、次において

定められた意味を有するものとする。

（１ 「本協定」とは、協定書本体、別記及び別紙の全てを含むものとする。）

（２ 「指定管理業務に直接関係する法令」とは、設置条例第63条の２各号に定める本施設の管理）

に係る業務（以下「指定管理業務」という ）を対象とする法令を意味するものとし、これに該。

当しない乙に対して一般に適用される法令は含まれないものとする。

（３ 「法定更新」とは、水道メーター及び非常用照明の更新等であって、関係法令等により機器）

の使用期限や維持水準が定められている設備等について、定期的に更新するものをいう。

（４ 「経常修繕」とは、水漏れ、外壁のひび割れ、消防用設備に係る蓄電池の劣化等、不特定の）

時期に発生する不具合、破損に対しその都度実施する必要がある修繕をいう。

（５ 「退去修繕」とは、入居者が退去した後に、次の入居者を入居させるために行う修繕をいう。）

（６ 「保守点検」とは、エレベーターや消防設備など道営住宅の 設備等について関係法令等） 附帯

で定められている保守を行うものをいう。

（７ 「法定点検等」とは、建築基準法第12条第２項及び第４項の規定に基づく建築物等の法定点）

検のほか、巡回による日常点検及び定期的に行う春期重点点検、遊具等の点検であって、本施設

の機能及び劣化状況を調査し、機能の回復又はその他の措置が必要か否かの判断を行うことをい

う。

（８ 「維持管理」とは、良好な住環境を維持するために必要な措置を講じることをいう。）

（９)「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、高潮、地滑り、落盤、落雷、地震、火災、有毒ガスの

発生、その他自然災害又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な現象であって、甲及び乙のいずれ

の責めにも帰さないものをいう。

（10)「事故等」とは、本施設内において人身事故、施設の破損その他の事故又は不測の事態の発

生をいう。

（11 「修繕等」とは、法定更新、経常修繕、退去修繕、保守点検、 維持管理、不可） 法定点検等、

抗力、事故等の対応をいう。
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新 旧

・修正なし
２ 甲は、乙に対して、指定管理業務の遂行に係る費用を負担することとし、本協定の定めるところ

により負担金を支払う。

３ 乙は、指定管理者制度の趣旨及び本施設の設置目的を尊重し、指定管理業務を効率的に遂行する

とともに、住民サービスの質の向上を図るものとする。

４ 甲は、指定管理業務が民間団体によって遂行されることを十分理解し、その趣旨を尊重するもの

とする。

（許認可及び届出等）

第３条 乙は、本協定に基づき、指定管理業務を遂行するために必要となる一切の許認可及び届出等

を、自己の責任及び費用において取得し、又は実施するものとする。ただし、甲の単独申請に係る

、 、 。許認可及び届出等については 甲の責任及び費用においてこれを取得し 又は実施するものとする

２ 甲及び乙は、前項の許認可の取得及び届出等の実施について相互に協力するものとする。

（環境への配慮等）

第４条 乙は、指定管理業務の遂行に当たり、省エネルギーの徹底及び二酸化炭素等温室効果ガスの

排出の抑制に努めるとともに、廃棄物の発生の抑制及び適正な処理を図るものとする。

２ 乙は、指定管理業務の遂行に当たり、産消協働の趣旨を尊重し、道内で生産された農林水産物及

び地場産品等の積極的な活用に努めるとともに、地域における活動との連携を図るよう努めるもの

とする。

（権利義務の譲渡等）

、 、 。第５条 乙は この協定によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し 又は承継させてはならない

ただし、甲が特に認めた場合は、この限りでない。

（指定管理業務の委託等）

第６条 乙は、指定管理業務の全部又は大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。

、 、 、 、２ 乙は 指定管理業務の一部の処理を他に委託し 又は請け負わせようとするときは あらかじめ

当該業務の内容及び委託又は請負の期間等について甲の承認を得なければならない。当該業務の内

容、委託又は請負の期間等を変更したときも、同様とする。ただし、第18条に規定する年次業務計

画書等において当該業務の内容及び委託又は請負の期間等を定め、同条の規定による甲の承認を得

たとき、法定更新及び保守点検を除く修繕等において、業務の一部の処理を他に委託し、又は請け

負わせようとするとき並びに道が指示する委託を行うときについては、この限りでない。

３ 乙が指定管理業務の一部の処理を委託し、又は請け負わせた第三者の責めに帰すべき事由により

生じた損害又は増加費用は、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみな

し、乙がこれを負担するものとする。

（指定管理業務の遂行に伴い生じた権利等の取扱い）

第７条 指定管理業務の遂行に伴い発生した著作権その他の知的財産権（知的財産基本法（平成14年

法律第122号）第２条第２項に規定する知的財産権をいう。ただし、営業秘密その他事業活動に有

益な技術上又は営業上の情報に関するものを除く ）は、甲に帰属するものとする。。

２ 乙は、甲の指示又は第18条の規定により甲が承認した年次業務計画書等に基づき指定管理業務の

遂行のため入手した物件（消耗品及び乙が自ら使用するために入手したものを除く。以下「取得物

件」という ）があるときは別紙の取得物件報告書により甲に報告しなければならない。。

３ 前項に規定する取得物件の所有権は、本協定に定めがある場合を除き、乙が当該物件を入手した

時点において甲に帰属するものとする。

（基本合意）

第２条 乙は、本施設を管理する指定管理者として、別記２に掲げる関係法令等（以下「関係法令等

という ）及び本協定に従い、善良な管理者の注意をもって、指定管理業務を行う。。

２ 甲は、乙に対して、指定管理業務の遂行に係る費用を負担することとし、本協定の定めるところ

により負担金を支払う。

３ 乙は、指定管理者制度の趣旨及び本施設の設置目的を尊重し、指定管理業務を効率的に遂行する

とともに、住民サービスの質の向上を図るものとする。

４ 甲は、指定管理業務が民間団体によって遂行されることを十分理解し、その趣旨を尊重するもの

とする。

（許認可及び届出等）

第３条 乙は、本協定に基づき、指定管理業務を遂行するために必要となる一切の許認可及び届出等

を、自己の責任及び費用において取得し、又は実施するものとする。ただし、甲の単独申請に係る

、 、 。許認可及び届出等については 甲の責任及び費用においてこれを取得し 又は実施するものとする

２ 甲及び乙は、前項の許認可の取得及び届出等の実施について相互に協力するものとする。

（環境への配慮等）

第４条 乙は、指定管理業務の遂行に当たり、省エネルギーの徹底及び二酸化炭素等温室効果ガスの

排出の抑制に努めるとともに、廃棄物の発生の抑制及び適正な処理を図るものとする。

２ 乙は、指定管理業務の遂行に当たり、産消協働の趣旨を尊重し、道内で生産された農林水産物及

び地場産品等の積極的な活用に努めるとともに、地域における活動との連携を図るよう努めるもの

とする。

（権利義務の譲渡等）

、 、 。第５条 乙は この協定によって生ずる権利及び義務を第三者に譲渡し 又は承継させてはならない

ただし、甲が特に認めた場合は、この限りでない。

（指定管理業務の委託等）

第６条 乙は、指定管理業務の全部又は大部分を一括して第三者に委託し、又は請け負わせてはなら

ない。

、 、 、 、２ 乙は 指定管理業務の一部の処理を他に委託し 又は請け負わせようとするときは あらかじめ

当該業務の内容及び委託又は請負の期間等について甲の承認を得なければならない。当該業務の内

容、委託又は請負の期間等を変更したときも、同様とする。ただし、第18条に規定する年次業務

計画書等において当該業務の内容及び委託又は請負の期間等を定め、同条の規定による甲の承認を

得たとき、法定更新及び保守点検を除く修繕等において、業務の一部の処理を他に委託し、又は請

け負わせようとするとき並びに道が指示する委託を行うときについては、この限りでない。

３ 乙が指定管理業務の一部の処理を委託し、又は請け負わせた第三者の責めに帰すべき事由により

生じた損害又は増加費用は、すべて乙の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加費用とみな

し、乙がこれを負担するものとする。

（指定管理業務の遂行に伴い生じた権利等の取扱い）

第７条 指定管理業務の遂行に伴い発生した著作権その他の知的財産権（知的財産基本法（平成14

年法律第122号）第２条第２項に規定する知的財産権をいう。ただし、営業秘密その他事業活動に

有益な技術上又は営業上の情報に関するものを除く ）は、甲に帰属するものとする。。

２ 乙は、甲の指示又は第18条の規定により甲が承認した年次業務計画書等に基づき指定管理業務

の遂行のため入手した物件（消耗品及び乙が自ら使用するために入手したものを除く。以下「取得
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２ 乙の責めに帰すべき事由により生じた損害について、甲が第三者に対し損害を賠償したときは、

甲は、その賠償した金額の限度において乙に対して求償しなければならない。

第２章 実施体制の準備等

（実施体制の準備）

第９条 乙は、指定期間の開始の日の前日までに、指定管理業務の遂行に必要な資格その他の能力を

有する人員を確保し、必要な訓練、研修等を完了するものとする。

２ 乙は、前項に規定するもののほか、指定期間の開始の日の前日までに、指定管理業務を遂行する

ために必要な一切の準備を行い、指定管理業務を実施することが可能となった段階で、甲に対して

通知するものとする。

３ 甲は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに、乙による指定管理業務の遂行体制が本協

定に定める条件を満たしているかを確認し、必要な条件を満たしていない点を発見したときは、乙

に対して是正を求めるものとする。

（指定管理業務の開始の遅延）

第10条 乙の責めに帰すべき事由により乙が指定期間の開始の日に指定管理業務を開始することがで

きなかった場合は、甲は、第22条第１項に規定する当該年度の負担金の額から、当該業務の遅延に

伴う協定の不履行部分に相当する額を減額するものとする。この場合において、現に生じた損害額

が当該協定の不履行部分に相当する額を超えるときは、乙は、当該協定の不履行部分に相当する額

を超える部分の損害額を甲に賠償するものとする。

２ 不可抗力その他乙の責めに帰すことができない事由により、乙が指定期間の開始日から指定管理

業務を開始することができなかった場合は、甲は、乙に生じた損害又は増加費用のうち、通常生ず

べきもの（委託契約等の条件変更に伴う違約金を含む ）を負担するものとする。。

第３章 指定管理業務の遂行

（指定期間の開始日及び終了日）

、 。第11条 乙が行う指定管理業務の期間は 平成３０年４月１日から平成３４年３月３１日までとする

（指定管理業務の範囲）

第12条 乙が行う指定管理業務の範囲は、設置条例第63条の２各号に掲げる業務とする。なお、その

細目及び業務内容は、別記３の「業務の範囲 （以下「業務範囲」という ）に記載するとおりと」 。

する。ただし、借上道営住宅エルム北２６条団地については、乙は「借上道営住宅エルム北２６条

団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定管理業務を行い、これに定めがない事項について

は本協定によることとする。

（指定管理業務の遂行）

第13条 乙は、指定期間を通じて、関係法令等及び本協定を遵守するとともに、別記４の「道営住宅

等の管理に関する目標及び要求水準書 （以下「要求水準書」という ）及び別記５の「指定管理」 。

者が行う業務に関する基本事項 （以下「業務の基本事項」という ）に従い、第18条に規定する」 。

物件」という ）があるときは別紙の取得物件報告書により甲に報告しなければならない。。

３ 前項に規定する取得物件の所有権は、本協定に定めがある場合を除き、乙が当該物件を入手した

時点において甲に帰属するものとする。

（第三者に及ぼした損害等）

第８条 指定管理業務の遂行に伴い乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合は、乙

がその損害を賠償しなければならない。

２ 乙の責めに帰すべき事由により生じた損害について、甲が第三者に対し損害を賠償したときは、

甲は、その賠償した金額の限度において乙に対して求償しなければならない。

第２章 実施体制の準備等

（実施体制の準備）

第９条 乙は、指定期間の開始の日の前日までに、指定管理業務の遂行に必要な資格その他の能力を

有する人員を確保し、必要な訓練、研修等を完了するものとする。

２ 乙は、前項に規定するもののほか、指定期間の開始の日の前日までに、指定管理業務を遂行する

ために必要な一切の準備を行い、指定管理業務を実施することが可能となった段階で、甲に対して

通知するものとする。

３ 甲は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに、乙による指定管理業務の遂行体制が本協

定に定める条件を満たしているかを確認し、必要な条件を満たしていない点を発見したときは、乙

に対して是正を求めるものとする。

（指定管理業務の開始の遅延）

第10条 乙の責めに帰すべき事由により乙が指定期間の開始の日に指定管理業務を開始することが

できなかった場合は、甲は、第22条第１項に規定する当該年度の負担金の額から、当該業務の遅

延に伴う協定の不履行部分に相当する額を減額するものとする。この場合において、現に生じた損

害額が当該協定の不履行部分に相当する額を超えるときは、乙は、当該協定の不履行部分に相当す

る額を超える部分の損害額を甲に賠償するものとする。

２ 不可抗力その他乙の責めに帰すことができない事由により、乙が指定期間の開始日から指定管理

業務を開始することができなかった場合は、甲は、乙に生じた損害又は増加費用のうち、通常生ず

べきもの（委託契約等の条件変更に伴う違約金を含む ）を負担するものとする。。

第３章 指定管理業務の遂行

（指定期間の開始日及び終了日）

第11条 乙が行う指定管理業務の期間は、 までとする。令和４年４月１日から令和９年３月３１日

（指定管理業務の範囲）

第12条 乙が行う指定管理業務の範囲は、設置条例第63条の２各号に掲げる業務とする。なお、そ

の細目及び業務内容は、別記３の「業務の範囲 （以下「業務範囲」という ）に記載するとおり」 。

ただし、借上道営住宅エルム北２６条団地については、乙は「借上道営住宅エルム北２６とする。

条団地維持管理に関する要求水準書」に基づき指定管理業務を行い、これに定めがない事項につい

ては本協定によることとする。※札幌圏のみ使用

（指定管理業務の遂行）

第13条 乙は、指定期間を通じて、関係法令等及び本協定を遵守するとともに、別記４の「道営住

宅等の管理に関する目標及び要求水準書 （以下「要求水準書」という ）及び別記５の「指定管」 。
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年次業務計画書等に基づき指定管理業務を遂行するものとする。

２ 甲は、必要かつやむを得ない事情があると認めたときは、乙と協議の上、指定管理業務の実施条

件を変更することができる。

この場合において、当該変更に伴い指定管理業務の遂行に係る費用が増加するときは、本協定に

特段の定めがある場合を除き、甲が当該増加費用を負担する。ただし、当該変更が乙の都合その他

乙の責めに帰すべき事由に基づくときは、乙が当該増加費用を負担するものとする。

、 、３ 前項の規定による変更に伴い指定管理業務に係る費用が減少するときは 甲及び乙の協議により

本協定に定める負担金の額を減額するものとする。

４ 乙が、故意又は業務上の過失により本施設の施設、設備及び備品を滅失し、又は損傷したことに

より生じた費用は、乙が負担するものとする。

（指定管理者による修繕等）

第14条 乙は、業務範囲に基づき、本施設に係る修繕等を行うものとする。

２ 甲が指示した修繕等を行わせるときは、乙と協議の上、本協定に定める負担金の額を増額するこ

とができるものとする。

、 、 、 、３ 乙は 第１項の規定により修繕等を行おうとする場合で 当該修繕等の内容が従前の仕様 形状

位置等において変更となる場合は、当該修繕等の着手前に必要な設計図書を甲に提出し、その承諾

を得るものとする。ただし、緊急の場合は、この限りでない。

４ 甲は、乙から前項の設計図書の提出を受けた場合は、速やかに当該修繕等に係る設計、積算等の

内容を審査するものとする。

５ 乙は、甲の承諾を得た後でなければ当該修繕等に着手してはならない。ただし、緊急の場合は、

この限りでない。

６ 乙は、緊急の修繕等を甲の承諾を得ないで行う場合は、当該修繕等の着手後速やかに必要な設計

図書を甲に提出し、内容の確認を受けるものとする。

７ 前項により確認した内容が、著しく不適切と甲が判断した場合、修繕等の中止を指示することが

できるものとする。

８ 甲は、乙から提出された設計図書の内容について、必要な指示を行うことができるものとする。

（備品等の使用等）

、 、 。第15条 乙は 指定管理業務を遂行するため 別記６に定める備品等を無償で使用することができる

２ 乙は、前項の備品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

３ 指定管理業務の遂行に必要な消耗品は、乙の負担とする。

（管理事務所の使用等）

、 、 （ 「 」 。）第16条 乙は 指定管理業務を行うに当たり 甲が所有する管理事務所 以下 管理事務所 という

を要求水準書に基づき使用しなければならない。

２ 指定管理業務に係る管理事務所の使用に当たり、一切の経費は乙の負担とする。

（甲が実施する業務）

第17条 次に掲げる業務は、甲の責任と費用において実施するものとする。

（１）行政財産の使用許可に関する業務

（２）本施設の改造、増築及び移設に関する業務

（３）本施設の建物及び設備の大規模修繕に関する業務（法令等に基づき本施設の利用者の生命身

体の安全確保を目的として行う施設の改修等を含む ）。

２ 甲が、前項第２号又は第３号の業務を実施するため、第13条第２項の規定により指定管理業務の

実施条件を変更したときは、乙に生じた損害又は増加費用のうち、通常生ずべきものを甲が負担す

るものとする。

理者が行う業務に関する基本事項 （以下「業務の基本事項」という ）に従い、第18条に規定す」 。

る年次業務計画書等に基づき指定管理業務を遂行するものとする。

２ 甲は、必要かつやむを得ない事情があると認めたときは、乙と協議の上、指定管理業務の実施条

件を変更することができる。

この場合において、当該変更に伴い指定管理業務の遂行に係る費用が増加するときは、本協定に

特段の定めがある場合を除き、甲が当該増加費用を負担する。ただし、当該変更が乙の都合その他

乙の責めに帰すべき事由に基づくときは、乙が当該増加費用を負担するものとする。

、 、３ 前項の規定による変更に伴い指定管理業務に係る費用が減少するときは 甲及び乙の協議により

本協定に定める負担金の額を減額するものとする。

４ 乙が、故意又は業務上の過失により本施設の設備及び備品を滅失し、又は損傷したことにより生

じた費用は、乙が負担するものとする。

（指定管理者による修繕等）

第14条 乙は、業務範囲に基づき、本施設に係る修繕等を行うものとする。

２ 甲が指示した修繕等を行わせるときは、乙と協議の上、本協定に定める負担金の額を増額するこ

とができるものとする。

、 、 、 、３ 乙は 第１項の規定により修繕等を行おうとする場合で 当該修繕等の内容が従前の仕様 形状

位置等において変更となる場合は、当該修繕等の着手前に必要な設計図書を甲に提出し、その承諾

を得るものとする。ただし、緊急の場合は、この限りでない。

４ 甲は、乙から前項の設計図書の提出を受けた場合は、速やかに当該修繕等に係る設計、積算等の

内容を審査するものとする。

５ 乙は、甲の承諾を得た後でなければ当該修繕等に着手してはならない。ただし、緊急の場合は、

この限りでない。

６ 乙は、緊急の修繕等を甲の承諾を得ないで行う場合は、当該修繕等の着手後速やかに必要な設計

図書を甲に提出し、内容の確認を受けるものとする。

７ 前項により確認した内容が、著しく不適切と甲が判断した場合、修繕等の中止を指示することが

できるものとする。

８ 甲は、乙から提出された設計図書の内容について、必要な指示を行うことができるものとする。

（備品等の使用等）

第15条 乙は、指定管理業務を遂行するため、別記６に定める備品等を無償で使用することができ

る。

２ 乙は、前項の備品等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

３ 指定管理業務の遂行に必要な消耗品は、乙の負担とする。

（注）札幌圏の協定書のみ使用する。

（管理事務所の使用等）

第16条 乙は、指定管理業務を行うに当たり、甲が所有する管理事務所（以下「管理事務所」と

いう ）を要求水準書に基づき使用しなければならない。。

２ 指定管理業務に係る管理事務所の使用に当たり、一切の経費は乙の負担とする。

（甲が実施する業務）

第17条 次に掲げる業務は、甲の責任と費用において実施するものとする。

（１）行政財産の使用許可に関する業務

（２）本施設の改造、増築及び移設に関する業務

（３）本施設の建物及び設備の大規模修繕に関する業務（法令等に基づき本施設の利用者の生命身

体の安全確保を目的として行う施設の改修等を含む ）。

２ 甲が、前項第２号又は第３号の業務を実施するため、第13条第２項の規定により指定管理業務
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３ 甲は、乙以外の第三者に対して行政財産の使用許可をしようとするときは、当該使用許可に係る

（ 、 ）、期間の開始の日の30日前までに 指定期間の開始の日の前にあっては 本協定の締結後速やかに

行政財産使用許可書の案を提示して乙の意見を聴取するものとする。

４ 甲は、前項の規定により乙の意見を聴取した結果、本施設の管理を円滑に行うため必要と認めた

ときは、当該行政財産の使用許可に条件を付するものとする。

５ 甲は、各年度における乙以外の第三者に対する行政財産の使用許可の状況について、当該年度の

前年度の末日までに、当該使用許可に係る行政財産使用許可書の写しを添付して乙に通知するもの

とする。ただし、当該使用許可の状況に変更があったときは、その都度通知するものとする。

（年次業務計画書等）

第18条 乙は、指定期間の各年度ごとに、甲と協議の上、指定管理者指定申請書（以下「申請書」と

いう に添付した業務計画書及び業務収支計画書の内容を踏まえた別記７の年次業務計画書等 以。） （

下「年次業務計画書等」という ）を作成し、前年度の２月末までに（ただし、指定期間の最初の。

年度にあっては、本協定の締結後速やかに）甲に提出し、その承認を得るものとする。ただし、経

済情勢の変化など特別な事情により、年次業務計画書等の内容が不適当となった場合には、甲乙協

議により、変更することができる。

（管理の目標）

第19条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成16年北海道規

則第125号。以下「指定手続条例施行規則」という ）第10条第１項の規定に基づき、知事が定め。

る本施設の管理の目標（以下「管理の目標」という ）は、要求水準書に定めるとおりとする。。

２ 乙は、指定期間中に、申請書に添付した業務計画書の内容に基づき、指定管理業務を通じて管理

の目標を達成するものとする。

３ 乙は、毎年度、年次業務計画書等において、管理の目標を達成するために当該年度に講ずる具体

的な措置等を定めるとともに、指定手続条例施行規則第９条第１項の事業報告書（以下「事業報告

書」という。記載事項は別記８によるものとする ）において、当該措置等の実施状況及び管理の。

目標の達成状況（以下「目標達成状況等」という ）について甲に報告しなければならない。。

、 、 。４ 甲は 毎年度終了後60日以内に 乙の目標達成状況等を甲のホームページで公表するものとする

５ 乙は、指定期間中に管理の目標を達成することが困難であると認めたときは、速やかに、その理

由を明らかにして、甲に協議しなければならない。

第４章 甲による確認等

（甲による確認）

第20条 乙は、別記11の指定管理業務の遂行に関する業務日報（以下「業務日報」という。記載事項

は別記11によるものとする ）及び業務日報に基づく毎月の月例業務報告書（以下「月例業務報告。

書」という。記載事項は「四半期業務報告書」と共通とし、別記９別紙によるものとする ）を作。

成し、自ら指定管理業務の遂行状況を把握するものとする。

２ 乙は 事業報告書のほか 前項の月例業務報告書に基づき 別記９の四半期業務報告書 以下 四、 、 、 （ 「

半期業務報告書」という。記載事項は別記９によるものとする ）を作成し、各年度の四半期終了。

後10日以内に甲に提出するものする。

３ 甲は、乙から事業報告書又は四半期業務報告書が提出されたときは、速やかに別記10の指定管理

者が行う業務に対する評価の基準（以下「評価基準」という ）に基づき審査し、及び実地につい。

て調査し、乙による指定管理業務の履行の状況を確認するものとする。

４ 前項の規定にかかわらず、甲は、指定管理業務の適正な履行を確保するため、必要と認めたとき

は、乙に対し随時に報告を求め、又は実地について調査することができる。

５ 甲は、第３項又は前項に規定する審査又は調査の結果について、事業報告書にあっては、提出さ

の実施条件を変更したときは、乙に生じた損害又は増加費用のうち、通常生ずべきものを甲が負担

するものとする。

３ 甲は、乙以外の第三者に対して行政財産の使用許可をしようとするときは、当該使用許可に係る

（ 、 ）、期間の開始の日の30日前までに 指定期間の開始の日の前にあっては 本協定の締結後速やかに

行政財産使用許可書の案を提示して乙の意見を聴取するものとする。

４ 甲は、前項の規定により乙の意見を聴取した結果、本施設の管理を円滑に行うため必要と認めた

ときは、当該行政財産の使用許可に条件を付するものとする。

５ 甲は、各年度における乙以外の第三者に対する行政財産の使用許可の状況について、当該年度の

前年度の末日までに、当該使用許可に係る行政財産使用許可書の写しを添付して乙に通知するもの

とする。ただし、当該使用許可の状況に変更があったときは、その都度通知するものとする。

（年次業務計画書等）

第18条 乙は、指定期間の各年度ごとに、甲と協議の上、指定管理者指定申請書（以下「申請書」

という ）に添付した業務計画書及び業務収支計画書の内容を踏まえた別記７の年次業務計画書等。

（以下「年次業務計画書等」という ）を作成し、前年度の２月末までに（ただし、指定期間の最。

、 ） 、 。 、初の年度にあっては 本協定の締結後速やかに 甲に提出し その承認を得るものとする ただし

経済情勢の変化など特別な事情により、年次業務計画書等の内容が不適当となった場合には、甲乙

協議により、変更することができる。

（管理の目標）

第19条 北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則（平成16年北海道

規則第125号。以下「指定手続条例施行規則」という ）第10条第１項の規定に基づき、知事が定。

める本施設の管理の目標（以下「管理の目標」という ）は、要求水準書に定めるとおりとする。。

２ 乙は、指定期間中に、申請書に添付した業務計画書の内容に基づき、指定管理業務を通じて管理

の目標を達成するものとする。

３ 乙は、毎年度、年次業務計画書等において、管理の目標を達成するために当該年度に講ずる具体

的な措置等を定めるとともに、指定手続条例施行規則第９条第１項の事業報告書（以下「事業報告

書」という。記載事項は別記８によるものとする ）において、当該措置等の実施状況及び管理の。

目標の達成状況（以下「目標達成状況等」という ）について甲に報告しなければならない。。

４ 甲は、毎年度終了後60日以内に、乙の目標達成状況等を甲のホームページで公表するものとす

る。

５ 乙は、指定期間中に管理の目標を達成することが困難であると認めたときは、速やかに、その理

由を明らかにして、甲に協議しなければならない。

第４章 甲による確認等

（甲による確認）

第20条 乙は、指定管理業務の遂行に関する 及び業務日報に業務日報（以下「業務日報」という ）。

基づく毎月の月例業務報告書（ ）を作成し、自ら指定管理業務の以下「月例業務報告書」という。

遂行状況を把握するものとする。

２ 乙は 事業報告書のほか 前項の月例業務報告書に基づき 別記９の四半期業務報告書 以下 四、 、 、 （ 「

半期業務報告書」という。記載事項は別記９によるものとする ）を作成し、各年度の四半期終了。

後10日以内に甲に提出するもの する。と

３ 甲は、乙から事業報告書又は四半期業務報告書が提出されたときは、速やかに別記10の指定管

理者が行う業務に対する評価の基準（以下「評価基準」という ）に基づき審査し、及び実地につ。

いて調査し、乙による指定管理業務の履行の状況を確認するものとする。

４ 前項の規定にかかわらず、甲は、指定管理業務の適正な履行を確保するため、必要と認めたとき
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れた日から30日以内に、四半期業務報告書にあっては、提出された日から20日以内に、随時の報告

又は調査にあっては、速やかに、乙に通知するものとする。

６ 甲は、第３項又は第４項の審査又は調査の結果、乙が正当な理由なく本協定に定める指定管理業

務の全部又は一部を履行せず、又は指定管理業務の実施条件を満たしていないと判断したときは、

乙に対し、当該業務の再履行、改善その他必要な措置を講ずるよう指示するものとする。管理の目

、 。標を円滑に達成するため講ずべき措置の内容等を見直す必要があると判断したときも 同様とする

７ 乙は、前項の規定による指示を受けたときは、速やかに甲と協議の上、当該指示の対象となった

業務の再履行、改善その他必要な措置の内容及び期日を定めた業務改善計画書を提出し、甲の承認

を得て、速やかに当該措置を講じなければならない。

８ 甲は、第６項の規定による指示を行った後、乙が正当な理由なく相当期間を経過しても前項の措

置を講じないときは、第22条第１項に定める負担金から協定の不履行部分に相当する額を減額する

ことができる。

９ 甲は、乙が第７項の措置を講じないことにより、本施設の適正な管理を確保することができない

と認めたときは、指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消し、又は業務の全部又は一

部の停止を命ずることができる。

10 乙による指定管理業務の履行状況の確認は、甲の責任及び費用において行う。ただし、乙は、甲

に対する報告の作成に係る費用を負担し、及び甲が行う審査及び調査に協力するものとする。

（甲による利用者満足度調査等）

第21条 甲は、乙が指定管理業務を通じて提供する住民サービスに対する利用者の満足度等を把握す

るため、甲の責任と費用において、本施設の利用者に対するアンケート又はヒアリングその他の方

法による調査（以下「利用者満足度調査」という ）を定期に実施するものとする。。

２ 甲は、利用者満足度調査を実施しようとするときは、当該調査をする日の30日前までに、実施の

日時及び方法等について乙に通知するものとする。

３ 甲は、利用者満足度調査を実施したときは、その結果について乙に通知するとともに、インター

ネットを利用して住民に公表するものとする。この場合において、甲は、乙に対し、利用者満足度

の向上を図るため必要な措置を講じるよう求めることができる。

４ 乙は、利用者満足度調査の結果を踏まえ、甲と協議の上、指定管理業務の実施方法等の見直しを

行い、必要な改善措置を講ずるものとする。

５ 乙は、利用者満足度調査の実施に当たり、甲に協力するものとする。

第５章 負担金等

（負担金）

第22条 甲は、指定管理業務の遂行に係る負担金として、平成30年度金●●●円、平成31年度金●●

円、平成32年度金●●●円、平成33年度金●●●円を乙に支払うものとする。

２ 各年度当初に管理戸数の増減があった場合には、甲及び乙の協議により、前項の負担金の額を変

更するものとする。

３ 第１項の負担金の額は、前項で定めるほか、本協定に特段の定めがある場合を除き、変更しない

ものする。ただし、経済情勢の激変その他予期することのできない特別な事情により負担金の額が

著しく不適当となったときは、甲及び乙の協議により、当該年度の負担金の額を変更することがで

きる。

は、乙に対し随時に報告を求め、又は実地について調査することができる。

５ 甲は、第３項又は前項に規定する審査又は調査の結果について、事業報告書にあっては、提出さ

れた日から30日以内に、四半期業務報告書にあっては、提出された日から20日以内に、随時の報

告又は調査にあっては、速やかに、乙に通知するものとする。

６ 甲は、第３項又は第４項の審査又は調査の結果、乙が正当な理由なく本協定に定める指定管理業

務の全部又は一部を履行せず、又は指定管理業務の実施条件を満たしていないと判断したときは、

乙に対し、当該業務の再履行、改善その他必要な措置を講ずるよう指示するものとする。管理の目

、 。標を円滑に達成するため講ずべき措置の内容等を見直す必要があると判断したときも 同様とする

７ 乙は、前項の規定による指示を受けたときは、速やかに甲と協議の上、当該指示の対象となった

業務の再履行、改善その他必要な措置の内容及び期日を定めた業務改善計画書を提出し、甲の承認

を得て、速やかに当該措置を講じなければならない。

８ 甲は、第６項の規定による指示を行った後、乙が正当な理由なく相当期間を経過しても前項の措

置を講じないときは、第22条第１項に定める負担金から協定の不履行部分に相当する額を減額す

ることができる。

９ 甲は、乙が第７項の措置を講じないことにより、本施設の適正な管理を確保することができない

と認めたときは、指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消し、又は業務の全部又は

一部の停止を命ずることができる。

10 乙による指定管理業務の履行状況の確認は、甲の責任及び費用において行う。ただし、乙は、

甲に対する報告の作成に係る費用を負担 、甲が行う審査及び調査に協力するものとすするとともに

る。

（甲による利用者満足度調査等）

第21条 甲は、乙が指定管理業務を通じて提供する住民サービスに対する利用者の満足度等を把握

するため、甲の責任と費用において、本施設の利用者に対するアンケート又はヒアリングその他の

方法による調査（以下「利用者満足度調査」という ）を定期に実施するものとする。。

２ 甲は、利用者満足度調査を実施しようとするときは、当該調査をする日の30日前までに、実施

の日時及び方法等について乙に通知するものとする。

３ 甲は、利用者満足度調査を実施したときは、その結果について乙に通知するとともに、インター

ネットを利用して住民に公表するものとする。この場合において、甲は、乙に対し、利用者満足度

の向上を図るため必要な措置を講じるよう求めることができる。

４ 乙は、利用者満足度調査の結果を踏まえ、甲と協議の上、指定管理業務の実施方法等の見直しを

行い、必要な改善措置を講ずるものとする。

５ 乙は、利用者満足度調査の実施に当たり、甲に協力するものとする。

第５章 負担金等

（負担金）

第22条 甲は、指定管理業務の遂行に係る負担金として、 金●●●円、 度金令和４年度 令和５年度

●●円、 金●●●円、 金●●●円、 金●●●を乙に支払うものと令和６年度 令和７年度 令和８年度

する。

各年度における管理戸数の増減については、前項の負担金の額を管理開始前までに変更するもの２

とする。

３ 第１項の負担金の額は、前項で定めるほか、本協定に特段の定めがある場合を除き、変更しない

ものする。ただし、経済情勢の激変その他予期することのできない特別な事情により負担金の額が

著しく不適当となったときは、甲及び乙の協議により、当該年度の負担金の額を変更することがで

きる。

４ 乙は、各年度の負担金について、申請書に添付した業務収支計画書の各費目ごとに20％の額の
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４ 第１項の負担金は、次のとおり４回に分割した上で支払うものとする。

支払時期等 支払額

支払時期 支払期限 平成30年度 平成31年度から平成33年度

第１四半期 ４月30日 円 当該年度支払予定額の35％

第２四半期 ７月31日 円 当該年度支払予定額の35％

第３四半期 10月31日 円 当該年度支払予定額の20％

第４四半期 １月31日 円 当該年度支払予定額の10％

注）１回目から３回目までの金額に、１円未満の端数が生じた場合は切り上げ、差額は４回目の金

額で調整する。

（家賃収納業務に伴う報奨金等）

第23条 甲は、各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃の収納率（小

数点以下第３位を切捨て、小数点第２位までとする ）が 「要求水準書」２の（５）の①に定め。 、

る率に基準変動率（0.50%）を加えた率を上回った場合には、収納率98.5%以上99.0%未満、99.0%以

上99.5%未満、99.5%以上の区分に応じて、ぞれぞれ道営住宅家賃調定額の9％、10%、11%の額（千

円未満切捨て）を報奨金として、乙に支払うものとする。

２ 乙は、各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃の収納率（小数点

以下第３位を切捨て、小数点第２位までとする ）が 「要求水準書」２の（５）の①に定める率。 、

に基準変動率（0.50%）を減じた率を下回った場合には、その下回った収納率分に相当する道営住

宅家賃調定額の10％の額（千円未満は切捨て）を納付金として、甲に納付するものとする。

３ 指定期間の最終年度においては、前２項における各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）は年度

末（３月末）と、第１項の収納率はそれぞれ95.5%以上96.0%未満、96.0%以上96.5%未満、96.5%以

上と読み替えるものとする。

、 。４ 第１項の報奨金の支払期限及び第２項の納付金の納付期限は それぞれ翌年度７月末までとする

なお、前項により読み替える場合は、それぞれ翌年度５月末までとする。

第６章 資金の管理等

（資金の管理）

第24条 乙は、指定管理業務に係る資金の収支について、他の会計と区分して経理するものとし、独

立した帳簿及び預金口座により管理しなければならない。

２ 指定管理業務に係る帳簿、預金通帳及び財務関係書類等は、当該指定管理業務の完了の日の属す

る年度の翌年度から５年間保存しなければならない。

（財務処理方法の承認）

第25条 乙は、指定期間の開始日の前日までに、指定管理業務に係る財務事務の具体的な処理方法等

に関する内部規程を定め、当該規程に基づき、指定管理業務に係る財務事務を適正に処理するもの

とする。

２ 乙は、前項の内部規定を定めようとするときは、あらかじめ、甲に協議するものとする。また、

これを変更しようとするときも同様とする。

範囲内で年次業務計画書等又は四半期業務報告書により、甲の承認を得た上で、他の費目に繰り入

れることができる。ただし、20％に相当する額が30,000千円以上であるときは、30,000千円ま

でとする。

５ 乙は、各年度終了後、負担金に200千円以上の残余金が生じた場合は、翌年度の経常修繕又は退

去修繕の経費に繰り入れるものとする （千円未満切り捨て）。

ただし、最終年度を除くものとする。

６ 前項の規定は、本協定による負担金の額を変更した場合についても適用するものとする。

第１項の負担金は、次のとおり４回に分割した上で支払うものとする。７

支払時期等 支払額

支払時期 支払期限 年度 年度から 年度令和４ 令和５ 令和８

第１四半期 ４月30日 円 当該年度支払予定額の35％

第２四半期 ７月31日 円 当該年度支払予定額の35％

第３四半期 10月31日 円 当該年度支払予定額の20％

第４四半期 １月31日 円 当該年度支払予定額の10％

注）１回目から３回目までの金額に、１円未満の端数が生じた場合は切り上げ、差額は４回目の金

額で調整する。

（家賃収納業務に伴う報奨金等）

又は駐車場第23条 甲は、各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃

の収納率（小数点以下第３位を切捨て、小数点第２位までとする ）が 「要求水準書」２使用料 。 、

又は② 99.00%以上99.50% 99.50%の（５）の① に定める率を上回った場合には、収納率 未満、

収納率から98.50%（以下「支給基準率」という ）を差し引いた以上の区分に応じて、ぞれぞれ 。

、 （ ）率を 又は駐車場使用料調定額に乗じた額道営住宅家賃調定額 の10% 11%の額 千円未満切捨て

を報奨金として、乙に支払うものとする。

又は駐車場使用料２ 乙は、各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）における現年度の道営住宅家賃

98.00％（以下「納付基の収納率（小数点以下第３位を切捨て、小数点第２位までとする ）が、。

準率」という ） 又は。 を下回った場合には、その下回った収納率分に相当する道営住宅家賃調定額

（ ） 、 。駐車場使用料調定額の10％の額 千円未満は切捨て を納付金として 甲に納付するものとする

３ 指定期間の最終年度においては、前２項における各年度の出納閉鎖時点（翌年度５月末）は年度

99.00%以上99.50% 99.50% 96.5％ 支末（３月末）と、第１項の収納率は 未満、 以上を 以上と、

給基準率は98.50％を96.5％と10％、11%を11%と第２項の納付基準率は98.00％を95.50％と

読み替えるものとする。

、 。４ 第１項の報奨金の支払期限及び第２項の納付金の納付期限は それぞれ翌年度７月末までとする

なお、前項により読み替える場合は、それぞれ翌年度５月末までとする。

第６章 資金の管理等

（資金の管理）

第24条 乙は、指定管理業務に係る資金の収支について、他の会計と区分して経理するものとし、

独立した帳簿及び預金口座により管理しなければならない。

２ 指定管理業務に係る帳簿、預金通帳及び財務関係書類等は、当該指定管理業務の完了の日の属す

る年度の翌年度から５年間保存しなければならない。

（財務処理方法の承認）

第25条 乙は、指定期間の開始日の前日までに、指定管理業務に係る財務事務の具体的な処理方法

等に関する内部規程を定め、当該規程に基づき、指定管理業務に係る財務事務を適正に処理するも
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（財務書類の提出）

第26条 乙は、毎事業年度経過後から４か月以内に、財務書類（貸借対照表及び収支計算書等）を提

出するものとする。

２ 甲は、前項の財務書類を受理したときは、速やかにこれを審査し、その結果を通知するものとす

る。この場合において、甲は、必要と認めたときは、乙に対し、財務状況に関する説明若しくは追

加資料の提出を求め、又は指定管理業務に係る財務運営に関する改善等の指示を行うものとする。

（帳簿書類の提出等）

第27条 乙は、法第199条第７項の規定による監査委員の監査並びに北海道外部監査契約に基づく監

査に関する条例（平成10年北海道条例第39号）に基づく包括外部監査及び個別外部監査のため、監

査委員又は包括外部監査人若しくは個別外部監査人が必要と認めたときは、指定管理業務に係る出

納関連の事務に関する帳簿書類その他の記録を提出し、又は出頭してその調査に協力しなければな

らない。

２ 乙は、法第98条の規定に基づく甲に対する北海道議会の請求に基づく監査のため、甲が必要と認

めたときは、甲に対し、指定管理業務に係る出納関連の事務に関する帳簿書類その他の記録を提出

し、又は出頭してその調査に協力しなければならない。

３ 前２項に定めるもののほか、乙は、甲が法第244条の２第10項の規定に基づき乙に対して行う指

定管理業務又は経理の状況に関する報告の徴取及び実地調査に協力しなければならない。

第７章 情報公開及び個人情報の保護

（文書の管理及び保存）

第28条 乙は、指定管理業務の遂行に伴い作成し、又は取得した文書等であって、乙が保有し、管理

しているもの（以下「乙が管理している文書等」という ）の管理及び保管に関し必要な事項につ。

いての内部規程（以下「文書管理規程等」という ）を定め、自己が管理している文書等を適正に。

管理し、及び保管しなければならない。

２ 乙は、前項の文書管理規程等を定めようとするときは、甲と協議するものとする。当該文書管理

規程等を変更しようとするときも、同様とする。

３ 乙は、指定期間の終了し、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消されたとき

は、乙が管理している文書等であって甲が指定するものを、甲が定める期間内に、甲又は甲が指定

した者に対して引き継ぐものとする。ただし、乙が引き続き指定管理者となる場合は、この限りで

ない。

（情報公開）

第29条 乙は、指定管理業務の遂行に伴い作成し、又は取得した文書であって乙が管理しているもの

について、北海道情報公開条例（平成10年北海道条例第28号。以下「情報公開条例」という ）第。

27条の２の規定に基づき、その公開に努めるとともに、当該文書の公開の申出があったときは、同

条第２項の規定により甲が定める要綱等に基づき、当該申出に対し適切に対応するものとする。

（個人情報の保護）

第30条 乙は、本施設の管理に係る個人情報（以下「個人情報」という ）の保護に関し、北海道個。

人情報保護条例（平成６年北海道条例第２号。以下「個人情報保護条例」という ）第53条の２の。

規定により指定管理者に準用される同条例第２章第１節（第６条、第10条、第11条第３項ただし書

及び第13条第１項後段を除く ）の規定を遵守するとともに、当該規定に基づく義務の履行その他。

個人情報の保護に関し必要な事項についての内部規程（以下「個人情報保護規程等」という ）を。

定め、当該個人情報保護規程等に沿って個人情報を適切に保護しなければならない。この場合にお

のとする。

２ 乙は、前項の内部規定を定めようとするときは、あらかじめ、甲に協議するものとする。また、

これを変更しようとするときも同様とする。

（財務書類の提出）

第26条 乙は、毎事業年度経過後から４か月以内に、財務書類（貸借対照表及び収支計算書等）を

提出するものとする。

２ 甲は、前項の財務書類を受理したときは、速やかにこれを審査し、その結果を通知するものとす

る。この場合において、甲は、必要と認めたときは、乙に対し、財務状況に関する説明若しくは追

加資料の提出を求め、又は指定管理業務に係る財務運営に関する改善等の指示を行うものとする。

（帳簿書類の提出等）

第27条 乙は、法第199条第７項の規定による監査委員の監査並びに北海道外部監査契約に基づく

（ ） 、監査に関する条例 平成10年北海道条例第39号 に基づく包括外部監査及び個別外部監査のため

監査委員又は包括外部監査人若しくは個別外部監査人が必要と認めたときは、指定管理業務に係る

出納関連の事務に関する帳簿書類その他の記録を提出し、又は出頭してその調査に協力しなければ

ならない。

２ 乙は、法第98条の規定に基づく甲に対する北海道議会の請求に基づく監査のため、甲が必要と

認めたときは、甲に対し、指定管理業務に係る出納関連の事務に関する帳簿書類その他の記録を提

出し、又は出頭してその調査に協力しなければならない。

３ 前２項に定めるもののほか、乙は、甲が法第244条の２第10項の規定に基づき乙に対して行う

指定管理業務又は経理の状況に関する報告の徴取及び実地調査に協力しなければならない。

第７章 情報公開及び個人情報の保護

（文書の管理及び保存）

第28条 乙は、指定管理業務の遂行に伴い作成し、又は取得した文書等であって、乙が保有し、管

理しているもの（以下「乙が管理している文書等」という ）の管理及び保管に関し必要な事項に。

ついての内部規程（以下「文書管理規程等」という ）を定め、自己が管理している文書等を適正。

に管理し、及び保管しなければならない。

２ 乙は、前項の文書管理規程等を定めようとするときは、甲と協議するものとする。当該文書管理

規程等を変更しようとするときも、同様とする。

３ 乙は、指定期間 終了し、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消されたとを

きは、乙が管理している文書等であって甲が指定するものを、甲が定める期間内に、甲又は甲が指

定した者に対して引き継ぐものとする。ただし、乙が引き続き指定管理者となる場合は、この限り

でない。

（情報公開）

第29条 乙は、指定管理業務の遂行に伴い作成し、又は取得した文書であって乙が管理しているも

、 （ 。 「 」 。）のについて 北海道情報公開条例 平成10年北海道条例第28号 以下 情報公開条例 という

、 、 、第27条の２の規定に基づき その公開に努めるとともに 当該文書の公開の申出があったときは

同条第２項の規定により甲が定める要綱等に基づき、当該申出に対し適切に対応するものとする。

（個人情報の保護）

第30条 乙は、本施設の管理に係る個人情報（以下「個人情報」という ）の保護に関し、北海道個。

人情報保護条例（平成６年北海道条例第２号。以下「個人情報保護条例」という ）第53条の２の。

規定により指定管理者に準用される同条例第２章第１節（第６条、第10条、第11条第３項ただし
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いて、乙は、自己に適用される個人情報の保護に関する法令等（個人情報の保護に関する法律（平

成15年法律第57号）及び関係省庁が策定している個人情報保護に関するガイドライン等をいう ）。

があるときは、当該法令等を遵守するものとする。

、 。２ 第27条第２項の規定は 乙が前項の個人情報保護規程等を定めようとする場合について準用する

、 、３ 乙は 住民から個人情報保護条例第53条の３第１項に規定する自己に関する当該個人情報の開示

訂正又は利用停止の申出があったときは、同条第４項の規定により甲が定める要綱等に基づき、当

該申出に対し適切に対応するものとする。

第８章 行政手続等

（意見陳述のための手続）

第31条 乙は、北海道行政手続条例（平成７年北海道条例第19号。以下「行政手続条例」という ）。

第13条第１項の意見陳述のための手続を行うときは、甲に対して事前に通知するものとする。

２ 甲は、必要と認めたときは、乙に対して、乙が実施する意見陳述のための手続に係る経過及び

結果について報告を求めることができる。

３ 乙は、行政手続条例第13条第１項第１号の聴聞の手続に関する必要な事項について、北海道聴聞

規則（平成６年北海道規則第101号）に準じた内容の内部規程（以下「聴聞規程等」という ）を。

定めるものとする。

４ 第28条第２項の規定は、乙が前項の聴聞規程等を定めようとする場合について準用する。

５ 乙は、行政手続条例第19条第１項の規定による聴聞を主宰する者を指名しようとするときは、あ

らかじめ、甲に協議しなければならない。

（苦情処理）

第32条 乙は、指定管理業務の遂行に関し、道民等から苦情があったときは、自己の責任及び費用に

おいて迅速かつ的確に対処するものとする。

２ 道民等からの苦情の内容が、指定管理業務の範囲又は指定管理者の権限を超える事項に関するも

のであるときその他乙が単独で対処することが困難であるときは、速やかに、当該苦情の内容を甲

に報告し、甲の指示に従って対処するものとする。

３ 指定管理業務に関する甲の乙に対する指導及び監督等について、甲に対し、北海道苦情審査委員

に関する条例（平成10年北海道条例第45号）に基づく苦情審査委員の審査及び調査が行われるとき

は、甲及び乙は、当該審査及び調査が円滑に実施されるよう協力しなければならない。

第９章 事故及び災害発生時の報告及び危険の分担等

（事故及び災害発生時の報告）

第33条 乙は、施設内において人身事故、施設の破損その他の事故の発生及び地震等により被災し、

、 、 、又は不測の事態が生じた場合は 当該事故等の影響を早期に除去するため 本協定の記載に従って

迅速かつ合理的な対応を行うものとする。ただし、本協定に対応方法に関する定めがない場合は、

乙は、最善と判断した対応を迅速かつ合理的に行い、直ちに甲に報告し、その指示に従うものとす

る。この場合において、乙は、甲と協力して当該事故等の原因を調査し、甲に報告するとともに、

当該事故等の再発を防止するため必要な措置を講じるものとする。

（法令の変更）

第34条 乙は、本協定の締結日の後に法令等（条例及び規則を含む。以下同じ ）が制定又は改廃さ。

れたことにより本協定で提示された条件に従って指定管理業務を遂行することができなくなった場

合、直ちに、甲に対して、その内容の詳細を記載した文書をもって通知しなければならない。

書及び第13条第１項後段を除く ）の規定を遵守するとともに、当該規定に基づく義務の履行その。

他個人情報の保護に関し必要な事項についての内部規程（以下「個人情報保護規程等」という ）。

を定め、当該個人情報保護規程等に沿って個人情報を適切に保護しなければならない。この場合に

おいて 乙は 自己に適用される個人情報の保護に関する法令等 個人情報の保護に関する法律 平、 、 （ （

） 。）成15年法律第57号 及び関係省庁が策定している個人情報保護に関するガイドライン等をいう

があるときは、当該法令等を遵守するものとする。

２ 第28条第２項の規定は、乙が前項の個人情報保護規程等を定めようとする場合について準用す

る。

３ 乙は、住民から個人情報保護条例第53条の３第１項に規定する自己に関する当該個人情報の開

、 、 、示 訂正又は利用停止の申出があったときは 同条第４項の規定により甲が定める要綱等に基づき

当該申出に対し適切に対応するものとする。

第８章 行政手続等

（意見陳述のための手続）

、 （ 。 「 」 。）第31条 乙は 北海道行政手続条例 平成７年北海道条例第19号 以下 行政手続条例 という

第13条第１項の意見陳述のための手続を行うときは、甲に対して事前に通知するものとする。

２ 甲は、必要と認めたときは、乙に対して、乙が実施する意見陳述のための手続に係る経過及び

結果について報告を求めることができる。

３ 乙は、行政手続条例第13条第１項第１号の聴聞の手続に関する必要な事項について、北海道聴

聞規則（平成６年北海道規則第101号）に準じた内容の内部規程（以下「聴聞規程等」という ）。

を定めるものとする。

４ 第28条第２項の規定は、乙が前項の聴聞規程等を定めようとする場合について準用する。

５ 乙は、行政手続条例第19条第１項の規定による聴聞を主宰する者を指名しようとするときは、

あらかじめ、甲に協議しなければならない。

（苦情処理）

第32条 乙は、指定管理業務の遂行に関し、道民等から苦情があったときは、自己の責任及び費用

において迅速かつ的確に対処するものとする。

２ 道民等からの苦情の内容が、指定管理業務の範囲又は指定管理者の権限を超える事項に関するも

のであるときその他乙が単独で対処することが困難であるときは、速やかに、当該苦情の内容を甲

に報告し、甲の指示に従って対処するものとする。

３ 指定管理業務に関する甲の乙に対する指導及び監督等について、甲に対し、北海道苦情審査委員

に関する条例（平成10年北海道条例第45号）に基づく苦情審査委員の審査及び調査が行われると

きは、甲及び乙は、当該審査及び調査が円滑に実施されるよう協力しなければならない。

第９章 事故及び災害発生時の報告及び危険の分担等

（事故及び災害発生時の報告）

、 、 、第33条 乙は 施設内において人身事故 施設の破損その他の事故の発生及び地震等により被災し

、 、 、又は不測の事態が生じた場合は 当該事故等の影響を早期に除去するため 本協定の記載に従って

迅速かつ合理的な対応を行うものとする。ただし、本協定に対応方法に関する定めがない場合は、

乙は、最善と判断した対応を迅速かつ合理的に行い、直ちに甲に報告し、その指示に従うものとす

る。この場合において、乙は、甲と協力して当該事故等の原因を調査し、甲に報告するとともに、

当該事故等の再発を防止するため必要な措置を講じるものとする。
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新 旧

・修正なし
２ 甲及び乙は、本協定に基づく自己の義務が法令等に違反することとなった場合は、当該法令等に

違反する限りにおいてその履行義務を免れるものとする。ただし、甲及び乙は、当該自己の義務を

履行しないことにより相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければならない。

（協議及び費用の負担）

第35条 甲が乙から前条第１項の規定による通知を受けた場合において、本協定に別段の定めがある

ときを除き、甲及び乙は、当該法令等の変更に対応するため、速やかに本協定の変更及び費用負担

等について協議しなければならない。

２ 前項の規定による協議の結果、本協定の変更又は費用の負担等についての合意が成立しない場合

は、甲が当該法令等の変更に対する対応方法を乙に対して通知し、乙はこれに従い指定管理業務を

継続する。この場合における追加費用は、指定管理業務に直接関係する法令等の変更のときは甲が

、 。 、その全額を負担し これ以外の法令等の変更のときは乙がその全額を負担するものとする ただし

当該法令等が指定管理業務に直接関係するものであるか否かについて疑義がある場合は、甲及び乙

が協議して定めるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、甲は、法令等の変更により乙が指定管理業務を継続することができな

いと認めたときは、指定手続条例第12条第２項の規定により乙の指定を取り消し、又は業務の全部

又は一部の停止を命じることができる。

４ 前項の指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止の命令が甲及び乙の責に帰すことができ

ない事由による場合は、指定の取消し又は業務の停止により生じた費用でやむを得ないと認めるも

のを甲が負担する。この場合において、甲の費用負担の方法については、甲が乙に協議して定める

ものとする。

（不可抗力への対応等）

第36条 乙は、本協定の締結日の後に不可抗力により本協定で提示された条件に従って指定管理業務

、 、を遂行することができなくなった場合は 公の施設として社会通念上必要な措置を講じるとともに

直ちに甲に通知しなければならない。

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、国又は関係市町村その他の関係機関と連携して必要な措置を

講ずるとともに、当該不可抗力に対応するため、速やかに本協定の変更及び費用の負担等について

乙と協議しなければならない。

３ 乙は、甲（甲から委任を受けた者を含む。この項において同じ ）から住民の緊急の避難等（救。

助及び救援を含む。以下同じ ）の場所として本施設を使用する旨の通知があった場合は、その使。

用を優先しなければならない。この場合においては、前項の規定にかかわらず、甲が当該使用に係

る費用を負担するものとし、当該費用の支払方法等については、甲と乙が協議して定めるものとす

る。

４ 甲及び乙は、第１項の通知がなされた日以降における本協定に基づく自己の義務が履行できなく

なったときは、当該不可抗力により影響を受ける限りにおいてその履行義務を免れるものとする。

ただし、甲及び乙は、当該自己の義務を履行しないことにより相手方に発生する損害を最小限にす

るよう努力しなければならない。

５ 第２項の協議の結果、本協定の変更又は費用の負担等についての合意が成立しない場合は、甲が

当該不可抗力に対する対応方法を乙に対して通知し、乙はこれに従い指定管理業務を継続する。こ

の場合における追加費用は、甲が定める方法によりその全額を甲が負担するものとする。ただし、

当該不可抗力により、本協定に基づき乙が附保した保険に係る保険金を乙が受領した場合は、当該

保険金相当額は甲が負担する追加費用の額から控除するものとする。

６ 前条第３項及び第４項の規定は、不可抗力又は緊急の避難等の場所として本施設を使用すること

により乙が指定管理業務を継続することができないと甲が認めた場合について準用する。

（法令の変更）

第34条 乙は、本協定の締結日の後に法令等（条例及び規則を含む。以下同じ ）が制定又は改廃さ。

れたことにより本協定で提示された条件に従って指定管理業務を遂行することができなくなった場

合、直ちに、甲に対して、その内容の詳細を記載した文書をもって通知しなければならない。

２ 甲及び乙は、本協定に基づく自己の義務が法令等に違反することとなった場合は、当該法令等に

違反する限りにおいてその履行義務を免れるものとする。ただし、甲及び乙は、当該自己の義務を

履行しないことにより相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなければならない。

（協議及び費用の負担）

第35条 甲が乙から前条第１項の規定による通知を受けた場合において、本協定に別段の定めがあ

るときを除き、甲及び乙は、当該法令等の変更に対応するため、速やかに本協定の変更及び費用負

担等について協議しなければならない。

２ 前項の規定による協議の結果、本協定の変更又は費用の負担等についての合意が成立しない場合

は、甲が当該法令等の変更に対する対応方法を乙に対して通知し、乙はこれに従い指定管理業務を

継続する。この場合における追加費用は、指定管理業務に直接関係する法令等の変更のときは甲が

、 。 、その全額を負担し これ以外の法令等の変更のときは乙がその全額を負担するものとする ただし

当該法令等が指定管理業務に直接関係するものであるか否かについて疑義がある場合は、甲及び乙

が協議して定めるものとする。

３ 前項の規定にかかわらず、甲は、法令等の変更により乙が指定管理業務を継続することができな

いと認めたときは、指定手続条例第12条第２項の規定により乙の指定を取り消し、又は業務の全

部又は一部の停止を命じることができる。

４ 前項の指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止の命令が甲及び乙の責に帰すことができ

ない事由による場合は、指定の取消し又は業務の停止により生じた費用でやむを得ないと認めるも

のを甲が負担する。この場合において、甲の費用負担の方法については、甲が乙に協議して定める

ものとする。

（不可抗力への対応等）

第36条 乙は、本協定の締結日の後に不可抗力により本協定で提示された条件に従って指定管理業

務を遂行することができなくなった場合は、公の施設として社会通念上必要な措置を講じるととも

に、直ちに甲に通知しなければならない。

２ 甲は、前項の通知を受けたときは、国又は関係市町村その他の関係機関と連携して必要な措置を

講ずるとともに、当該不可抗力に対応するため、速やかに本協定の変更及び費用の負担等について

乙と協議しなければならない。

３ 乙は、甲（甲から委任を受けた者を含む。この項において同じ ）から住民の緊急の避難等（救。

助及び救援を含む。以下同じ ）の場所として本施設を使用する旨の通知があった場合は、その使。

用を優先しなければならない。この場合においては、前項の規定にかかわらず、甲が当該使用に係

る費用を負担するものとし、当該費用の支払方法等については、甲と乙が協議して定めるものとす

る。

４ 甲及び乙は、第１項の通知がなされた日以降における本協定に基づく自己の義務が履行できなく

なったときは、当該不可抗力により影響を受ける限りにおいてその履行義務を免れるものとする。

ただし、甲及び乙は、当該自己の義務を履行しないことにより相手方に発生する損害を最小限にす

るよう努力しなければならない。

５ 第２項の協議の結果、本協定の変更又は費用の負担等についての合意が成立しない場合は、甲が

当該不可抗力に対する対応方法を乙に対して通知し、乙はこれに従い指定管理業務を継続する。こ

の場合における追加費用は、甲が定める方法によりその全額を甲が負担するものとする。ただし、

当該不可抗力により、本協定に基づき乙が附保した保険に係る保険金を乙が受領した場合は、当該

保険金相当額は甲が負担する追加費用の額から控除するものとする。
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・修正なし（公租公課）

第37条 指定管理業務の遂行に関連して生じる公租公課は、本協定に別段の定めがある場合を除き、

すべて乙の負担とする。甲は、負担金を支払うほか、本協定に関連するすべての公租公課について

別途負担しないものとする。ただし、指定管理業務に直接関連する税制度の変更（広く事業者を対

象とした税制度の変更を除く ）に伴い、本協定締結時点で甲及び乙が予測不可能であると認めら。

れる新たな公租公課の負担が乙に生じたことにより、指定管理業務の継続に支障を来すおそれがあ

るときは、乙は、負担金の増額について甲に協議することができる。

２ 指定管理者制度に関する特別な措置（事業者の税負担の軽減を目的とする措置を含む ）で乙に。

よる指定管理業務に適用されうるものが生じた場合、甲及び乙は、負担金の減額を目的として、そ

の算定方法及び支払条件を見直すための協議を行い、協議が整ったときは、甲は負担金を減額する

ものとする。

３ 甲は、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改

正する等の法律（平成24年法律第68号）附則第18条第３項に規定する所要の措置が講じられたとき

は、当該措置に応じて負担金の減額を含め所要の措置を講ずるものとする。

（物価の変動等）

第38条 物価等の変動又は社会情勢の変化等に伴う損害又は増加費用は、乙が負担するものとする。

第10章 原状回復等

（原状回復等）

第39条 乙は、指定期間の終了前、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消され、

若しくは期間を定めて管理に係る業務の全部又は一部の停止を命じられたときは、自己の責任及び

費用において、遅滞なく、管理事務所の土地、建物及び設備を原状に復し、備品以外の動産を取り

片付け、又は撤去して、甲に通知するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、前項の原状回復の全部又は一部を行わないことについて甲の承

認を得たときは、別途甲が指定する状態で管理事務所を明け渡すことができるものとする。

３ 甲は、第１項の規定による通知があったときは、管理事務所を継続して使用することに支障がな

いことを確認するため検査を実施するものとし、乙は、当該検査に協力するものとする。

（事務の引継ぎ）

第40条 乙は、指定期間の終了前、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消された

ときは、施設の運営が遅滞なく円滑に実施されるよう、甲が定める期間内に、甲又は甲が指定した

者に対して遅滞なく事務の引継ぎを行うものとする。ただし、乙が引き続き指定管理者となる場合

は、この限りでない。

２ 前項の事務の引継ぎに係る経費は、乙の負担とする。

３ 甲は、指定期間の終了に先立ち、乙に対して、甲又は甲が指定する者による管理物件の視察等必

要な申出を行うことができる。

４ 乙は、甲から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のあるときを除いてその申出に応じなけ

ればならない。

第11章 その他

（変更の届出）

第41条 乙は、代表者（コンソーシアムの場合は各構成員の代表者）又は役員（以下「役員等」とい

う ）の氏名に変更があったときは、速やかに、役員等の役職、氏名、現住所及び生年月日を記載。

した名簿を甲に提出しなければならない。

６ 前条第３項及び第４項の規定は、不可抗力又は緊急の避難等の場所として本施設を使用すること

により乙が指定管理業務を継続することができないと甲が認めた場合について準用する。

（公租公課）

、 、第37条 指定管理業務の遂行に関連して生じる公租公課は 本協定に別段の定めがある場合を除き

すべて乙の負担とする。甲は、負担金を支払うほか、本協定に関連するすべての公租公課について

別途負担しないものとする。ただし、指定管理業務に直接関連する税制度の変更（広く事業者を対

象とした税制度の変更を除く ）に伴い、本協定締結時点で甲及び乙が予測不可能であると認めら。

れる新たな公租公課の負担が乙に生じたことにより、指定管理業務の継続に支障を来すおそれがあ

るときは、乙は、負担金の増額について甲に協議することができる。

２ 指定管理者制度に関する特別な措置（事業者の税負担の軽減を目的とする措置を含む ）で乙に。

よる指定管理業務に適用されうるものが生じた場合、甲及び乙は、負担金の減額を目的として、そ

の算定方法及び支払条件を見直すための協議を行い、協議が整ったときは、甲は負担金を減額する

ものとする。

３ 甲は、社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改

正する等の法律（平成24年法律第68号）附則第18条第３項に規定する所要の措置が講じられたと

きは、当該措置に応じて負担金の減額を含め所要の措置を講ずるものとする。

（物価の変動等）

、 。第38条 物価等の変動又は社会情勢の変化等に伴う損害又は増加費用は 乙が負担するものとする

第10章 原状回復等

（注）札幌圏の協定書のみ使用する。

（原状回復等）

第39条 乙は、指定期間の終了前、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消さ

れ、若しくは期間を定めて管理に係る業務の全部又は一部の停止を命じられたときは、自己の責

任及び費用において遅滞なく、管理事務所の土地、建物及び設備を原状に復し、備品以外の動産

を取り片付け、又は撤去して、甲に通知するものとする。

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、前項の原状回復の全部又は一部を行わないことについて甲の

承認を得たときは、別途甲が指定する状態で管理事務所を明け渡すことができるものとする。

３ 甲は、第１項の規定による通知があったときは、管理事務所を継続して使用することに支障が

ないことを確認するため検査を実施するものとし、乙は、当該検査に協力するものとする。

（事務の引継ぎ）

第40条 乙は、指定期間の終了前、又は指定手続条例第12条第２項の規定により指定を取り消され

たときは、施設の運営が遅滞なく円滑に実施されるよう、甲が定める期間内に、甲又は甲が指定し

た者に対して遅滞なく事務の引継ぎを行うものとする。ただし、乙が引き続き指定管理者となる場

合は、この限りでない。

２ 前項の事務の引継ぎに係る経費は、乙の負担とする。

３ 甲は、指定期間の終了に先立ち、乙に対して、甲又は甲が指定する者による管理物件の視察等必

要な申出を行うことができる。

４ 乙は、甲から前項の申出を受けた場合は、合理的な理由のあるときを除いてその申出に応じなけ

ればならない。



- 12 -

新 旧

・修正なし
（指定の取消し等）

第42条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、指定手続条例第12条第２項の規定により

指定を取り消し、又は期間を定めて管理に係る業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができ

る。

（１）役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という ）であると認められるとき。。

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下この条において同じ ）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められると。

き。

（３）役員等が、自己、自社（指定管理者が団体の場合は「自らの団体 、コンソーシアムの場合」

は「自社、各構成員 ）若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的」

をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。

（６）この協定に関連する契約の相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者

と契約を締結したと認められるとき。

（７）乙が第１号から第５号までのいずれかに該当する者をこの協定に関連する契約の相手方とし

ていた場合（前号に該当する場合を除く ）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこ。

れに従わなかったとき。

（指定の取消しによる損害賠償等）

第43条 指定手続条例第12条第２項の規定により乙が指定を取り消され、又は期間を定めて管理に係

る業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、本協定に別段の定めがある場合を除き、乙

が甲に生じた損害を賠償するものとする。

（協定の解釈）

第44条 本協定の各条項等又は本協定に定めがない事項の解釈について疑義を生じた場合は、その都

度、甲及び乙が協議して定めるものとする。

（協定の変更）

第45条 本協定に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は指定管理業務の内容その他

の実施条件が変更になった場合は、その都度、甲及び乙が協議して本協定の規定を変更することが

できるものとする。

第12章 雑則

（請求、通知等の様式その他）

第46条 本協定の規定による請求、通知、報告、申請、承認、指示、届出、提出、命令及び指定の取

消しは、緊急の場合を除き、相手方に対する書面により行われなければならない。

２ この協定の履行に関し甲乙間で用いる言語は、日本語とする。

３ この協定書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

、 、４ 本協定の履行に関して甲及び乙間で用いる計算単位は 設計図書に特別の定めがある場合を除き

計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。

５ 本協定上の期間の定めは、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治32年法律第48号）が規定

第11章 その他

（変更の届出）

第41条 乙は、代表者（コンソーシアムの場合は各構成員の代表者）又は役員（以下「役員等」と

いう ）の氏名に変更があったときは、速やかに、役員等の役職、氏名、現住所及び生年月日を記。

載した名簿を甲に提出しなければならない。

（指定の取消し等）

第42条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、指定手続条例第12条第２項の規定によ

り指定を取り消し、又は期間を定めて管理に係る業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがで

きる。

（１）役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第

（ 「 」 。） 。６号に規定する暴力団員 以下この条において 暴力団員 という であると認められるとき

（２）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下この条において同じ ）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められると。

き。

（３）役員等が、自己、自社（指定管理者が団体の場合は「自らの団体 、コンソーシアムの場合」

は「自社、各構成員 ）若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的」

をもって、暴力団又は暴力団員の利用等をしたと認められるとき。

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的又は

積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。

（６）この協定に関連する契約の相手方が前各号のいずれかに該当することを知りながら、当該者

と契約を締結したと認められるとき。

（７）乙が第１号から第５号までのいずれかに該当する者をこの協定に関連する契約の相手方とし

ていた場合（前号に該当する場合を除く ）に、甲が乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこ。

れに従わなかったとき。

（指定の取消しによる損害賠償等）

第43条 指定手続条例第12条第２項の規定により乙が指定を取り消され、又は期間を定めて管理に

係る業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、本協定に別段の定めがある場合を除き、

乙が甲に生じた損害を賠償するものとする。

（協定の解釈）

第44条 本協定の各条項等又は本協定に定めがない事項の解釈について疑義を生じた場合は、その

都度、甲及び乙が協議して定めるものとする。

（協定の変更）

第45条 本協定に定めのない事項について定める必要が生じた場合、又は指定管理業務の内容その

他の実施条件が変更になった場合は、その都度、甲及び乙が協議して本協定の規定を変更すること

ができるものとする。

第12章 雑則

（請求、通知等の様式その他）

第46条 本協定の規定による請求、通知、報告、申請、承認、指示、届出、提出、命令及び指定の
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するところによるものとする。

６ 本協定の締結に要する費用は、乙の負担とする。協定を変更した場合も同様とする。

（準拠法）

第47条 本協定は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。

（管轄裁判所）

第48条 本協定について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第１審の裁

判所とする。

本協定を証するため、本書を２通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。

平成 年 月 日

甲 北海道

北海道知事 高橋 はるみ 印

乙 ●●● 印

取消しは、緊急の場合を除き、相手方に対する書面により行われなければならない。

２ この協定の履行に関し甲乙間で用いる言語は、日本語とする。

３ この協定書に定める金銭の支払に用いる通貨は、日本円とする。

、 、４ 本協定の履行に関して甲及び乙間で用いる計算単位は 設計図書に特別の定めがある場合を除き

計量法（平成４年法律第51号）に定めるものとする。

５ 本協定上の期間の定めは、民法（明治29年法律第89号）及び商法（明治32年法律第48号）が

規定するところによるものとする。

６ 本協定の締結に要する費用は、乙の負担とする。協定を変更した場合も同様とする。

（準拠法）

第47条 本協定は、日本国の法令に準拠し、日本国の法令に従って解釈される。

（管轄裁判所）

第48条 本協定について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を第１審の

裁判所とする。

本協定を証するため、本書を２通作成し、甲、乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。

年 月 日令和

甲 北海道

北海道知事 印鈴木 直道

乙 ●●● 印
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（別紙）

取得物件報告書

年 月 日令和

北海道知事 様

指定管理者

住所

氏名

道営住宅等（ ）の管理に関する協定書第７条第２項に基づき、指定管理業務により、備品等

を取得したので報告します。

記

取得物件名 規 格 等 呼称 数量 単 価 金 額 取得年月日

（別紙）

取得物件報告書

平成 年 月 日

北海道知事 様

指定管理者

住所

氏名

道営住宅等（ ）の管理に関する協定書第７条第２項に基づき、指定管理業務により、備品等

を取得したので報告します。

記

取得物件名 規 格 等 呼称 数量 単 価 金 額 取得年月日



- 1 -

【資料６】
新 旧 対 照 表 【要求水準書】

新 旧 備 考

（別記４） （別記４）
道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書 道営住宅等の管理に関する目標及び要求水準書

１ 本業務実施上の基本的な考え方 １ 本業務実施上の基本的な考え方
道営住宅の設置目的に沿った施設の効用を最大限に発揮させ、住民サービスの適正な水 道営住宅の設置目的に沿った施設の効用を最大限に発揮させ、住民サービスの適正な水

準を確保するため、当該指定期間において指定管理者が管理業務を通じて住民に提供すべ 準を確保するため、当該指定期間において指定管理者が管理業務を通じて住民に提供すべ
きサービスその他業務に係る「管理の目標及び水準」を次のとおり定める。 きサービスその他業務に係る「管理の目標及び水準」を次のとおり定める。

２ 基礎的な業務に関する事項 ２ 基礎的な業務に関する事項
本業務の遂行に当たり備える基礎的な事項は、次のとおりとする。 本業務の遂行に当たり備える基礎的な事項は、次のとおりとする。

（１）関係法令等の習得及び個人情報の保護 （１）関係法令等の習得 関係法令及び個人情報項目を
①業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法のほか関係法令等を習得するこ ①業務に従事する職員は、業務開始前までに公営住宅法のほか関係法令等を習得するこ 統合
と。 と。

②業務開始後においても、関係法令等の習熟度及び個人情報の取扱いに関する知識や意 ②業務開始後においても、関係法令等の習熟度を高めるため、職員に対する研修を年１
識を高めるため、職員に対する研修を年１回以上実施すること。 回以上実施すること。

③業務開始後における関係法令等の改正のほか、管理上の各種取扱通知等にも的確に対 ③業務開始後における関係法令等の改正のほか、管理上の各種取扱通知等にも的確に対
応すること。 応すること。

（２）個人情報の保護
④業務上知り得た個人情報は、北海道個人情報保護条例(平成６年北海道条例第２号)等に基づき、 ①業務上知り得た個人情報は、北海道個人情報保護条例(平成６年北海道条例第２号)等に基づき、
適正に取り扱うこと。 適正に取り扱うこと。

⑤入居者等のプライバシーに十分配慮し、業務に当たること。 ②入居者等のプライバシーに十分配慮し、業務に当たること。
③個人情報の取扱いに関する知識及び意識を高めるため、職員に対する研修を年１回以上実施する
こと。

⑥上記を踏まえ、個人情報の管理及び取扱いに係るマニュアル等を作成すること。 ④上記を踏まえ、個人情報の管理及び取扱いに係るマニュアル等を作成すること。
（３）公金の収納管理 （３）公金の収納管理

①公金（家賃、駐車場使用料、敷金など）を適切に収納し管理するための体制を確保す ①公金（家賃、駐車場使用料、敷金など）を適切に収納し管理するための体制を確保す
ること。 ること。

②家賃など使用料の確実な確保を図るため、収納員を配置すること。 ②家賃など使用料の確実な確保を図るため、徴収員を配置すること。 徴収業務は別途委託契約
③公金ごとに収納管理する預金口座を開設すること。 ③公金ごとに収納管理する預金口座を開設すること。
④公金を収納管理する預金口座は、ペイオフ対策として、決済用預金とすること。 ④公金を収納管理する預金口座は、決済用預金とするなどペイオフ対策を講じること。 利息発生を防ぐため決済用預
⑤公金は、毎月１５日及び月の末日を含む２回定期に道へ振り込むこと。 ⑤公金は、毎月１５日及び月の末日を含む２回定期に道へ振り込むこと。 金に限定
⑥上記を踏まえ、公金収納に係る処理規程等を整備すること。 ⑥上記を踏まえ、公金収納に係る処理規程等を整備すること。

（４）管理経費の執行 （４）管理経費の執行
①管理経費を適切に執行管理するための体制を確保すること。 ①管理経費を適切に執行管理するための体制を確保すること。
②管理経費は、他の会計から独立した預金口座で管理し、経理の区別を図ることにより、 ②管理経費は、他の会計から独立した預金口座で管理し、経理の区別を図ることにより、
資金の適切な管理と経理内容の明確化を図ること。 資金の適切な管理と経理内容の明確化を図ること。

③上記を踏まえ、管理経費に係る処理規程等を整備すること ③上記を踏まえ、管理経費に係る処理規程等を整備すること
（５）使用料の収納 （５）使用料の収納

①家賃の目標収納率 ①家賃の目標収納率
現年度の家賃の収納率を３月末で96.5％以上、５月末で99％以上確保すること。 現年度の家賃の収納率を３月末で９５％以上、５月末で９８％以上確保すること。 報奨金制度改正に伴う改正

②駐車場使用料の目標収納率 ②駐車場使用料の目標収納率
現年度の駐車場使用料の収納率を３月末で96.5％以上、５月末で99％以上確保するこ 現年度の駐車場使用料の収納率を３月末で９５％以上、５月末で９８％以上確保する
と。 こと。

③収納強化月間への協力 ③収納強化月間への協力
道が実施する収納強化の取組に協力すること。 道が実施する収納強化の取組に協力すること。

３ 利用者へのサービスに関する事項 ３ 利用者へのサービスに関する事項
利用者へのサービスを的確に行うための事項は、次のとおりとする。 利用者へのサービスを的確に行うための事項は、次のとおりとする。

（１）業務実施の体制等 （１）業務実施の体制等
①指定管理者は、業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行 ①指定管理者は、業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行
体制を確立すること。 体制を確立すること。
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②組織における指揮命令系統を明確にし、業務の処理過程におけるチェック機能が確保されている ②組織における指揮命令系統を明確にし、業務の処理過程におけるチェック機能が確保されている
こと。 こと。
③指定管理者の業務時間は、次のとおりとする。 ③指定管理者の業務時間は、次のとおりとする。
ア 平日（土・日曜及び祝日を除く）は、８時４５分から１７時３０分までとする。 ア 平日（土・日曜及び祝日を除く）は、８時４５分から１７時３０分までとする。
イ ただし、緊急の修繕に関する業務は土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とする。 イ ただし、緊急の修繕に関する業務は土・日曜及び祝日を含めた２４時間の対応とする。

④ISO14001の取得、エコアクション21の登録又は独自に策定した環境マネジメントシス
テムの導入を図ること。 選定基準の審査項目を新設

（２）緊急時の対応 （２）緊急時の対応
夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか不可抗力や事故等など、入居者の生活に 夜間や休日等に発生する緊急的な修繕のほか不可抗力や事故等など、入居者の生活に

重大な影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧あるいは安 重大な影響を及ぼす緊急的な事態に迅速かつ的確に対応するとともに、復旧あるいは安
全対策のために必要な措置を速やかに講じるため、目標及び水準は次のとおりとする。 全対策のために必要な措置を速やかに講じるため、目標及び水準は次のとおりとする。
①初動対応の体制 ①初動対応の体制
ア 夜間や休日など、就業時間以外における対応体制を確保すること。 ア 夜間や休日など、就業時間以外における対応体制を確保すること。
イ 発生事象を速やかに探知し、初動体制を確保すること。 イ 発生事象を速やかに探知し、初動体制を確保すること。

②情報の伝達及び統制 ②情報の伝達及び統制
ア 連絡体制及び連絡網（所管振興局との連絡調整を含む）を整備すること。 ア 連絡体制及び連絡網（所管振興局との連絡調整を含む）を整備すること。
イ 指揮命令系統を明確化すること。 イ 指揮命令系統を明確化すること。
ウ 入居者に対し、緊急時等における連絡（通報）先の周知を徹底すること。 ウ 入居者に対し、緊急時等における連絡（通報）先の周知を徹底すること。

③ 現地対応と改善措置 ③ 現地対応と改善措置
ア 安全を最優先した迅速な初期活動（現地調査等）を実施すること。 ア 安全を最優先した迅速な初期活動（現地調査等）を実施すること。
イ 危険等を回避するための的確な安全対策を講じること。 イ 危険等を回避するための的確な安全対策を講じること。
ウ 緊急工事の発注に当たっては、適切な業者を選定すること。 ウ 緊急工事の発注に当たっては、適切な業者を選定すること。

④ 「道営住宅危機対応マニュアル」による体制確保及び対応 災害発生時等に係る危機対応
上記による対応のほか、道が別に定める「道営住宅危機対応マニュアル」に沿った迅速 マニュアルの実践を明記
な体制確保及び対応を行うこと。

（３）公募業務 （３）公募業務
住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率 住宅困窮者に対する入居機会を適切に提供するとともに、空家期間の短縮による効率

的な管理運営を図るため、目標及び水準は次のとおりとする。 的な管理運営を図るため、目標及び水準は次のとおりとする。
①入居者の公募 ①入居者の公募
ア 募集は各年度において、原則年４回（おおむね四半期ごと）実施すること。 ア 募集は各年度において、原則年４回（おおむね四半期ごと）実施すること。
イ 空家期間は、おおむね６ヶ月以内とし、圏域地区については当該圏域内の市町間 空家期間の短縮について明記
における募集戸数の均衡に配慮すること。
ウ 募集は、申込希望者数を勘案し、適切な時期に設定するとともに、一定の周知期 イ 募集は、申込希望者数を勘案し、適切な時期とし、一定の周知期間を確保するこ 文言整理
間を確保すること。 と。

エ ２以上の方法により周知すること。 ウ ２以上の方法により周知すること。
オ 上記事項を考慮の上、毎年度業務開始前に公募計画を作成するとともに、道の承 エ 上記事項を考慮の上、毎年度業務開始前に公募計画を作成するとともに、道の承
認を受け、年度開始後速やかに公募計画の周知を行うこと。 認を受け、年度開始後速やかに公募計画の周知を行うこと。

②入居の手続 ②入居の手続
ア 申込みの受付を１日６時間以上で連続して３日間以上確保すること。 ア 申込みの受付を１日６時間以上で連続して３日間以上確保すること。
イ 申込者の窓口での受付待ち時間を３０分以内とすること。 イ 申込者の窓口での受付待ち時間を３０分以内とすること。
ウ 公開抽選により入居者の選考を行うこと（道が別に指示する場合を除く。）。 ウ 公開抽選により入居者の選考を行うこと。
エ 抽選の日から連続して３日間以上の当落情報の提供を行うこと。 エ 抽選の日から連続して３日間以上の当落情報の提供を行うこと。
オ 抽選結果の周知を開始した日から起算して２ヶ月以内の入居可能日を設定するこ オ 抽選結果の周知を開始した日から起算して２ヶ月以内の入居可能日を設定するこ 新型コロナウイルス感染症関
と。 と。 連の追加（密を防ぐため非公

（４）入居管理業務 （４）入居管理業務 開による抽選会の実施）
入退去など各種諸手続の容易性や修繕等への迅速な対応など、入居者の利便性を確保 入退去など各種諸手続の容易性や修繕等への迅速な対応など、入居者の利便性を確保

するとともに、発生する業務の適期適切な処理を図るため、目標及び水準は次のとおり するとともに、発生する業務の適期適切な処理を図るため、目標及び水準は次のとおり
とする。 とする。
①対応窓口の設置等 ①対応窓口の設置等
ア 指定管理者は、入居者からの各種申請及び届出並びに問い合わせ等に迅速に対応 ア 指定管理者は、入居者からの各種申請及び届出並びに問い合わせ等に迅速に対応

する常設窓口を開設すること。 する常設窓口を開設すること。
イ 各種申請書類等を常備し、配布や受理が常に行えるようにすること。 イ 各種申請書類等を常備し、配布や受理が常に行えるようにすること。
ウ 常時修繕等の受付を行えるようにすること。 ウ 常時修繕等の受付を行えるようにすること。
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エ 札幌市内にある管理事務所３ヵ所（光星第２、真駒内Ａ、厚別光陽）のうち２ヵ エ 札幌市内にある管理事務所３ヵ所（光星第２、真駒内Ａ、厚別光陽）のうち２ヵ
所以上及び江別市の大麻中町、北広島市の輝美町にある管理事務所については最低 所以上及び江別市の大麻中町、北広島市の輝美町にある管理事務所については最低週
週２回、１日４時間以上人員を配置することとし、次の業務について使用すること。 ２回、１日４時間以上人員を配置することとし、次の業務について使用すること。
・各種申請書及び届出書の配布、受付、審査 ・各種申請書及び届出書の配布、受付、審査
・退去検査 ・退去検査
・修繕等対応業務 ・修繕等対応業務
・苦情処理業務 ・苦情処理業務

②収入申告書の回収 ②収入申告書の回収
入居者に提出が義務付けられている収入申告書の回収率を１０月末日で９８％以上確 入居者に提出が義務付けられている収入申告書の回収率を１０月末日で９８％以上確
保すること。 保すること。
ただし、公営住宅法施行規則第８条に該当する者を除く。 ただし、公営住宅法施行規則第８条に該当する者を除く。

③管理情報の処理 ③管理情報の処理
ア 道の道営住宅管理システムにより情報処理を行うこと。 ア 道の道営住宅管理システムにより情報処理を行うこと。
イ 関係法令等に示す各法令等に定められた時期又は期間内に処理を行うこと。 イ 関係法令等に示す各法令等に定められた時期又は期間内に処理を行うこと。
ウ 関係法令等に示す各法令等に定めのないものは、当該月内に処理を行うこと。 ウ 関係法令等に示す各法令等に定めのないものは、当該月内に処理を行うこと。
④書類等の進達及び交付 ④書類等の進達及び交付
ア 入居者から各種申請書や届出等の提出があったときは、内容を確認の上、受理した ア 入居者から各種申請書や届出等の提出があったときは、内容を確認の上、受理し
日から概ね７日以内に（総合）振興局に進達すること。 た日から概ね７日以内に（総合）振興局に進達すること。
イ （総合）振興局からの通知や許可書等の送付があったときは、速やかに入居者に交 イ （総合）振興局からの通知や許可書等の送付があったときは、速やかに入居者に
付すること。 交付すること。

⑤入居者に対する制度の周知
入居者の生活に直接関わる各種制度については、特に高齢者に対してわかりやすい文 選考基準の審査項目を追加
書の作成に努めること。

（５）施設管理業務 （５）施設管理業務
入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕等により施設管理を的確に行うとともに、 入居者の生活に支障を及ぼすことがないよう、修繕等により施設管理を的確に行うとともに、
管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するため、施設管理業務における目標及び水準は次の 管理経費の適切かつ効率的な執行を確保するため、施設管理業務における目標及び水準は次の
とおりとする。 とおりとする。
①修繕等の実施方針 ①修繕等の実施方針
ア 指定管理者は、自らの巡回により、常に本施設の状態の把握に努め、必要に応じて修繕 ア 指定管理者は、自らの巡回により、常に本施設の状態の把握に努め、必要に応じて修繕
・改善を行い、正常な状態を維持すること。 ・改善を行い、正常な状態を維持すること。
イ 巡回により破損等の箇所を把握するほか、次による場合は、緊急性を勘案し、速やかに イ 修繕すべき内容の把握は自らの巡回のほか次による。 文言整理
修繕すること。 ・入居者からの修繕の申込みによる。
・入居者からの修繕の申込みによる。 ・道からの指示による。
・道からの指示による。 ・保守点検の結果による。
・保守点検の結果による。
・別記５の「指定管理者が行う業務に関する基本事項」第●に規定する各点検結果による。 各点検結果における修繕の実
ウ 指定管理者は、点検等の結果、緊急性が低い場合であっても破損等の拡大を防止するた ウ 修繕すべき内容を把握した場合は、速やかに修繕することとし、原則年度を超えて修繕 施を明記
め、適宜、修繕等を行い、長寿命化を図ること。 を行ってはならない。ただし、年度末の修繕で、道がやむを得ないとして認めた修繕につ 残余金を繰り越して執行する
エ 工事の実施は、入居者の生活への影響を最小限に止めるよう、工程や施工方法に配慮す いてはこの限りではない。 こととしたため、削除
ること。 緊急性が低い箇所に対して、
オ 工事の実施にあたっては、事前に工事時期、工程等の工事概要を入居者及び自治会に周 長寿命化を図るための措置を
知すること。 エ 工事の実施は、入居者の生活への影響を最小限に止めるよう、工程や施工方法に配慮す 明記
カ 工事の実施に伴い入居者の生活に支障を来す場合は、その内容について入居者及び自治 ること。
会に対し事前に説明するとともに、可能な限り入居者等の意向に配慮するよう努めること。 オ 工事の実施にあたっては、事前に工事時期、工程等の工事概要を入居者及び自治会に周

②法定更新の実施 知すること。
ア 指定管理者は、道の承認を得た年度スケジュールに基づき、法定更新を行うこと。 カ 工事の実施に伴い入居者の生活に支障を来す場合は、その内容について入居者及び自治
イ 機器（設備）の更新は、仕様、品質、規格、性能等が所定の基準に合致していること。 会に対し事前に説明するとともに、可能な限り入居者等の意向に配慮するよう努めること。

③経常修繕の実施 ②法定更新の実施
ア 指定管理者は、入居者からの修繕申込みに迅速かつ的確に対応する体制を確保すること。 ア 指定管理者は、道の承認を得た年度スケジュールに基づき、法定更新を行うこと。
イ 入居者から修繕の申込みがあった場合は、速やかに現地調査を行い、修繕の適否を判断 イ 機器（設備）の更新は、仕様、品質、規格、性能等が所定の基準に合致していること。
すること。 ③経常修繕の実施
当該判断は即日対応を原則とする。 ア 指定管理者は、入居者からの修繕申込みに迅速かつ的確に対応する体制を確保すること。

ウ 入居者が負担する修繕等については、その旨を入居者に説明し、必要な指示を行うこと。 イ 入居者から修繕の申込みがあった場合は、速やかに現地調査を行い、修繕の適否を判断
すること。
当該判断は即日対応を原則とする。

ウ 入居者が負担する修繕等については、その旨を入居者に説明し、必要な指示を行うこと。
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エ 指定管理者が修繕を行う場合は、破損の状況や入居者の生活への影響等を勘案した上で、 エ 指定管理者が修繕を行う場合は、破損の状況や入居者の生活への影響等を勘案した上で、
修繕の時期を決定し入居者に通知すること。 修繕の時期を決定し入居者に通知すること。
オ 指定管理者が行った点検等により施設の破損等を発見した場合は、速やかに原因等の調 オ 指定管理者が行った点検等により施設の破損等を発見した場合は、速やかに原因等の調
査や状態の診断を実施し、適切な措置を講じること。 査や状態の診断を実施し、適切な措置を講じること。
カ 本施設の劣化した部分や部材又は低下した性能や機能を、原状あるいは事実上支障のな カ 本施設の劣化した部分や部材又は低下した性能や機能を、現状あるいは事実上支障のな 文言整理
い状態まで回復させること。 い状態まで回復させること。

④退去修繕の実施 ④退去修繕の実施
ア 入居者から退去の申出があった場合は、退去予定者と日程を調整の上、入居者立会のも ア 入居者から退去の申出があった場合は、退去予定者と日程を調整の上、入居者立会のも
と当該住宅を検査し修繕の範囲を決定すること。 と当該住宅を検査し修繕の範囲を決定すること。
イ 入居者が負担する修繕等があった場合は、修繕すべき箇所及び範囲等について具体的な イ 入居者が負担する修繕等があった場合は、修繕すべき箇所及び範囲等について具体的な
指示を行い、修繕が完了次第、速やかに確認を行うこと。 指示を行い、修繕が完了次第、速やかに確認を行うこと。
ウ 指定管理者が修繕を行う場合は、次回の募集時期等を考慮し、入居者の退去後速やかに ウ 指定管理者が修繕を行う場合は、次回の募集時期等を考慮し、入居者の退去後速やかに
実施すること。 実施すること。
エ 原状回復レベルを基本とすること。 エ 原状回復レベルを基本とすること。

⑤保守点検の実施 ⑤保守点検の実施
ア 指定管理者は、道営住宅等について、常に正常な状態で機能するよう保守点検を行うこ ア 指定管理者は、道営住宅等について、常に正常な状態で機能するよう保守点検を行うこ
と。 と。
イ エレベーター、消防設備など道営住宅の附帯設備等の保守点検について、法令等に定め イ エレベーター、消防設備など道営住宅の附帯設備等の保守点検について、法令等に定め
られた資格者を有する専門業者に委託することができる。 られた資格者を有する専門業者に委託することができる。
ウ 指定管理者は、道営住宅等を正常な状態で使用するため、入居者に対し、適宜指導・注 ウ 指定管理者は、道営住宅等を正常な状態で使用するため、入居者に対し、適宜指導・注
意喚起を行うこと。 意喚起を行うこと。

⑥法定点検等 施設全般の点検について「法
ア 指定管理者は、日常点検や春期重点点検の実施により、本施設の機能及び劣化状態を調 定点検等」を新設また、点検結
査するとともに、損傷や腐食などがあった場合は必要な措置を検討すること。 果への対応についても明記
イ 指定管理者は、遊具の点検の結果、異常を発見した場合は直ちに使用を中止し、撤去を 異常が発見された場合の措置
行う場合にあっては、自治会等に対して説明を行うこと。 及び自治会等への周知につい

⑦維持管理 て明記
ア 指定管理者は、道営住宅等について、常に安全かつ良好な住環境を維持するよう努める ⑥維持管理
ほか、空家の環境保全や防犯対策を適切に行うこと。 ア 指定管理者は、道営住宅等について、常に安全かつ良好な住環境を維持するよう努める
イ 指定管理者は、道営住宅等について、安全かつ良好な住環境を維持するため、入居者等 ほか、空家の環境保全や防犯対策を適切に行うこと。
に対する指導・注意喚起を行うこと。また、道営住宅等に危険箇所があることが判明した イ 指定管理者は、道営住宅等について、安全かつ良好な住環境を維持するため、入居者等
とき、若しくは、風雪・降雨等による災害の発生の恐れがあるときは、事故防止のため必 に対する指導・注意喚起を行うこと。また、道営住宅等に危険箇所があることが判明した
要な措置を講じること。 とき、若しくは、風雪・降雨等による災害の発生の恐れがあるときは、事故防止のため必

⑧不可抗力や事故等への対応 要な措置を講じること。
ア 指定管理者は、不可抗力や事故等が発生した場合、速やかに二次災害等の防止のため立 ⑦不可抗力や事故等への対応
ち入り禁止などの応急措置を講じるとともに、道に事故等の概要について報告すること。 ア 指定管理者は、不可抗力や事故等が発生した場合、速やかに二次災害等の防止のため立
イ 指定管理者は、当該事故等の原因及び損害の状況（箇所、仕様や数量など修繕範囲）を ち入り禁止などの応急措置を講じるとともに、道に事故等の概要について報告すること。
調査し、道に報告すること。 イ 指定管理者は、当該事故等の原因及び損害の状況（箇所、仕様や数量など修繕範囲）を
ウ 指定管理者は、事故等の原因の全部又は一部に入居者等の責めに帰すべき事由があると 調査し、道に報告すること。
きは、修繕の負担を入居者等と協議を行い決定すること。 ウ 指定管理者は、事故等の原因の全部又は一部に入居者等の責めに帰すべき事由があると 残置物の処理の際への協力に
エ 指定管理者は、入居者の死亡等により住宅に残置された家財等に関して、道が指示する きは、修繕の負担を入居者等と協議を行い決定すること。 ついて明記
残置物の処理に協力すること。

⑨修繕業務等の外注
ア 契約事務 ⑧修繕業務等の外注
・指定管理者は、修繕業務等を外注する場合における業者選定や契約方法については、公 ア 契約事務
平性、透明性を確保すること。 ・指定管理者は、修繕業務等を外注する場合における業者選定や契約方法については、公
・業者選定にあたっては、可能な限り建設業法のほか関係法令で定める許可業者等を選定 平性、透明性を確保すること。 地元企業への支援の一環とし
することとし、併せて地元企業の受注機会の確保に努めること。 ・業者選定にあたっては、可能な限り建設業法のほか関係法令で定める許可業者等を選定 て受注機会の確保について明

イ 履行の確認 すること。 記
・修繕業務等を外注する場合は、監督、検査体制を確保すること。 イ 履行の確認
・工事期間中は、監督員を指定して施工状況を監督すること。 ・修繕業務等を外注する場合は、監督、検査体制を確保すること。
・工事が完了した場合は、検査員を指定して検査を行うこと。 ・工事期間中は、監督員を指定して施工状況を監督すること。

⑨資格者等の配置 ・工事が完了した場合は、検査員を指定して検査を行うこと。
ア 指定管理者は次の資格者を配置すること。 ⑨資格者等の配置 専任・兼任の別を問わない旨
・１級建築士（ただし、当該資格者の専任・兼任の別を問わない。） ア 指定管理者は次の資格者を配置すること。 を改めて明記

・１級建築士
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イ 防火管理者を配置すること。 イ 防火管理者を配置すること。

（６）業務実施の確実性と安定した経営能力 （６）業務実施の確実性と安定した経営能力
指定管理業務の実施に支障がないよう、財務状況に留意し、安定的な経営に努めること。 指定管理業務の実施に支障がないよう、財務状況に留意し、安定的な経営に努めること。

４ 入居者満足度に関する事項 ４ 入居者満足度に関する事項
入居者満足度の向上に係る達成目標は次のとおりとする。 入居者満足度の向上に係る達成目標は次のとおりとする。
・指定管理業務に関する利用者満足度調査で、満足・やや満足と回答した入居者の割合を50％以 ・指定管理業務に関する利用者満足度調査で、満足・やや満足と回答した入居者の割合を50％以
上とすること。 上とすること。

５ 指定管理者の対応に関する事項 ５ 指定管理者の対応に関する事項
目標及び水準は次のとおりとする。 目標及び水準は次のとおりとする。

（１）道への対応 （１）道への対応
①道からの指示については、迅速かつ的確に対応すること。 ①道からの指示については、迅速かつ的確に対応すること。

（２）入居者や自治会への対応 （２）入居者や自治会への対応
①入居者や自治会からの要望については、誠実に対応すること。 ①入居者や自治会からの要望については、誠実に対応すること。
②入居者や自治会からの苦情については、迅速かつ的確に対応すること。 ②入居者や自治会からの苦情については、迅速かつ的確に対応すること。

６ 入居者への支援 選定基準における審査項目で
目標及び水準は次のとおりとする。 あるため、新設

（１）高齢者世帯の孤立死を防止するため、戸別訪問や安否確認などの支援を実施すること。 安否確認はH25に実施通知
（２）子育て世帯が安心して子育てをすることができるよう、市町村等で実施している子育て支援 済

の情報等を提供すること。 子育て世帯及び自治会に対す
（３）自治会等の円滑な運営確保や入居者の安全確保対策のため、相談対応や災害発生時に備えた る支援は道営住宅の施策とし

防災情報の提供などの支援を実施すること。 て業務実施を明記。


